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行政経営報告書は、第２次伊賀市総合計画第３次基本計画（2021（令和３）年

度から 2024（令和６）年度）の進捗状況や、2021（令和３）年度の市政運営の

評価をもとに、成果や課題を捉え、2022（令和４）年度の施策へつなげることを

目的に作成しています。 
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1. 行政評価とは 
行政の様々な活動を、「市民にとっての効果は何か」「当初

期待した目的どおりに成果が上がっているか」といった視点

で評価・検証することで、より効率的で効果的な行政運営を

追及する手法です。また、民間企業で培われた管理手法であ

るマネジメント（ＰＤＣＡ）サイクルを行政運営に取り入れ

ようとするものです。ＰＤＣＡとは、Ｐｌａｎ（計画を立て

る）、Ｄｏ（実行する）、Ｃｈｅｃｋ（実行した結果、目標に

到達したか検証する）、Ａｃｔｉｏｎ（検証の結果を次の計画

の改善につなげる）のことです。 

【図２ 行政評価の分類】 

総合計画の体系 行政活動の区分

事務事業評価

施策評価

評価の種類

（まちづくりアンケート）
政策
（28）

施策（47）

基本事業（137）

事務事業（約380）

目

的

手

段

目

的

手

段

 

 

「施策評価」については、部長などが施策評価シートを用いて、2020（令和２）年度の事業

及び 2021（令和３）年度の上半期の成果や、時代の潮流や課題などから、昨秋に中間評価を

実施し、その評価結果をもとに、翌年度（2022（令和４）年度）の当初予算へ反映するととも

に、市政運営の方向性について政策協議（春の行政経営協議）を行いました。昨年度末には、

翌年度事業実施に際しての 2021（令和３）年度の課題及び 2022（令和４）年度における改善

内容などについて再度、施策評価シートに追記しています。 

伊賀市では、2006（平成 18）年度より行政評価を実施していますが、内部評価をするにと

どまっていましたので、さらに評価の信頼性・客観性を高め、『市民目線、市民感覚で、分かり

やすく公平で透明性のある、地域に偏りのない市政の確保』を達成していくため、2016（平成

28）年度より外部評価を導入しています。 

(まちづくりアンケート） 

【図１ ＰＤＣＡサイクル】 
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２. まちづくりアンケート結果概要 
 

（1）まちづくりアンケートとは 

「ひとが輝く 地域が輝く 伊賀市」を実現するために、市民の皆さんが普段の

生活で感じられていること、お気づきになられていることをお聞かせいただき、今

後の伊賀市のまちづくりの参考とするものです。 

また、第２次伊賀市総合計画 第３次基本計画の各施策にかかる、市民の皆さん

の「満足度」、「参画度」を把握することで、客観性が確保された現状分析や方向性

の検討を可能とするものです。 

そのため、第３次基本計画に掲げる３８項目の施策について、「満足度」では、

市民のみなさんの実感に基づき、「満足」から「不満」までの４段階で質問を行っ

ています。 

なお、「参画度」については、各施策を伊賀流自治（ガバナンス）の視点でみた

ときに求められる「市民の役割」に対する参画度を表しています。 

 

（２） 調査の仕様 

① 調査地域 伊賀市全域 

② 調査対象 市内在住、在勤、在学、または市外に在住で伊賀市に関わりが    

ある満 18 歳以上の方 

③ 周知方法 伊賀市ｅモニター及び住民基本台帳に登録されている方から無   

作為に 5,000 人抽出しダイレクトメールの送付等 

④ 調査方法 Web 方式（希望者へは質問用紙を配布） 

⑤ 調査期間 2022(令和４)年２月 28 日～３月 15 日 

⑥ 回 収 数 939 件 
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割合※ 順位 割合※ 順位

１-１ 地域共生社会づくり
助け合いや支え合いにより、住み慣れた地域で
自分らしく暮らす

55.3% 16 35.2% 27

１-２ 医療
身近なところで安心して医療を受けることがで
きる

60.3% 9 51.6% 8

１-３ 健康づくり 生涯を通じ、健康に暮らすことができる 60.2% 10 50.0% 9

１-４ 高齢者支援
高齢者が、生きがいを感じながら安心して暮ら
すことができる

51.4% 22 34.4% 29

１-５ 障がい者支援
障がい者が、自分らしく安心して暮らすことが
できる

48.5% 27 41.4% 20

１-６ 子育て・少子化対策 子どもを安心して産み、育てることができる 48.1% 28 33.4% 32

２-１ 危機管理 災害などの危機に強くなる 51.3% 23 46.2% 12

２-２ 消防・救急 火災や急病などで人命が失われないようにする 65.5% 4 49.0% 10

２-３ 安心な暮らし 市民が安全で、穏やかに暮らすことができる 69.5% 3 72.9% 3

２-４ 環境保全 豊かな自然環境を守り次代へ引き継ぐ 61.8% 8 57.0% 6

２-５ 一般廃棄物
廃棄物を減らし、再資源化し、残りは適正に処
理する

74.7% 2 76.7% 2

２-６ 上下水道 安全でおいしい飲み水と、美しい水環境を守る 76.6% 1 77.2% 1

３-１ 観光 観光客を呼び込み、もてなす 50.4% 24 42.2% 18

３-２ 農業
自然と共存し、人と人がつながる農業を元気に
する

64.7% 5 65.2% 4

３-３ 森林保全・林業 森林や里山を大切にし、林業を元気にする 49.0% 26 32.5% 33

３-４ 中心市街地活性化 中心市街地の賑わいをつくる 29.5% 37 37.4% 24

３-５ 商工業・産業立地 地域の特性を活かし、商工業活動を盛んにする 39.7% 32 45.4% 14

３-６ 就業・起業 だれもが働きやすく、働く意欲が持てる 36.2% 35 31.3% 36

４-１ 都市政策 適正な土地利用により、まちの魅力を高める 32.9% 36 39.9% 22

４-２ 住環境整備 だれもが安心な住環境で暮らせる 55.8% 15 52.2% 7

４-３ 道路 道路ネットワークによって移動がしやすい 53.2% 20 59.8% 5

４-４ 公共交通
身近なバスや鉄道に愛着を持ち、みんなで支え
る

28.1% 38 20.1% 38

(３)各施策の満足度、参画度の一覧

満足度 参画度
施策キーワード

分
野

施策
No.

協働によるめざす姿

４
　
生
活
基
盤

１
　
健
康
・
福
祉

２
　
生
活
・
環
境

３
　
産
業
・
交
流

3



割合※ 順位 割合※ 順位

５-１ 人権尊重・非核平和 人権に対する正しい知識を習得する 59.9% 11 47.8% 11

５-２ 同和問題 部落差別をなくす 58.6% 12 44.6% 16

５-３ 学校教育 子どもたちが、未来に夢や希望を持てる 53.9% 19 45.0% 15

５-４ 教育環境 子どもたちが、安心して学べる 54.8% 17 34.0% 30

５-５ 生涯学習 生涯を通じ、生きがいを持ち活躍できる 47.9% 29 32.4% 34

６-１ 住民自治・市民活動
住民自治活動、市民活動やボランティア活動が
活発に行われる

58.3% 13 43.6% 17

６-２ 多文化共生 国籍や文化の違いを認め、共生する 62.6% 7 41.6% 19

６-３ 文化・芸術 豊かな感性を育む文化・芸術に親しむ 57.3% 14 33.9% 31

６-４ 歴史・文化遺産 歴史や文化遺産を守り、未来へと引き継ぐ 63.5% 6 37.4% 24

６-５ スポーツ 気軽にスポーツを楽しむことができる 51.5% 21 32.4% 34

６-６ 定住・関係人口 ファン獲得・拡大と地域への人口定着の推進 41.7% 31 20.7% 37

７-１ 広聴広報 理解と共感につながる市政情報の共有化 54.0% 18 35.2% 27

７-２ 財政運営 健全な財政運営 39.3% 34 45.9% 13

７-３ 組織・人事 市民の期待に応えられる組織・人づくり 39.3% 33 37.1% 26

７-４ 広域連携 圏域全体の活性化につながる広域的な連携 50.4% 24 40.4% 21

７-５ デジタル自治
デジタル技術の活用による市民サービスの向上
と効率的な行政運営の実現

42.1% 30 38.5% 23

　　                                                  ・満足度「満足」、「やや満足」　　　　　　　　　　　　　　・満足度「満足」、「やや満足」

※

　　　　　・参画度「あてはまる」、「少しあてはまる」

は中間位（19位）※

満足度 参画度施策
No.

施策キーワード

と回答した市民の割合

平均値 52.6% 43.7%

協働によるめざす姿

６
　
文
化
・
地
域
づ
く
り

７
　
計
画
の
推
進

５
　
教
育
・
人
権

伊賀市まちづくりアンケートにおいて、

分
野
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◎

○

△

×

－

施策
No.

施策キーワード 単位
方
向

計画策定
時の値

R3年度
実績値

R6年度
目標値

進展度

回 ① 52 47 60 △

回 ① 4,726 4,756 増加 ◎

％ ① 79.7 74.4 80%以上 〇

％ ① 68.7 38.8 70%以上 ×

％ ① 96.6 97.4 98.0 〇

％ ① 33 33 50 ×

回 ① 4 4 5 △

％ ① 94 91.8 90%以上 ◎

歳 ① 82.60 82.94 延伸 ◎

歳 ① 85.88 86.30 延伸 ◎

％ ① 7.2 13.5 15.0 〇

機関 ③ 182 192 220 ◎

3. 2021（R3)年度 成果指標進展度一覧

ことで、計画に沿った実行が出来ていたのかを検証しています。

目標達成状況は、

　①増加を目指す指標の場合・・・　令和３年度実績値　÷　令和３年度目標値

健康寿命　女性

目標達成状況により算出

　②減少を目指す指標の場合・・・　令和３年度目標値　÷　令和３年度実績値

　③累計値を目標値に設定する場合・・・　　（令和３年度実績値　－　計画策定時の値）

進展度

進んだ

ある程度進んだ

あまり進まなかった

進まなかった

不明

就労・増収率

地域福祉ネットワーク会議開催数

成果を示す指標（ＫＰＩ）

健康寿命　男性

　第３次基本計画では、各施策における取り組みの成果を定量的に示す目標値（ＫＰＩ）を設定する

※左の基準による区分がふさわしく
ない項目については、総合的に判断
しています。（令和３年度目標値または実績値なし）

１-１

100%以上

85%以上100%未満

70%以上85%未満

70%未満

救急患者受入率

開催機関や地域等との連携回数

１-２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　÷　（令和３年度目標値　－　計画策定時の値）

複雑なケースの解決割合

地域共生社会づ
くり

在宅復帰率

医療

多職種間連携の意識

取り組んでいるプロジェクト数

健康づくり事業協力機関数

特定保健指導率

１-３ 健康づくり
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施策
No.

施策キーワード 単位
方
向

計画策定
時の値

R3年度
実績値

R6年度
目標値

進展度成果を示す指標（ＫＰＩ）

％ ① 79.43 79.41 上昇 ◎

人 ③ 7,170 7,952 8,700 ◎

人 ③ 163 164 200 ×

か所 ③ 32 30 37 ×

回 ① 4,118 5717 増加 ◎

か所 ③ 13 16 20 ◎

％ ① 71 83.1 75 ◎

％ ① 80.3 89.7 85.0 ◎

％ ① 92 95 95 ◎

件 ① 146 202 165 ◎

％ ① 15.4 17.9 100 ×

％ ① 22.0 28.8 100 ×

％ ① 16 30 80 ×

実施数 ③ 1 3 20 ×

％ ① 63.19 63.23 64 〇

％ ① 50 60.7 60 ◎

％ ① 70 80 80 ◎

件 ② 122 124
前年度比
▲５％を

継続
×

件 ② 334 396 減少 ×

件 ① 207 208 200 ◎

住宅用火災警報器 設置率

現場に居合わせた人の救命処置率

消防水利 充足率

地域の避難所運営マニュアル 策定率

関係機関や地域等との連携回数

地域密着型サービス事業所数

消防・救急

刑法犯認知件数

人身事故件数

２-２

１-４ 高齢者支援

認知症サポーター数

要介護認定を受けていない人の割合

緊急通報システム貸出数

何らかの解決方法を知っている親の割合

１-５ 障がい者支援 地域生活支援拠点事業　登録事業所数

研修会により理解が深まった人の割合

特定不妊治療費助成申請件数

伊賀市で子育てをしたい親の割合１-６
子育て・少子化
対策

廃池実施数

危機管理関係計画等 策定率

２-１ 危機管理

河川浚渫（しゅんせつ）事業 対応率

２-３ 安心な暮らし

消費生活相談件数
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施策
No.

施策キーワード 単位
方
向

計画策定
時の値

R3年度
実績値

R6年度
目標値

進展度成果を示す指標（ＫＰＩ）

％ ① － 64 70 〇

％ ① 100 87 100 〇

㎏ ② 10,401 7,000 10,000 ◎

円 ② 13,949 11,896 13,400 ◎

件 ③ 7,333 12,550 10,000 ◎

％ ① 100 100 100 ◎

％ ① 8.6 9.2 9.5 〇

％ ① 80.3 83.4 84.6 〇

円 ① 11,953 11,827 15,257 △

％ ① 48 59.02 53 ◎

％ ① 53.2 72 70 ◎

ha ① 4,057 4,025 4,250 〇

人 ① 230 214 240 〇

回 ① 0 19 12 ◎

ha ① 186 223 200 ◎

t ① 1,550 1,828 2,000 〇

人 ③ 27 -6 71 ×

件 ③ 3 9 23 ◎

％ ① 52.1 53.79 51.0 ◎

件 ③ 5 8 12 ◎

３-３

汚水処理人口普及率

地震に強い水道管路延長の割合

３-１

２-４

２-６

境界明確化 実施面積

伊賀米の１等米比率

排水基準達成率

年間ごみ処理経費（減少を目指す指標）

伊賀スマイル給食 実施回数

新規立地企業件数

中心市街地の人口社会増

環境保全

不法投棄量（減少を目指す指標）

河川水質環境基準 達成度

参加者の意識向上度

一般廃棄物 ごみ分別アプリ登録数２-５

３-２ 農業

認定農用地面積

認定農業者数

３-４
中心市街地活性
化

空き店舗等活用件数

３-５
商工業・産業立
地

上野商工会議所・伊賀市商工会 組織率

上下水道

観光

森林保全・林業

リピーター率

旅行消費額

未利用間伐材 搬出量
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施策
No.

施策キーワード 単位
方
向

計画策定
時の値

R3年度
実績値

R6年度
目標値

進展度成果を示す指標（ＫＰＩ）

率 ① 1.31 1.27 1.33 〇

件 ③ 3 9 12 ◎

％ ① 59.46 85.71 上昇 ◎

％ ① 85.50 88.33 上昇 ◎

％ ① 81.8 81.8 87.8 〇

件 ③ 2 4 10 ◎

棟 ② 2,052 2,075 2,050 ×

％ ③ 78.40 90.10 100 ◎

％ ③ 32.18 68.40 100 ◎

人 ① 503,269 350,646 503,000 ×

人 ① 1,458,143 1,077,350 1,458,000 △

人 ① 1,279,625 1,039,153 1,580,000 ×

％ ① 48.9 59.9 58.9 ◎

％ ① 74.7 85.3 83.0 ◎

％ ① 23.4 24.9 30.0 △

％ ① 62.7 60.19 72.7 △

人 ① 3,149 3,560 3,100 ◎

％ ① 90.0 88.9 90.0 〇

％ ① 76.8 74.2 80.0 〇

％ ① 100.0 100.0 100.0 ◎

％ ① 100.0 100.0 100.0 ◎

市内バス年間利用者数

同和問題

学校教育

人権尊重・非核
平和

参加者の意識向上度

女性登用率

学校改善に努めていると感じる保護者の割
合

年間相談 延件数

参加者の意識向上度

関西本線年間利用者数

伊賀線年間利用者数

公共交通

中学３年生の平和への貢献度

情報モラル学習を実施する学校の割合

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割
合

個別の教育支援計画・指導計画の作成割合

４-２

５-２

５-３

４-４

４-３

５-１

空き家等数

市営住宅の改善 累計

住宅の耐震化率

届出書の適合率

誘導区域内への誘導率

橋梁 修繕率

道路改良事業 進捗率

就業・起業

住環境整備

有効求人倍率（就業率）

起業数

道路

３-６

４-１ 都市政策
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施策
No.

施策キーワード 単位
方
向

計画策定
時の値

R3年度
実績値

R6年度
目標値

進展度成果を示す指標（ＫＰＩ）

学級数 ② 2 2 0 ×

％ ③ 0 8.8 17.6 ◎

人 ① 274 492 480 ◎

人 ① 80,523 62,224 352,000 ×

冊 ① 118,710 123,497 145,000 △

人 ① 7,360 1,844 7,500 ×

件 ③ 11 42 81 ◎

件 ① 1,307 950 1,372 ×

％ ① 22.8 56.0 30.0 ◎

％ ① 79.8 92.0 84.0 ◎

人 ① 1,542 1,233 2,000 ×

％ ① 20.0 23.0 30.0 △

点 ① 36,829 38,713 40,000 〇

件 ③ 500 502 520 ×

人 ① 17,108 16,787 18,000 〇

％ ① 21.0 21.0 63.0 ×

件 ① 40 66 50 ◎

％ ① 28.8 53.6 43.2 ◎

％ ① 45.96 41.22 55.15 △

人 ① 6,791 18,348 12,000 ◎

人 ① ▲９ ▲456 50 ×

人 ③ 88 422 362 ◎

多文化共生

市民活動支援センター利用件数

キラッと輝け！地域応援補助金 申請件数

体験事業参加者数

児童書の年間貸出冊数

図書館年間入館者数

伊賀市に住んでよかったと感じている外国
人の割合

日本人との交流がある外国人の割合

教育環境

住民自治・市民
活動

施設改善率

複式学級数

６-１

生涯学習

５-４

６-４

６-３

６-５

６-６

５-５

６-２

ふるさと納税人数

スポーツ施設 稼働率

20～30代の年間転入超過数

文化財施設 入館者数

歴史的風致維持向上計画事業 進捗状況

人材育成講座 参加者数

スポーツ活動実施率

歴史資料 閲覧件数

指定及び登録文化財数

芭蕉祭献詠俳句等応募数

自主事業の入場者数全体に占める子どもの
割合

市民美術展覧会 出品者数、鑑賞者数

相談を通じた移住者数

文化・芸術

歴史・文化遺産

定住・関係人口

スポーツ
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施策
No.

施策キーワード 単位
方
向

計画策定
時の値

R3年度
実績値

R6年度
目標値

進展度成果を示す指標（ＫＰＩ）

件 ① 769 956 900 ◎

件 ① 3,878,604 6,945,933 4,200,000 ◎

件 ① 0 1 0 ×

％ ② 11.4 10.5
概ね９％
を超えな
いこと

◎

％ ② 77.2 68.7
50％台
後半

◎

万㎡ ③ 8.1 10.1 12.6 ◎

か所 ③ 2 8 22 ◎

億円 ② 21.9 20.4 17 ◎

％ ① 78.4 83.7 85.0 〇

％ ① 85.5 89.2 90 〇

％ ① 66.6 — 33.3 ×

人 ① 96,439 94,976 91,038 ◎

％ ① 100 100 100 ◎

件 ③ 7 7 40 ×

件 ③ — 0 150 ×

７-３

７-１

７-２

７-４

７-５

計画期間に改善を図った事務事業の件数

オンラインで申請可能な行政手続きの数

共同研究参加者の満足度

圏域自治体の人口

有効改善提案の割合

ストレスチェックの受検職員割合

人事評価で標準得点を上回る職員割合

滞納繰越債権額

複合化で機能移転した施設数

公共施設縮減面積

将来負担比率

実質公債費比率

情報公開・個人情報保護審査会で妥当でな
いと判断された件数

市ホームページアクセス数

市ホームページで寄せられた意見件数

広聴広報

組織・人事

財政運営

広域連携

デジタル自治
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4. 重要施策と横断的な取り組みの状況について 

 

 

昨秋の行政経営協議で、次の７施策を 2022（令和４）年度の重点施策と位置付けていま

す。 

 

【分野-施策】 

・１－６ 子どもを安心して産み、育てることができる （P26） 

 

・２－１ 災害などの危機に強くなる （P28） 

 

・３－４ 中心市街地の賑わいをつくる （P46） 

 

・５－３ 子どもたちが、未来に夢や希望を持てる （P64） 

 

・５－４ 子どもたちが、安心して学べる （P66） 

 

・７－４ 圏域全体の活性化につながる広域的な連携 （P88） 

 

・７－５ デジタル技術の活用による市民サービスの向上と効率的な行政運営の実現  

（P90） 
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成果指標 全国における伊賀市のブランド順位

2

・子育て相談
・子育て支援
・少子化対策
・男女共同参画

4

・市街地整備
・中心市街地の商業の活性化
・魅力発信
・移住・交流
・地域人材育成

魅力を高め、
　　　　　にぎわいと交流を生み出す

＜方針＞
・官民連携による賑わいの拠点づくり
・交流・関係人口の創出・拡大
・移住の促進
・産学官民連携による地域人材の育
成

成果指標 ３大都市圏からの転入者数

成果指標
の説明

住民基本台帳における１月１日から12月31日までの首都圏（１都７
県）、中京圏（３県）、関西圏（２府４県）からの転入者数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

実績
（人）

2,231 2,137 2,450

3

・住民自治
・コンパクトシティ・プラス・ネットワーク
・包括的な相談支援
・定住自立圏
・多文化交流
・文化・芸術振興
・スポーツ振興

80.0

成果指標 地価公示価格の平均

成果指標
の説明

地価公示価格における市内基準地の平均

実績
（円）

29,554 28,425 30,000

現状値

実績
（人）

538 494

成果指標 出生数

成果指標
の説明

三重県『月別人口調査』における前年10月から当年９月ま
での出生数

実績
（人）

19,464 19,628

6,4007,290

610

成果指標 若年（20～39歳）女性人口

成果指標
の説明

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30（2018）年推計）」にお
ける令和６（2024）年の若年女性人口から、伊賀市の将来展望における同人口への引き上げ

実績
（人）

8,419

506,073 514,706

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

20,000

・多様な人材の活躍を推進する　：　伊賀流自治の推進、自治基本条例の見直し
・新しい時代の流れを力にする 　：　Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0、ＳＤＧｓ、新たな生活様式への変革

【基本目標】 【主な基本事業】 【進捗管理】

誰もが希望を持って働くことができる

＜方針＞
・地域の魅力のブランド化、イノベー
ションの創出
・地域資源を活かした地域産業の強
化
・就業・起業支援と人材の確保・育成

547,000

成果指標 従業員数（工業統計）

成果指標
の説明

経済産業省『工業統計調査』における「３.市区町村別産業
中分類別統計表」の「00製造業計」従業者数

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

実績
（百万円）

1

・観光誘客と情報発信
・農畜産物の生産振興
・商工業の活性化
・企業立地
・就労支援、職業相談
・創業支援

成果指標 市内総生産額

成果指標
の説明

『三重県勢要覧』における市町統計「経済基盤」の「62）市
町内総生産額（総額）」

横断的な取り組み
加速する人口減少に歯止めをかける

まち・ひと・しごと創生

基本的な方向と新たな視点

安心して子どもを産み、
　　　　　　　　　　育てることができる

＜方針＞
・結婚・妊娠・出産・子育てまでの切れ
目のない支援
・ワーク・ライフ・バランスを実現

心豊かに暮らし続けることができる

＜方針＞
・市民主体によるまちづくり
・地域防災の確保
・魅力的な地方都市生活圏を形成
・医療・福祉サービス等の機能を確保
・地域間連携による魅力的な地域圏
の形成
・文化・スポーツ振興によるまちづくり

成果指標 住み続けたいと思う市民の割合

成果指標
の説明

まちづくりアンケートの中で、「住み続けたい」「できれば住
み続けたい」と回答した市民の割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

実績
（％）

76.1 78.5

成果指標
の説明

ブランド総合研究所『地域ブランド調査』における伊賀市の「魅力度」「認知度」
「情報接触度」「観光意欲度」「居住意欲度」「商品購入意欲度」の平均順位

実績
（位）

230 231 200
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 5. 施策の一覧

分
野

施策
No.

施策キーワード 取りまとめ部局 頁

1-1 地域共生社会づくり 健康福祉部 16

1-2 医療 健康福祉部 18

1-3 健康づくり 健康福祉部 20

1-4 高齢者支援 健康福祉部 22

1-5 障がい者支援 健康福祉部 24

1-6 子育て・少子化対策　【重点施策】 健康福祉部 26

2-1 危機管理　【重点施策】 防災危機対策局 28

2-2 消防・救急 消防本部 30

2-3 安心な暮らし 人権生活環境部 32

2-4 環境保全 人権生活環境部 34

2-5 一般廃棄物 人権生活環境部 36

2-6 上下水道 上下水道部 38

3-1 観光 産業振興部 40

3-2 農業 産業振興部 42

3-3 森林保全・林業 産業振興部 44

3-4 中心市街地活性化　【重点施策】 産業振興部 46

3-5 商工業・産業立地 産業振興部 48

3-6 就業・起業 産業振興部 50

4-1 都市政策 建設部 52

4-2 住環境整備 建設部 54

4-3 道路 建設部 56

4-4 公共交通 企画振興部 58

5-1 人権尊重・非核平和 人権生活環境部 60

5-2 同和問題 人権生活環境部 62

5-3 学校教育　【重点施策】 教育委員会 64

5-4 教育環境　【重点施策】 教育委員会 66

5-5 生涯学習 教育委員会 68

6-1 住民自治・市民活動 地域連携部 70

6-2 多文化共生 人権生活環境部 72

6-3 文化・芸術 企画振興部 74

6-4 歴史・文化遺産 教育委員会 76

6-5 スポーツ 企画振興部 78

6-6 定住・関係人口 企画振興部 80

7-1 広聴広報 総務部 82

7-2 財政運営 財務部 84

7-3 組織・人事 総務部 86

7-4 広域連携　【重点施策】 企画振興部 88

7-5 デジタル自治　【重点施策】 デジタル自治推進局 90

中心市街地の賑わいをつくる

豊かな自然環境を守り次代へ引き継ぐ

市民が安全で、穏やかに暮らすことができる

火災や急病などで人命が失われないようにする

森林や里山を大切にし、林業を元気にする

自然と共存し、人と人がつながる農業を元気にする

観光客を呼び込み、もてなす

安全でおいしい飲み水と、美しい水環境を守る

廃棄物を減らし、再資源化し、残りは適正に処理する

ファン獲得・拡大と地域への人口定着の推進

デジタル技術の活用による市民サービスの向上と効率的な行政運営の実現

圏域全体の活性化につながる広域的な連携

市民の期待に応えられる組織・人づくり

地域の特性を活かし、商工業活動を盛んにする

７
　
計
画
の
推
進

協働によるめざす姿

助け合いや支え合いにより、住み慣れた地域で自分らしく暮らす

身近なところで安心して医療を受けることができる

生涯を通じ、健康に暮らすことができる

災害などの危機に強くなる

障がい者が、自分らしく安心して暮らすことができる

子どもを安心して産み、育てることができる

高齢者が、生きがいを感じながら安心して暮らすことができる

生涯を通じ、生きがいを持ち活躍できる

子どもたちが、安心して学べる

子どもたちが、未来に夢や希望を持てる

健全な財政運営

理解と共感につながる市政情報の共有化

住民自治活動、市民活動やボランティア活動が活発に行われる

国籍や文化の違いを認め、共生する

６
　
文
化
・
地
域
づ
く
り

１
　
健
康
・
福
祉

部落差別をなくす

２
　
生
活
・
環
境

３
　
産
業
・
交
流

４
　
生
活
基
盤

５
　
教
育
・
人
権

人権に対する正しい知識を習得する

身近なバスや鉄道に愛着を持ち、みんなで支える

道路ネットワークによって移動がしやすい

だれもが安心な住環境で暮らせる

適正な土地利用によりまちの魅力を高める

だれもが働きやすく、働く意欲が持てる

豊かな感性を育む文化・芸術に親しむ

歴史や文化遺産を守り、未来へと引き継ぐ

気軽にスポーツを楽しむことができる
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伊賀流自治（ガバナンス）の視点でみたときに求められる「行政」の役割を、第３次基本計画から転載しています。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

施策コード
協働によるめざす姿

施策の見出し

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 〇〇〇〇部

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年又は累計)

実績
（単位）

〇〇

現状値

〇〇

2

基本事業名②
成果指標

成果指標
の説明

1

基本事業名①
事務事業名を記載しています。

成果指標 〇〇〇〇
市が取り組みを進める基本単位
として設定した「基本事業」の方
向性を、第３次基本計画から転
載しています。

成果指標
の説明

目標値
(単年又は累計)

実績
（単位）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

4

基本事業名④
成果指標

成果指標
の説明

3

基本事業名③
成果指標

成果指標
の説明

目標値
(単年又は累計)

実績
（単位）

現状値

目標値
(単年又は累計)

実績
（単位）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

第３次基本計画から転載しています。
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まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

満足度(R3)

43.7%

傾
向
まちづくりアンケート調査結果の傾向を記載しています。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

平均(R3)

52.6%

参画度(R3)
参画度（R３）

平均(R3)

ＫＰＩ（成果指標）の目標値等、実現すべき姿との”差”及び”原
因”などを記載しています。

2

効果が出て
いる点

課題

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

1

効果が出て
いる点

事務事業の実施に伴い、施策の「協働によるめざす姿」に対
し、効果が出ている点を記載しています。

左記の課題を踏まえ、事務事業で取り
組む内容を挙げ、見直した事項（案）
や、令和４年度予算で新たに取り組む
事項（案）を記載しています。

基本事業単位に
取り組み状況を判
定しています。
・完了
・計画通り進めて
いる
・やや遅れている
・遅れている
・未実施
・その他（　　　）課題

4

効果が出て
いる点

課題

3

効果が出て
いる点

課題

満足度と参加度の相関図（R３～

R6年度）の４年間を記載していま

す。満足度、参画度の平均値

（52.6％、43.7%）を点線で表してい

ます。

年齢別クロス集計（R３年度）を記

載しています。

年齢別クロス集計（R３年度）を記

載しています。
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4,756 増加

複雑なケースの解決割合成果指標

68.7

就労支援対象者のうち就労・増収した人の割合（実際に就
労・増収した人／就労・増収支援した人）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

70％以上38.8

就労・増収率

関係機関や地域等との連携回数

実績
（％）

成果指標
の説明

個別ケース会議を開催した事例のうち課題解決した事例
の割合（課題解決した事例数／会議の開催件数）

79.7 74.4 80％以上

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

4,726

成果指標
の説明

地域包括支援センターで行った相談支援のうち、関係機
関や地域と連携を行った延件数

ひとりが生きがいを持って暮らせる地域をともに創っていけるよう、これまで培ってきた「地域包括ケアシステム」をベースにしな
がら、地域の多様性を活かした伊賀市における「地域共生社会」の実現をめざします。

2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業

60

成果指標

2

〇重層的支援体制整備事業
・地域包括支援センター運営事業
（総合相談事業分）
・地域包括支援センター運営事業
（権利擁護事業分）
・地域包括支援センター運営事業
（包括的・継続的支援事業分）
〇地域ケア会議事業

福祉の一次相談窓口として、地域包括支援
センターがあらゆる福祉相談に対応しま
す。配置された専門職が必要な支援を行う
とともに、関係機関や地域と連携を図りな
がら、できるだけ住み慣れた自宅で自立し
た生活が送れるように支援をします。
複雑な問題を抱える事例は、多くの支援機
関や地域が連携し、それぞれの役割を明
確にする必要があります。支援者が一堂に
会して検討を行う相談事案調整会議や地
域ケア会議等を開催します。

実績
（回）

包括的な相談支援

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

1-1 助け合いや支え合いにより、
住み慣れた地域で自分らしく暮らす地域共生社会づくり

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 健康福祉部

1

共助のしくみづくり

〇地域福祉計画推進事業
〇地域福祉計画策定事業
〇アウトリーチ支援事業
〇共助の基盤づくり事業
〇多機関協働事業
〇参加支援事業
〇生活支援体制整備事業

地域住民が主体的に地域生活課題
の解決に向けて取り組む協議体の設
置及びその運営支援を引き続き行う
とともに、災害時もいかせるつながり
や支え合う機能をあわせ持つ体制へ
の移行を支援します。また、地域住民
が参画し、分野・領域を超えた担い手
と交流できる場であるプラットフォーム
の構築をめざし、地域づくりをコーディ
ネートします。
さらに、持続可能な体制づくりに向
け、福祉団体の運営支援を行いま
す。

実績
（回）

地域福祉ネットワーク会議 開催数成果指標

自治協単位で設置を進めている地域福祉ネットワーク会
議の開催数

成果指標
の説明

52 47

4

3

社会とのつながりや参加の支援 ○生活保護制度の実施
・生活保護事務経費
・扶助費
○生活困窮者自立支援事業の実施
・生活困窮者自立支援事業

実績
（％）

成果指標
自立支援の強化と保護の適正実施のため以下の
取り組みを実施します。
被保護者（生活保護受給者）の自立支援のため、
就労支援専門員を配置し、ハローワークと連携し、
それぞれの被保護者の状況に応じた個別的な支
援を継続的に実施します。
経済的困窮に限らず幅広く生活上の困りごとに対
応する体制を整備し、社会的孤立を防ぐとともに、
課題解決（就労を含む）について支援を必要とする
市民に対し、適切な支援が提供されるよう普及啓
発も含め体制を整備します。複合的な課題を抱え
就労支援に長期間を要する利用者が増加してい
ることから、就労の場の確保とともに、個々の利用
者の状況に対しさらにきめこまやかな対応を図り
ます。

成果指標
の説明

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
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満足度（R３)

参画度（R３）

3

効果が出て
いる点

いったん就労しても短期間で離職するケースも増加し、本人の特性や
おかれた環境をふまえた就労（定着）支援の重要性、継続的（伴走型）
支援のニーズが増加するなか、直営と委託の２カ所の自立相談支援機
関がハローワークや事業所と連携し、就労支援と生活支援を包括的に
提供する体制を整備した。

・就労支援をはじめとして、社会的孤立やひ
きこもりなど生活支援も含め包括的な支援
ニーズを抱える生活困窮者に対応するため、
引き続きハローワークや事業所、関係機関と
の連携を深めると共に、必要な人に相談窓口
の情報が届くよう、事業の普及啓発を行う。

・非対面型など新しい生活様式での求職活動
への支援を充実させるため、就労支援員をは
じめとする支援員のスキル向上を図る。

・遅れている

課題

指標はR２年度実績値(69％)からR３年度実績値（38％）、達成度は99%
から55％に低下した。就労支援の必要なケースが増加したが就労に至
るケースが減少したことが要因である。有効求人倍率は改善しつつあ
るものの、R3年度は新型コロナに関する緊急事態宣言やまん延防止等
重点措置の適用期間が長期間となったため、求職活動そのものが困難
であったことがその原因として推測される。

4

効果が出て
いる点

課題

・計画通り進めて
いる

・計画通り進めて
いる

効果検証

傾
向

・参画度が低い。
・３０歳以上５９歳以下の満足度がやや低い。
・３９歳以下の参画度が低い。

まちづくりアンケート調査結果

満足度(R3)

55.3%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

35.2%
平均(R3)

43.7%

【事業の進捗】【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】

取り組み状況

2

効果が出て
いる点

高齢者及び障がい者虐待検討委員会につい
ては会議の定例化を図り、解決策を迅速に検
討するとともに関係機関との連携によって解
消を図る。

課題

1

効果が出て
いる点 ・地域福祉コーディネーターによる働きかけを

強め、新たな手法を取り入れていく地域を増
やし、地域間の温度差をなくす。
・多様な主体による参画を促し、地域住民とと
もに地域づくりを行う地域を増やす。
・オンライン含め様々なツールを活用し、地域
におけるつながりづくりの強化に努める。

課題

令和３年４月から開始された重層的支援体制整備事業に取り組むこと
により、分野を超えた連携体制の構築ができた。
併せてオンライン等を活用した新しいつながりづくりに取り組みができた
地域もあった他、社会福祉法人に積極的に地域に関わってもらう体制
も構築できた。

新型コロナウイルス感染症の影響もあり従来どおりの開催が出来な
かった。オンライン等を活用出来た地域とそうでない地域により、開催
回数に差が出た。

虐待や認知症対応など課題が複雑化するなど困難ケースが増えてい
るが、各機関と連携することでスムーズな対応につながっている。
各会議の開催により関係機関の役割が明確になり、関係機関の業務
のしやすさにつながっている。

虐待通報が増加していることに伴い会議の開催件数も増加しているた
め、虐待対応に関する事務の効率化が必要である。

事務事業の改善案

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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4

上野総合市民病院
・医師・看護師確保
・医療機器の整備
・新型コロナウイルス感染症への対応
・二次救急医療対応

三重大学医学部など各大学との連携
を深めるとともに、医師及び看護師の
負担軽減を図ることにより確保に取り
組みます。あわせて、中長期的な展
望に基づき高度医療機器等を導入す
るなど診療体制の充実を図り、市民
が安心で信頼できる医療の提供に努
めます。

実績
（％）

成果指標 在宅復帰率

成果指標
の説明

退院患者のうち自宅に帰った患者の割合

94 91.8 90％以上

現状値
2021
(R３)

3

地域医療

○地域医療体制再生事業

2025年問題に対応できる地域医療の
実現に向け、地域医療戦略2025で示
した５つのプロジェクトに基づき、救急
医療のさらなる充実と在宅医療の推
進に取り組むとともに、看護師等医療
介護人材の将来的な需給分析を行う
なかで、人材確保・育成に向けた具体
的な取り組みを進めます。

実績
（回）

成果指標
の説明

地域医療戦略2025で示すプロジェクトに取り組んでいる数

成果指標 取り組んでいるプロジェクト数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

4 4 5

50

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

1-2
身近なところで安心して医療を受けることができる

医療

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 健康福祉部

1

救急医療

○救急医療事業
○診療体制確保事業
○応急診療所管理運営事業

市民が安心して適切な医療が受けられるよ
う、関係機関への支援や定期的な協議を
行い、地域完結型の一次救急・二次救急
医療体制の維持・確保を図ります。
また、新型コロナウイルス感染症などの新
型感染症に対応できる医療体制の構築に
向け関係機関との連携を強化します。
救急医療や応急処置、健康づくり、メンタル
ヘルスなどの相談に24時間対応する救急・
健康相談ダイヤル事業により、市民の安心
を高めます。

実績
（％）

成果指標
の説明

夜間・休日における二次救急実施病院の患者受入率（伊
賀市消防本部）

救急患者受入率成果指標

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

96.6 97.4

目標値
(単年)

ルス感染症など新型感染症に対応できる医療体制の構築に取り組みます。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

98.0

2

在宅医療

○保健・医療・福祉分野の連携体制構築事
業

在宅医療と地域包括ケアシステムの
推進に向け、医療・福祉ニーズのある
人が、在宅で暮らし続けられるよう
に、医師・歯科医師・薬剤師・看護師・
ケアマネジャー等の専門職種が連携
した支援のしくみづくりを進めます。

実績
（％）

成果指標
の説明

保健・医療・福祉分野の連携検討会で隔年で実施する専
門職アンケートで、多職種間連携の意識の高まりを感じて
いる専門職の割合（前回アンケート時からの変化）

成果指標 多職種間連携の意識

33 33

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)
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4

効果が出て
いる点

令和３年度中に常勤医師２名、看護師１４名を確保。
二次救急受入率９９％確保
新型コロナウイルス感染症の院内感染の発生なし ・医師確保は放射線科医に特に注力する

・看護師確保は、コロナの状況によるが看護
学校訪問を再開する。
・年度内の2交替への移行に向け看護部を多
方面から支援する。
・感染対策はウイルスの特性を踏まえ的確な
対策を実行する。

計画通り進めてい
る

課題
放射線科医など不足している医師及び看護師の確保
看護師２交替制への移行
新型コロナウイルス感染症への感染対策の継続

3

効果が出て
いる点

２０２５年問題（７５歳以上人口の増加）によって生じる医療需要の拡大
等に対応するために、市内２基幹病院との連携強化や二次救急医療の
充実など地域医療の推進に取り組んでおり、地域医療戦略２０２５に掲
げた５つのプロジェクトのうち４つまで取組を進めている。

・在宅医療を行う機関への補助（設備・機器
等）制度による支援を検討する。
・看護専門学校に対し、看護師育成や定員拡
大に向けた運営補助等を検討する。

・その他
（単年度のプロジェ
クト数を目標として
いる。概ね達成。）

課題

・医療や介護リスクが高まる７５歳以上人口の増加に伴い、入院から在
宅医療への移行が求められており、安心して在宅医療を選択できる環
境整備を進める必要がある。
・地域包括ケアシステムの推進に向け、看護師等医療人材の確保・育
成が課題である。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果

2

効果が出て
いる点

「お薬手帳を活用した在宅患者の薬の管理のしくみづくり」を進めてお
り、お薬手帳カバー「伊賀のくすり帖」と情報カードを活用することによっ
て、保健・医療・福祉分野の連携を図るとともに、患者とその家族もネッ
トワーク化し、身近なところで安心して医療を受けることができる体制づ
くりを進めている。 ・身寄りのない方の救急搬送時の帰宅手段

について、関連事業所等との協議を進める。
・医療介護関係者の連絡ツールとしての「情
報カード」について、救急搬送時に必要な情
報を追加するなど改良を検討する。

・やや遅れている

課題
身寄りのない方が救急搬送された際に、時間帯によっては帰宅する手
段がなく、帰宅が困難となる。

1

効果が出て
いる点

・一次救急・二次救急医療体制維持のために、実施病院への財政支援
を行っており、安心して医療を受けることができる体制が確保できてい
る。
・応急診療所の移転に向けた準備を着実に進めている。

・救急患者受入率のＫＰＩ達成に向け、引き続
き３基幹病院との連携を進める。
・応急診療所の運営について、引き続き指定
管理者制度など専門知識を有する民間活用
等を含めた運営形態の変更を検討する。
・応急診療所の看護師確保に向けた対策に
着手する。
・応急診療所の移転について、関係機関と連
携し各種手続や移転作業を滞りないよう計画
的に行う。

・その他
（単年度の受入率
を目標としている。
概ね達成。）

課題

・市内完結型の二次救急医療体制の構築が、将来的な課題である。
・応急診療所は市直営でありながら、現場に市職員不在の状態で365
日運営しており、連日、夜間・休日の緊急時に備える必要がある。
・応急診療所の看護師について、安定した運営のために継続的な看護
師の確保が必要である。
・応急診療所の移転について、限られた期間内に各種手続や作業を終
える必要がある。

満足度(R3)

60.3%

傾
向

・参画度が低い。
・60歳以上69歳以下の満足度、参画度ともに低い。

満足度（R３)

参画度（R３）

平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

51.6%
平均(R3)

43.7%
0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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法で気軽に楽しく継続できるしくみをつくります。

事業を実施するためのしくみをつくります。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

1-3
生涯を通じ、健康に暮らすことができる

健康づくり

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 健康福祉部

1

健康増進

〇健康増進事業
・健康相談
・健康教育
・訪問指導
〇検診事業
〇歯科保健事業
〇感染症予防業務経費
〇予防接種業務経費

健康相談や健康教育（出前講座・まち
の講師）、訪問指導等を通して、地域
団体等への啓発や情報提供及び個
別支援を行います。
また、新型コロナウイルス感染症等感
染症の予防について広く市民に啓発
し、「新しい生活様式」を取り入れなが
ら健康づくりに取り組めるよう支援しま
す。

実績
（歳）

成果指標
の説明

65歳からの平均余命から介護等が必要な期間を除いた期
間により算出した年齢
（平均余命－介護等が必要な期間）＋65歳
※平均余命：65歳から死亡するまでの平均期間

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

男性
82.60
女性
85.88

男性
82.94
女性
86.30

成果指標 健康寿命

延伸

3

若い世代からの健康づくり

〇健康づくり事業
・健康マイレージ事業
・まちの講師による健康教育
・伊賀忍にん健康プロジェクト

若い世代にも受け入れやすいSNS等
の活用や、地域・団体・学校・企業・商
業施設・まちの講師（健康づくり登録
講師）などとの連携を通して、暮らしの
中で健康づくりに取り組みやすい環境
づくりを推進します。

実績
（機関）

成果指標
の説明

2

生活習慣病予防及び重症化予防

〇特定健康診査等事業費
・特定保健指導
・糖尿病腎症重症化予防

ライフステージに対応した、生活習慣
病予防・重症化予防のため、食育の
推進や運動習慣の定着などを含めた
健康管理を支援します。また、保健事
業と介護予防との一体的な実施に取
り組みます。

実績
（％）

成果指標
の説明

実績
（　）

4

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

特定保健指導対象となった者のうち、特定保健指導を実
施（終了）した割合

成果指標 特定保健指導率

市が実施する健康づくり事業の情報を共有・活用する地域
団体、事業所等の数

成果指標 健康づくり事業協力機関数

成果指標

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

182 192 220

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

7.2 13.5 15
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傾
向

・満足度は比較的高い。
・60歳以上の満足度、参画度ともに高い。
・30歳代の参画度が低い。

満足度(R3)

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

60.2%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

50.0%
平均(R3)

43.7%

2

効果が出て
いる点

特定検診の結果により早期に特定保健指導を実施することで生活習慣
病予防につながっている。

特定検診の受診勧奨。
特定保健指導、糖尿病性重症化予防教室へ
の参加率向上のための勧誘の工夫。通知文
書、チラシの工夫。

・計画通り進めて
いる

課題
特定検診の結果により特定保健指導や糖尿病性腎症予防事業の対象
者を抽出し参加を呼びかけるが参加率が低い。

1

効果が出て
いる点

健康教育、健康相談、健康診査等の手法を用いて健康増進への取組
を継続して続けている事により健康寿命が徐々にではあるが延伸して
きている。

・SNSなどを通して健康相談窓口の啓発をす
る。
・関係課と連携を図り、様々な機会を捉え健
康相談の周知・実施をする。
・住民自治協議会に向け健康づくりに関する
情報提供を、地域の自主性を高める支援を
実施する。
・SNSを活用して健康情報の発信を行い、健
康づくりへの意識向上や各種事業認知度の
向上を図る。

・その他（現時点で
は未）

課題

健康寿命の延伸を目指して事業を継続しているがコロナ禍において地
域での出前講座や健康相談の機会が減っている。コロナ禍での受診控
えもありがん検診の受診率が低い。また、受診結果で要精密検査と
なった際の受診率が低い。

4

3

効果が出て
いる点

自分自身で健康目標を決めて取り組む健康マイレージ事業を実施して
いるが、年々応募者数が増加してきている。特にR3年度は若い世代の
応募も徐々に増加してきている。健康への意識が向上してきている。

・働く世代の健康意識の向上を目的に、企業等と連携して健
康相談を実施する
・まちの講師の活用などにより各種健康に関するメニューを
充実し、出前講座を利用したことのない層に向けて、興味を
持ってもらえるよう発信する。
・こころの健康づくりにも、市内高校や各事業等の機会を通
じ、相談窓口などの啓発を実施する。
・新たな企業や各種団体と連携できるよう啓発を実施し、職
場での健康講座の開催や情報発信し、働く世代や新たな層
の健康づくりへの意識向上をめざす。
・コロナ禍で気軽に取り組めるよう、行政チャンネルを利用し
た健康の情報提供「いが忍にん健康プロジェクト」を引き続
き実施する。放送内容をＳＮＳで発信し、働く世代にも情報提
供を実施する。

・計画通り進めて
いる

課題
健康マイレージ事業等の健康づくり事業の認知度が低い。若い世代へ
情報を届ける方法の検討が必要。
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とができるよう、地域の社会資源を活かした高齢者の見守りを行うなど、介護保険の制度改正に対応したサービスの提供に地
域とともに取り組みます。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

1-4 高齢者が､生きがいを感じながら
安心して暮らすことができる高齢者支援

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 健康福祉部

1

保健事業と介護予防の一体的実施

〇ハイリスクアプローチ（健康課題のある高
齢者への個別的支援）
　・低栄養防止
　・糖尿病性腎症重症化予防
　・運動機能の低下防止
　・健康状態が不明な高齢者の状態把握
〇ポピュレーションアプローチ（通いの場等へ
の積極的な関与）
　・フレイル予防の普及啓発、健康教育

医療・介護のデータ分析を通して高齢
者の健康管理を把握し、疾病の重症
化や心身機能の低下の防止を図るた
めに、高齢者の特性に応じたきめ細
かな保健事業を効果的・効率的に実
施します。

実績
（％）

成果指標
の説明

第1号被保険者（65歳以上）のうち介護認定を受けていない人の割
合
※介護保険事業状況報告、年度末（3月31日現在）、第1号被保険
者（65歳以上）のうち介護認定を受けていない人の数／第1号被保
険者数（％）

成果指標 要介護認定を受けていない人の割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

79.43 79.41 上昇

2

認知症対策

〇重層的支援体制整備事業
・地域介護予防活動支援事業
〇認知症支援事業
〇地域福祉推進事業
・日常生活自立支援事業補助金
・伊賀地域福祉後見サポートセンター運営事
業

認知症サポーターの養成、認知症初
期集中支援チームによる早期発見・
早期対応、認知症カフェの開催、若年
性認知症の人への支援等の事業を通
して、総合的に認知症の人とその家
族を支援します。

実績
（人）

成果指標
の説明

全国キャラバン・メイト連絡協議会が年度末（3月31日現
在）に発表する伊賀市の認知症サポーターの人数

成果指標 認知症サポーター数

7,170 7,952 8,700

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

4

介護保険サービス 〇介護予防ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業費
〇一般介護予防事業費
・介護予防普及啓発事業費　・介護予防把握事業
〇介護予防支援事業費　〇一般管理経費　〇介護保険事業特別
会計繰出金　〇介護保険サービス利用者負担軽減制度事業　〇
地域医療介護総合確保基金事業　〇地域介護・福祉空間整備等
事業費　〇連合会負担金　〇賦課徴収経費　〇介護認定審査会
経費　〇認定調査等経費　〇趣旨普及経費　〇居宅介護（介護予
防）サービス等給付費　〇地域密着型介護（介護予防）サービス等
給付費　〇施設介護サービス等給付費　〇居宅介護（介護予防）
福祉用具購入費　〇居宅介護（介護予防）住宅改修費　〇居宅介
護（介護予防）サービス等計画給付費　〇審査支払い手数料　〇
高額介護（介護予防）サービス費　〇高額医療合算介護（介護予
防）サービス費　〇介護用品等給付費　〇生活管理指導短期宿泊
事業費　〇特定入所者介護（介護予防）サービス等給付費　〇介
護予防・生活支援サービス事業費（第1号訪問、通所、生活）　〇介
護予防普及啓発事業費　〇地域介護予防活動支援事業費

居宅、施設サービス等の充実を図る
とともに介護人材の確保・定着・育成
を総合的に推進していきます。

3

地域自立生活支援 〇地域自立生活支援事業
・食の自立支援事業（配食サービス）
・高齢者見守り支援事業（緊急通報システム）
〇福祉有償運送支援事業
〇外国人高齢者福祉給付費
〇老人福祉一般経費
〇老人クラブ活動助成事業
〇介護予防・生活支援事業
〇老人福祉施設措置費
〇家族介護支援事業
〇福祉用具・住宅改修支援事業
〇成年後見制度利用支援事業
〇介護給付費等費用適正化事業
〇認知症支援事業

市の委託事業として配達員による安
否確認（見守り）を兼ねた配食サービ
スを実施し、高齢者の在宅生活を支
援します。また、健康相談や緊急時に
対応できる緊急通報システムの利用
促進に努めます。

実績
（人）

成果指標
の説明

成果指標
の説明

成果指標

実績
（か所）

32 30 37

緊急通報システム 貸出数

成果指標 地域密着型サービス事業所数

認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護や
小規模多機能型居宅介護等地域の特性に応じた地域密
着型サービス事業所数

一人暮らしの高齢者等が急病等の緊急時にボタンを押す
とコールセンターに繋がる装置の貸出数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

163 164 200

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)
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傾
向

・参画度が低い。
・60歳以上69歳以下の満足度、参画度ともに低い。

満足度(R3)

51.4%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

34.4%
平均(R3)

43.7%

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

2

効果が出て
いる点

認知症という言葉（病名）が身近な場面で話題に上がるようになってき
た。また、学校や職域、地域での講座開催により、認知症に関する正し
い知識と理解の促進が図られた。

少人数開催や会場変更など、感染リスクを低
減した講座を開催する。

・計画通り進めて
いる

課題
講座開催のニーズは高まっているが、新型コロナウイルス感染対策に
よる延期・中止が相次いでいる。

1

効果が出て
いる点

ハイリスクアプローチでは、48人の高齢者に延283回の保健指導を実施
した。ほぼ全員に健康状態の改善が見られ、介護予防に役立った。

・ハイリスクアプローチの対象者要件を変更
し、より効果が上がるようにする。
・高齢期の重要な健康課題である、高血圧予
防をハイリスクアプローチ項目に加え、健康
課題の改善に努める。

・やや遅れている

課題

高齢者人口の増加はピークを超えているが、そのうちの後期高齢者人
口の占める割合はしばらく増加を続ける。後期高齢者は介護の需要が
高く、介護認定率が年々増加することが予想される。介護予防、疾病予
防事業を進めることで、介護認定率の増加に歯止めをかけることができ
る。令和3年度は新型コロナ感染症拡大防止のため、ポピュレーション
アプローチの一部事業を中止せざるを得ず、0.02ポイント目標を下回っ
た。

4

効果が出て
いる点

新たな地域密着型サービスの種類を増やしたことにより、それぞれの環
境や身体状況に応じたサービスの選択肢が増えた。

・施設整備にあたり、三重県からの補助金を
継続して確保する。
・今後も伊賀市地域密着型サービス運営委
員会の意見を伺い、計画に基づき公募を継
続していく。

・やや遅れている

課題
前期計画から整備計画に掲げている特定の地域密着型サービス事業
所（小規模多機能型居宅介護）の応募が無く、一部整備計画が進んで
いない。

3

効果が出て
いる点

利用者も増加傾向にあり、例え要介護状態となっても、住み慣れた地
域で安心して暮らし続けるためのサービスとして、関心も高まり、問い合
わせも増えている。
これまで、オプション装備であった人感センサーを令和４年度から標準
装備とし、本人自身で通報できなくても、異常を感知し協力員等が対応
できるようになり、より安心感が増した。 ・各地域の自治会等を通じて制度を周知し、

事業への理解及び支援員等の協力を要請す
る。

・計画通り進めて
いる

課題
申請時に支援者登録が複数人必要であるが、一人暮らしの高齢者が
対象であるため、支援者等が見つかりにくい。

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度

23



【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

1-5
障がい者が、自分らしく安心して暮らすことができる

障がい者支援

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 健康福祉部

1

障がい者相談支援センター

〇重層的支援体制整備事業
・相談支援事業

障がいのある人や家族等からの相談
に応じ、必要な助言や指導、サービス
利用等の調整を行います。また、虐待
事例や処遇困難事例の対応を行うと
ともに、民間の相談支援事業者等か
らの専門的な相談にも対応していきま
す。

実績
（回）

成果指標
の説明

障がい者相談支援センターで行った相談支援のうち、関係
機関や地域と連携を行った延件数　※障がい者相談支援
センター業務実績、翌年度4月に前年度の集計が完成す
る。

成果指標 関係機関や地域等との連携回数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

4,118 5,717 増加

2

障がい者支援

〇特別障害者手当支給経費
〇地域自立支援協議会運営経費
〇地域生活支援事業給付費
〇障害支援区分認定審査会運営経費
〇自立支援等給付事業
〇障害者福祉施設管理運営経費
〇重度障害者タクシー料金等助成事業
〇障害者福祉団体活動支援事業
〇障害者施設通所費助成事業
〇介護用品給付事業

障害者総合支援法に規定されたヘル
パー支援や就労をめざした訓練等支
援のほか、市独自で行う地域生活支
援事業を効果的に活用し、障がいの
ある人の日常生活及び社会生活が向
上するよう、一人ひとりのニーズにき
め細かく対応し、質の高い障がい福
祉サービスを提供します。

実績
（か所）

成果指標
の説明

地域生活支援拠点事業に登録している事業所数

成果指標 地域生活支援拠点事業　登録事業所数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

13 16 20

3

障がい者福祉の啓発

〇障害者福祉一般経費

障がいのある人の人権に関する理解
と認識を深めるため、広報いがやホー
ムページ等を通じた啓発を推進すると
ともに、講演会の開催や障がい者週
間などのイベントを通じて積極的に呼
びかけていきます。

実績
（％）

成果指標
の説明

障がい福祉に係る研修会や講演会等後に実施するアン
ケートで「障がいに対する理解が深まった・やや深まった」
と回答した人の割合

成果指標 研修会により理解が深まった人の割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

71 83.1 75

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）

24



傾
向

・満足度、参画度ともにやや低い。
・２９歳以下の満足度が高い。
・２９歳以下及び７０歳以上の参画度が高い。

満足度(R3)

48.5%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

41.4%
平均(R3)

43.7%

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

2

効果が出て
いる点

障がい者（児）の社会活動への参画、生活向上及び介護者の経済負担
の軽減を図るために手当などの給付・助成を行った。

・最新情報が提供できるよう障がい者福祉ガ
イドブックや市ホームページの更新をすること
で、対象者に制度の周知を図る。
・障害福祉サービス事業所へ、県やさまざま
な関係機関が実施する講習や研修などの情
報提供及び定期的な情報共有を図る。

・計画通り進めて
いる

課題

障害福祉サービスから介護保険サービスに移行した場合、切れ目なく
サービスが引継がれるようにする必要がある。
サービス提供事業所の整備が進んでいるが、緊急時の相談や受入等
を行う地域生活支援拠点の充実が必要である。

1

効果が出て
いる点

課題が複雑化するなど困難ケースが増えているが、各機関と連携する
ことでスムーズな対応につながっている。

・他機関連携による情報連携を図る。
・緊急時に受入れ可能な拠点づくり。

・計画通り進めて
いる

課題
８０５０問題に代表されるような、福祉サービス等利用歴が一切なく、関
係機関が把握できていないケースもある。

4

3

効果が出て
いる点

地域住民の障がいについての理解を深めるために、関係団体や庁内
関係部署と連携するとともに、市内の障がい者団体と周知啓発への取
り組みに対する連携や協力が得られた。 ・障がい者福祉についての関心と理解を深め

るために、広く市民に周知できる方法を検討
する。
・障がい者福祉に関する職員研修を年２回開
催予定しているが、研修テーマや研修開催時
期を検討する。

・計画通り進めて
いる

課題

障がい者福祉に関する用語や制度の認知度は低い。
令和３年５月に障害者差別解消法が改正され、合理的配慮の義務付け
は、民間事業者に対しても義務化されたため、３年後の法施行に向け
て関係団体や関係機関等への情報提供や周知啓発を行う必要があ
る。

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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り組みます。

門職を配置します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

1-6
子どもを安心して産み、育てることができる

子育て・少子化対策

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 健康福祉部

1

子育て相談

〇利用者支援事業
〇母子健康診査事業
〇母子健康づくり事業

母子保健コーディネーターが母子健康手帳
発行時に個別相談に応じ、個別支援計画
を立て、必要な情報やサービスを提供しま
す。また同時に子育て期の相談窓口の周
知を図り、子育て等において不安や悩みを
抱える保護者が孤立することなく、適切な
相談ができるようにします。
子育てに関わる支援者が連携を強化し、必
要な支援機関へつなぐことにより、妊娠か
ら出産・子育てまでの切れ目ない適切な支
援を行います。
子育ての相談を受ける体制として、感染予
防対策を考慮し、オンラインによる相談など
に取り組みます。

実績
（％）

成果指標
の説明

3歳児健診で実施するアンケートで、育てにくさを感じると
答えた親のうち何らかの解決方法を知っていると答えた親
の割合

成果指標 何らかの解決方法を知っている親の割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

80.3 89.7 85.0

2

子育て支援
〇児童福祉一般経費
〇児童手当事務経費
〇児童扶養手当事務経費
〇放課後児童対策事業
〇子育て包括支援センター費
〇ファミリーサポートセンター運営事業
〇病児保育事業
〇子育て支援対策事業
〇子育て支援センター費
〇私立保育所等運営費
〇心身障がい児療育保育事業
〇私立保育所施設整備事業
〇私立保育所等補助金
〇子育てのための施設等利用給付事業費
〇保育所管理運営事業

児童手当・児童扶養手当等の支給、
放課後児童クラブ・病児保育事業・
ファミリーサポートセンター事業などの
子育て支援事業を行うとともに、保育
所（園）・幼稚園を運営することによ
り、仕事と子育てを両立できる支援体
制を整えます。
子ども医療費の助成については、安
心して医療が受けられるよう、子育て
世代を重点的に支援していきます。

実績
（％）

成果指標
の説明

1歳6か月児健診で実施する「生活アンケート」から「今後も
伊賀市で子育てしていきたい」を選んだ回答者の割合

成果指標 伊賀市で子育てをしたい親の割合

92 95 95

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

3

少子化対策

〇結婚サポート事業
〇不妊治療等助成事業

結婚を希望する人に対する「であい」
から「結婚」へのきっかけづくりをサ
ポートします。また、不妊治療費及び
不育症治療費の助成を行い、経済的
負担の軽減を図ります。

実績
（件）

成果指標
の説明

妊娠を希望する夫婦が特定不妊治療を受け、その治療費
の助成申請をした件数

成果指標 特定不妊治療費助成申請件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

146 202 165

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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傾
向

・29歳以下の満足度が高い。
・参画度が低い。

満足度(R3)

48.1%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

33.4%
平均(R3)

43.7%

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

2

効果が出て
いる点

学校の放課後の預かりや保育所（園）・幼稚園の送迎等のニーズに応え子育てと仕事の両立
支援を図ることができた。
保育所（園）・幼稚園を運営することにより、保護者の仕事と子育てを両立できるよう支援した。
多様化する保育ニーズに応え、延長保育や預かり保育事業など保育環境の充実を図った。
園児の安全を確保し良好な保育環境を提供するため、伊賀市保育所（園）民営化計画を策定し
た。

一時預かりや送迎だけでなく、病児・病後児
の預かりや早朝・夜間等の緊急時の預かり
等専門性を要するニーズに対応できるように
提供会員の養成するなど、更なる子育て支援
の充実を図る。
全公立保育所（園）での延長保育、公立幼稚
園での預かり保育事業の実施
指導保育士の増員、保幼小接続カリキュラム
を通した保育の取組み
民間法人とも連携した保育士の人材確保
伊賀市保育所（園）民営化計画の推進

・計画通り進めて
いる

課題

新規会員（依頼会員、提供会員、依頼・提供会員）を増やす必要があ
る。
社会状況の変化により低年齢児の入所が増加しており、保育の質の向
上と保育士の人材確保を図っていく必要がある。
児童数の減少と3歳未満児の保育ニーズの増加、保育ニーズの多様化
に対応するため、保育所の再編整備を行う必要がある。

1

効果が出て
いる点

母子保健コーディネーターが母子健康手帳交付時に面談し必要な支援
の計画を立てることにより担当保健師が妊娠中から関わりにより妊娠・
出産・育児期の切れ目のない支援を実施している。 母子保健コーディネーター、子育て支援関係

機関が連携し子育て世代を包括的に支援す
る体制を整えつつあるが多様な問題に対応
できるようより一層支援体制を充実させる。子
育てにおける不安や悩みを相談できる窓口
や子育てに関する情報をSNSなどを活用して
子育て世代に届ける。

・計画通り進めて
いる

課題
幼児検診後、発達状況や養育環境等で経過観察となるケースが増加し
ている。こどもとその保護者や家族に対し関係機関が連携しより専門的
に継続した支援が必要になってきている。

4

3

効果が出て
いる点

市内の企業や団体と連携し、結婚サポート事業を実施し、複数のカップ
ルが成立した。
不妊治療により妊娠に至る妊婦が増加している。 市内の企業や団体に留まらず、市外の団体

や県の結婚サポートも活用していく必要があ
る。
保険適応外の治療で経済的負担が大きいよ
うであれば引き続き治療費の一部助成を継
続する。

・計画通り進めて
いる

課題
コロナ過により、婚活イベント等が実施しにくい状況にあった。
R４年４月より不妊治療の一部が保険適応となったが適応外の治療もあ
るため不妊治療についての経済的負担が大きい可能性がある。
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100%
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2-1
災害などの危機に強くなる

危機管理

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 防災危機対策局

100

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

1

地域防災力・減災力

○自主防災組織活性化事業
○地域防災力強化推進事業
○災害対策本部等運営経費
○防災情報関連事業

地域や市民一人ひとりの防災・減災
意識の向上や地域における自助・共
助のしくみを構築するため、住民自治
協議会内の自主防災組織の連携や
人材育成を促進し、地域が主体的に
地区防災計画や避難所運営マニュア
ルの策定、安否確認、避難行動要支
援者への支援などの活動に取り組め
るように、地域防災・減災力の強化に
向けた支援の充実に努めます。

実績
（％）

成果指標
の説明

住民自治協議会内の自主防災組織の連携を図り、地域の
減災・防災を推進する組織として、住民自治協議会に設置
された防災部会等が策定する避難所運営マニュアルの毎
年度末累計の策定率

成果指標 地域の避難所運営マニュアル 策定率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

15.4 17.9

16 30 80

2

危機管理体制

○災害対策本部等運営経費
○伊賀市地域防災計画推進事業
○防災行政無線維持管理経費
○防災情報関連事業
○国民保護対策経費
○防災資機材整備推進事業

関連計画を見直し、これらの計画に基づく
新型コロナウイルス感染症等の感染症を
はじめとする危機管理マニュアル（行動計
画）の策定・見直し及び訓練等を行い、あら
ゆる危機に対応できる組織体制の整備・充
実を図ります。
防災情報の伝達のしくみについては、伝達
方法や通信手段を見直し、最新の情報通
信技術（ICT）を活用して多様な情報伝達を
一括して行う、新たな防災情報システムの
導入を進めます。また、通常時の通信手段
が使用できなくなることを想定した、非常時
の通信手段の確保に努めます。

実績
（％）

成果指標
の説明

業務継続計画（各部課の優先業務の整理）・受援計画（策
定）・地域防災計画及び国民保護計画、事件・事故等緊急
対応計画に係る各所管部の危機管理マニュアル等の毎年
度末累計の策定率

成果指標 危機管理関係計画等 策定率

22.0 28.8 100

現状値
2021
(R３)

浚渫対応件数／浚渫計画（要望）件数

成果指標 河川浚渫(しゅんせつ)事業 対応率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

3

河川維持・改修 〇緊急浚渫推進事業債
　・R3年度は、市内１０河川の浚渫を実施
〇直轄管理河川改修事業
　・R3年度は、大戸川小田排水機場改修工事
に伴う実施設計業務に着手

内水排水用のポンプについては、緊
急時に適切に運用できるように平常
時の維持管理を確実に行い、人びと
の暮らしに密接な関わりを持つ河川
空間の保全・整備を図ります。
安心で安全な市民生活を守るため防
災・減災上の観点から、河川内の堆
積土や樹木を除去し河川環境の保全
を図ります。

実績
（％）

成果指標
の説明

成果指標
の説明

4

ため池の適正管理 農業水路等長寿命化・防災減災事業におい
て防災重点農業用ため池4池の廃池工事を
実施する。

　・大野木地区 ： 下池
　・大野木地区 ： 西ケ峰池
　・大野木地区 ： 上池
　・上之庄地区 ： きょうこ池

安心で安全な市民生活を守るため防
災・減災上の観点から、利用のない農
業用ため池の廃池を実施し、ため池
堤体決壊による地域への浸水被害の
予防保全を図ります。

農業用ため池の廃池要望のうちの廃池実施数（累計）

成果指標 廃池実施数

1 3 20

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

実績
（実施数）
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参画度(R3)

46.2%
平均(R3)

43.7%

効果が出て
いる点

自主防災組織活性化事業により、防災に対する地域での取り組みが進
んでいる。また、ハザードマップを作成することで、洪水や土砂災害等
の災害発生想定される場所や被害の及ぶ範囲等の情報を提供するこ
とで、災害時の適切な避難行動につながる。

地域防災力・減災力の強化を図るためには、
自主防災組織の活性化と住民自治協議会内
での防災意識の向上が不可欠である。
数年前から地域と連携した市の総合防災訓
練を実施しており、その過程で地域への支援
支援策として伊賀市防災アドバイザー等によ
る講話や訓練支援を通じて、地域住民の防
災意識の向上を図る。また、今年度運用を開
始する伊賀市防止情報システムの地域での
活用を説明する中で、地域内の情報共有、安
否確認、避難所運営につなげる。

やや遅れている

課題

災害時に一時的に避難所を開設するのは行政で行うが、長期間の避
難生活を送る場合は、地域おいて避難所運営が必要となるが、まだ、
その啓発が十分でないため、地域間での温度差があり、地域の理解が
進んでいない。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

傾
向

・満足度はやや低い
・参画度はやや高い
・50歳以上59歳以下の満足度が低い。
・29歳以下の参画度が高い。

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

満足度(R3)

51.3%
平均(R3)

52.6%

2

効果が出て
いる点

災害時の避難所における新型コロナウイルス感染症対策では、避難所
の感染症対策に関するマニュアルに基づく避難所開設訓練を実施し、
地域の避難所においても活用できるように情報を提供した。

市の危機管理体制の充実に向けて、各種計
画等の組織内の周知を図るとともに、当局で
作成するものについては、計画的に策定を進
め、組織間で情報共有する中で、組織全体の
行動計画等の策定につなげる。

やや遅れている

課題
危機管理基本計画や地域防災計画等に基づくき、策定する行動計画で
あるが、当部局による調整機能が果たせなかっため計画策定が進まな
かった。

1

4

効果が出て
いる点

防災重点農業用ため池の防災工事により、堤体決壊の恐れのある危
険なため池が撤去され浸水被害の予防保全が図られる。

ため池の危険性の周知や、早期に事業着手
できるよう、所有者、管理者等との合意形成
を図り、順次計画的に進捗させる。

やや遅れている

課題
ため池は、所有者や管理者が不明確な場合が多く、私的財産であるた
め所有権や管理者等の整理に所要の期間が必要である。

3

効果が出て
いる点

浚渫実施河川については、土砂排出により河積が確保され機能回復が
図られた。

河川浚渫については、緊急浚渫推進事業債
を最大限活用し、事業の進捗を図る。浚渫土
砂の処分地については、関係地区と協働して
確保を図る。

・計画通り進めて
いる

課題

河川浚渫には多大な費用が必要となるが、河川に対する浚渫の市民
ニーズ（要望）は年々増加している。
これに対応するための財源や人員の確保、年次的な事業計画化に苦
慮している。
また、大量に発生する浚渫土砂の処分先の確保が難しくなってきており
事業の足枷となっている。
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促進を図ります。

な強化を図ります。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

2-2
火災や急病などで人命が失われないようにする

消防・救急

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 消防本部

1

消防

・常備消防一般管理経費
・常備消防一般管理経費（新型感染症対策
事業）
・消防職員研修経費
・消防救急無線デジタル化事業
・国補消防施設整備事業
・市単消防施設整備事業
・共同消防指令センター整備事業
・消防団本部管理経費

火災・救急などの発生に際し、確実・
迅速な出動・現場活動が行えるよう、
消防水利をはじめとする消防施設・車
両・資機材を計画的に更新・整備し、
総合的な消防体制の強化を図り、持
続可能な消防行政サービスの提供を
行います。

実績
（％）

成果指標
の説明

消防力整備指針・消防施設整備計画

成果指標 消防水利 充足率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

63.19 63.23 64

2

救急

・救急活動関係経費

複雑多様化する救急活動に対応する
ため、救急救命士の育成や、関係機
関と連携して救急隊員の能力を向上
させるとともに、現場に居合わせた人
が、救命処置を実施することにより、
救命率を上げるため、外国人を含め
た市民全体に救命講習会等を実施し
ます。

実績
（％）

成果指標
の説明

救急現場で心肺停止状態の傷病者に対し救命処置を行っ
た割合

成果指標 現場に居合わせた人の救命処置率

50 60.7 60

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

3

火災予防

・常備消防一般管理経費

火災予防体制では、事業所や危険物
施設への立入検査を継続・強化する
ことで、火災の潜在的危険を減らすと
ともに、住宅火災による被害軽減のた
め、住宅用火災警報器の設置につい
て各種講習会や訓練・イベント等あら
ゆる機会をとらえ、すべての住宅に住
宅用火災警報器の設置促進を図りま
す。

実績
（％）

成果指標
の説明

住宅用火災警報器設置率
無作為のアンケート調査における「設置している」と回答し
た割合

成果指標 住宅用火災警報器 設置率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

70 80 80

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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傾
向

・満足度、参画度ともに高い。
・２９歳以下並びに７０歳以上の満足度が高い。
・６０歳から６９歳以上並びに７０歳以上の満足度が高い。

満足度(R3)

65.5%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

49.0%
平均(R3)

43.7%

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

2

効果が出て
いる点

【管理課】
・毎月事後検証会を実施し結果を隊員に周知することで病院前救護の
質が向上し救命につながっている。
・119番通報時の口頭指導が現場に居合わせた人の応急手当実施率
向上につながっている。
・救急隊到着前に現場に居合わせた人がAEDを使用し社会復帰に至っ
た事案があった。 【管理課】

・本庁部局と連携し外国人向け救命講習会を
実施する。

現場に居合わせた
人の救命処置率
は、計画通り進め
ているが、外国人
に対する講習会は
実施出来ていな
い。課題

【管理課】
・外国人を含めた救命講習会を実施していくこと。

1

効果が出て
いる点

【消防総務課】
　・伊賀市・名張市消防連携・協力に関する協定を締結した。
　・伊賀市・名張市消防通信事務協議会を発足させ、令和６年度からの指令業務共同運用に向
けた準備を開始した。
　・名張市との消防連携・協力に伴い、消防本部組織再編計画を改訂した。
【地域防災課】
・伊賀市消防団活性化検討委員会を発足させ、令和５年度からの第３次消防団活性化計画の
実行に向けて協議を開始した。

・持続可能な消防行政サービス提供のため
策定する、第２期（令和７～11年度）消防本部
組織再編計画について、市民等の意見を踏
まえた方向性を決定する。
・「定年延長制度」開始に伴う定員管理計画
の見直し。

・消防団を中核とした地域防災力の充実強化
を図るため、消防団活動のあり方を検討し、
消防団員がやりがいをもてる環境づくりを進
める。

計画通り進めて
いる

課題

【消防総務課】
・人口減少社会において、財源が限られる中、消防施設の老朽化や定
年延長制度の開始などに対応し、消防行政サービスを維持・強化して
いくことが課題である。
【地域防災課】
・人口減少、少子高齢化が急速に進む中、消防団員の確保が重要な課
題である。

4

3

効果が出て
いる点

・設置率のみを見ると一定効果がでている。

【予防課】
・住宅用火災警報器の有効性を理解できるよ
うな広報として、県下の奏功事例を広報の内
容に取り入れる。

計画通り進められ
ている。

課題
・アンケート調査の実施場所で数字は変化するが、一定数が設置され
ている。維持管理、機器の交換時期の広報が課題である。
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【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

2-3
市民が安全で、穏やかに暮らすことができる

安心な暮らし

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 人権生活環境部

1

交通安全 〇交通安全対策経費

・年間を通じ伊賀市交通安全推進協議会で、
交通安全意識の高揚と交通マナー向上のた
めの啓発活動や通学路誘導活動を実施し
た。
・交通安全期間中においてはメディアを通じ
た啓発に取り組んだ。
・ペダルの踏み間違いによる交通事故防止
や事故時の被害の軽減を目的として、高齢
運転者を対象に安全運転支援装置を設置す
る場合に補助を行った。

地域での交通安全意識を高めるた
め、住民自治協議会や自治会等と連
携し、出前講座や交通安全教室など
を開催します。

実績
（件）

成果指標
の説明

「三重の交通統計」12月末（年末）時点の集計

成果指標 人身事故件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

122 124
前年比▲５％

を継続

2

防犯啓発 〇防犯・暴力追放事業経費

・高齢者への特殊詐欺被害が増加しているこ
とから、伊賀地区防犯協会が作成した伊賀警
察管内の犯罪件数等の状況や注意喚起等を
記載した新聞を地区で回覧（啓発）できるよう
協力した。

各種イベント会場での防犯啓発活動
や伊賀地区防犯協会が作成した
ニュース等で犯罪に関する情報を市
民向けに提供し、市民の防犯に関す
る意識の向上を図ります。

実績
（件）

成果指標
の説明

伊賀市における警察において刑法犯（刑法に違反したも
の）として認知した件数（暦年）

成果指標 刑法犯認知件数

334 396 減少

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

3

消費者問題 〇消費者行政事務経費

・悪徳商法やネットトラブルによる消費者被害
を防ぐため、パンフレットや広報、ケーブルテ
レビ、街頭啓発を通じて啓発を行った。
・民生委員に対して出前講座を実施した。
・様々な消費者相談に対応した。また、相談
員研修に参加し、消費生活相談員のスキル
アップに努めた。

広報、ケーブルテレビ、SNS等を活用
し啓発するほか、地域、学校、団体等
での出前講座を実施するとともに、多
様な相談に対応できるよう消費生活
相談員のスキルアップに努めます。

実績
（件）

成果指標
の説明

伊賀市消費生活相談件数（多重債務相談含む）啓発が浸
透し消費者被害が減少することが望ましい。　※コロナ関
係の相談件数が増加している。

成果指標 消費生活相談件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

207 208 200

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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傾
向

・満足度、参画度ともに高い傾向にある。

満足度(R3)

69.5%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

72.9%
平均(R3)

43.7%

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

2

効果が出て
いる点

刑法犯認知件数は増加傾向にあるが、「警察だより」の配布協力や警
察との連携により、詐欺予兆電話等について、市民への啓発を行うこと
ができた。

・それぞれの地域における防犯啓発活動実
施に向け、青色回転灯自主防犯パトロール
事業への取り組みを啓発する。

計画通り進めてい
る

課題
安心安全な地域社会の実現を目指し、関係機関とより緊密に連携を図
り、犯罪を減少させる対策を推進する必要がある。

1

効果が出て
いる点

交通安全運動期間中の街頭啓発を中心に、活発な啓発活動を実施し
たことにより、人身事故件数は横ばいに踏みとどまった。

・市民の交通安全意識と交通マナーの向上を
目指し、伊賀市交通安全推進協議会におい
て、関係機関・団体の連携体制を強化しつ
つ、継続して啓発活動を実施する。
・高齢者の交通事故が多発していることか
ら、老人クラブ等関係団体への周知を図ると
ともに、ケーブルテレビ等を活用し情報提供
する。
・児童の交通安全について、教育委員会など
関係部局と連携し、さらに啓発推進する。

計画通り進めてい
る

課題
交通事故が減少するためには、現状以上の啓発や対策を、関係部局と
連携し、推進する必要がある。

4

3

効果が出て
いる点

積極的な啓発活動を行ったことにより相談件数は増加せず、コロナ禍で
特殊詐欺が多発している中でも、昨年同様の件数に踏みとどまった。

若年層の消費トラブルや高齢者を中心とした
被害の未然防止を強化するため、高校生等
へも消費者教育を行うとともに、地域への出
前講座を推進する。

計画通り進めてい
る

課題
消費者トラブルを未然に防止するため、特に若年層への消費者教育の
推進と高齢者への啓発を実施する必要がある。
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す。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

2-4
豊かな自然環境を守り次代へ引き継ぐ

環境保全

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 人権生活環境部

1

環境保全意識の高揚・啓発 【環境保全対策事業】
・環境学習会：２回実施
・環境美化活動：３回実施
・環境ポスターコンクールを実施
　市内小中学から２１２名の応募があり、市長
賞、教育長賞、環境保全市民会議賞各２名と優
秀賞４名に対し、表彰状の授与と記念品の贈呈
を行いました。
・久米川流域生活排水対策推進協議会による生
活排水対策セミナーの様子を録画し、研修用
DVDを作成、周知しました。
【地球温暖化防止推進事業】
・伊賀市地球温暖化対策実行計画に係る庁内
への研修動画を作成し、動画視聴による研修を
実施しました。

環境ウォッチングなどの環境学習や
美化活動、環境ポスターコンクールを
通じて環境に対する関心を高めます。
市の事務及び事業において発生する
温室効果ガス排出量を削減するた
め、市の施設の環境的配慮など施設
における省エネルギーの推進、環境
負荷の少ない車両の導入、日常業務
における取り組みを推進します。

実績
（％）

成果指標
の説明

環境セミナーやクリーンウォークなど啓発事業参加者への
アンケートによる意識向上度「関心が高まった・理解が深
まった」回答率　70％以上（現在未実施）

成果指標 参加者の意識向上度

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

－ 64 70

2

生活環境保全のための監視・調査

環境保全対策事業
環境センター維持管理経費
市内河川１５地点の水質調査を行いました。
結果は環境基準が設定されている８地点の
内１地点でBODが基準値を超過しました。
自動車交通騒音の測定を２か所、環境騒音
を３か所、道路交通振動を１か所行いました。
悪臭測定は９か所で行いました。
区域外の一般廃棄物の受け入れに関する審
査会は４回開催しました。

安心して暮らせる生活環境を守るた
め、市内河川15地点の水質調査を継
続実施して水質の状況を把握します。
自動車騒音の調査や臭気等の調査を
実施します。また、土壌汚染等の未然
防止を図ります。
市外からの一般廃棄物の持ち込みに
対しては、区域外の一般廃棄物の受
入に関する審査会において審査を行
います。

実績
（％）

成果指標
の説明

河川BOD（生物化学的酸素要求量）の測定値が、環境基
準を達成している河川の割合

成果指標 河川水質環境基準 達成度

100.0 87 100

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

3

不法投棄の防止 ○不法投棄防止事業
・ふるさとクリーンアップ事業として環境パト
ロールを実施した。
・地域に対し不法投棄禁止看板や不法投棄
物回収袋を配布した。
・市広報による市民に対する啓蒙啓発を行っ
た。

不法投棄をなくすため、市民と行政が
協働して不法投棄物の処理にあたる
とともに、不法投棄をさせないための
環境づくりに努めます。

実績
（kg）

成果指標
の説明

不法投棄の回収量
（10年後に現状値の10％減を目標と考え、5年後は10㌧）

成果指標 不法投棄量　（減少を目指す指標）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

10,401 7,000 10,000

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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傾
向

・満足度、参画度ともに高い。

満足度(R3)

61.8%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

57.0%
平均(R3)

43.7%

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

2

効果が出て
いる点

水質検査や悪臭検査結果を、ホームページで公開したり、協議会で報
告することで、市民の関心が高くなっている。

生活排水セミナーなどにより、さらに啓発を進
める

計画通りすすめて
いる。

課題 BODが高いのは未処理の生活排水の流入が主な原因と考えられる。

1

効果が出て
いる点

環境学習会や環境美化活動を通じ、環境への関心の高さを再認識する
とともに、参加者へのアンケート結果から、環境問題を身近な問題とし
て捉え積極的に学習したい等の前向きな意見をいただく等、環境意識
の向上に繋げることができた。
また、学習会のあり方を聞き取ることで、今後の課題や方向性の把握
に繋がった。

国が発信している脱炭素に向けた取り組み
についてより詳細な情報収集を行うとともに、
伊賀市においてどのように活用できるのか
を、第三者機関と共に研究する。
研修内容の充実のために、大学等の研究機
関とのつながりから、より評価の高い講師に
研修を依頼できるように体制を構築する。
行政、市民、事業者等の環境保全への取り
組みを明確にするため、伊賀市環境基本計
画を策定する。

計画通りすすめて
いる。

課題

近年の関心の高い環境問題について把握することで、参加者の増加に
向けた魅力ある環境学習会の企画・広報を行うとともに、伊賀市独自の
脱炭素に向けた取り組みについて研究を深め、周知を行う必要があ
る。

4

3

効果が出て
いる点

ふるさとクリーンアップ事業等により不法投棄の監視パトロールを実施
したことや、地域からの要望で不法投棄防止看板を配布し設置してい
ただいたことで、不法投棄が減少したと思われる。

不法投棄防止看板を設置してもらうよう啓発
すること及びパトロールを強化する。

計画通りすすめて
いる。

課題 同じ場所に不法投棄されるケースが多い。
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【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

2-5
廃棄物を減らし、再資源化し、残りは適正に処理する

一般廃棄物

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 人権生活環境部

1

ごみの処理コスト削減 ○清掃管理経費
　一般廃棄物収集運搬等許可審査委員会を
開催した（２回）。
○一般廃棄物減量等推進事業
　・ごみ減量・リサイクル等推進委員会を開催
した（１回）。
　・再生利用可能な廃棄物（紙布類）の集団
回収を行った団体に奨励金を交付した（１３６
件）。
　・生ごみ処理容器を設置する者に対し補助
金を交付した（３８件）。
○ごみ中継施設維持管理経費
　ごみ中継施設の運転管理、維持管理業務
を委託により行った。

ごみの発生・排出抑制やリサイクルの
推進に取り組んでもらうため、市民に
は、毎月広報いがやホームページな
どさまざまな媒体を通して情報提供を
行うとともに、事業者には商工会議所
や商工会等を通じ啓発を行っていきま
す。

実績
（円）

成果指標
の説明

年間処理費用の積算（伊賀北部数値）
(≒14000(国の平均経費)÷1.1×1.05
10年後に13000円を目標として、R6は13400円）

成果指標 年間ごみ処理経費　（減少を目指す指標）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

13,949 11,896 13,400

2

ごみの資源化
○ごみ収集経費
　資源・ごみ収集カレンダー、外国語版カレン
ダーを作成するとともに、市ホームページで
の周知やチラシ配布により、ごみ分別アプリ
の利用促進を図った。
○粗大ごみ戸別収集事業
　有料（福祉収集は無料）により粗大ごみの
戸別収集を直営で実施するとともに、戸別収
集受付業務を分別に精通した専門業者に委
託し業務の充実を図った。
○資源化ごみ処理及び施設維持管理経費
　業務委託により、資源化ごみ処理施設維持
管理及び資源ごみのリサイクルを図った。

地域や学校における出前講座及び施
設見学会等を実施していくことにより、
資源化率の向上に取り組みます。
また、ごみの分別を適正に行うことに
よって、資源化が可能なものを極力資
源化するとともに、不適切なものの再
分別等にかかる費用・労力を減らすた
め、ごみ分別アプリの登録利用啓発
を行います。

実績
（件）

成果指標
の説明

伊賀市全体の世帯およそ4万世帯の4分の１程度まで登録
数を増やす。

成果指標 ごみ分別アプリ登録数

7,333 12,550 10,000

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

3

生活排水の適正処理

〇し尿処理費
（し尿処理及び施設維持管理経費）
・農業集落排水処理施設等、一時的に搬入
量が増加する施設は搬入計画を立て処理能
力を超えないよう調整を行った。
・旧上野市街地のし尿収集は収集作業日程
計画表を各戸に配布し、計画的な収集を行い
処理量の調整を行っている。

浄化センターにおける搬入量の調整
管理に留意し、能力的な余裕を保ち、
施設の運転管理を行います。

実績
（％）

成果指標
の説明

毎月行う排水検査の排水基準達成率

成果指標 排水基準達成率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

100 100 100

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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傾
向

・満足度、参画度ともに高い。

満足度(R3)

74.7%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

76.7%
平均(R3)

43.7%

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

2

効果が出て
いる点

ごみ分別アプリの登録人数が増加していて、分別等に対する市民の関
心が高いことがうかがえる。

ごみ分別アプリ外国語版の導入に取組み、ご
み分別方法の更なる周知を行う。

計画通りすすめてい
る。

課題
ごみ分別アプリについては、現在日本語版のみとなっているため、外国
人の方への分別方法の周知が課題である。

1

効果が出て
いる点

年間のトン当たりのごみ処理単価については減少している。

ごみの発生・排出抑制やリサイクルの推進に
取り組んでもらうため、市民には、毎月広報
いがやホームページなどさまざまな媒体を通
して情報提供を行うとともに、啓発を行う。

計画通りすすめてい
る。

課題 ごみ質の検査により、不適切な廃棄物の混入の割合を低くすること。

4

3

効果が出て
いる点

一時的に搬入量が増加する日もあったが、予備貯留槽の活用や収集
量の調整等により適切な処理を行う事が出来た。

引き続き適切なし尿処理を行う。
計画通り行ってい

る。

課題
人口の減に伴い搬入量の減が予測されたが、現状横這いの状況であ
り、引き続き搬入量の調整を行いつつ適切な処理を行う必要がある。
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やさしい水環境の構築を図ります。

可能な上・下水道事業を展開します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

2-6
安全でおいしい飲み水と、美しい水環境を守る

上下水道

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 上下水道部

1

上水道

○上水道事業の経営の効率化及び健全化
○水道施設の統廃合及び耐震化実施
○水道管路の耐震化

安全で持続可能な上水道事業をめざ
し、計画的、効率的な施設の統廃合、
更新を実施し、合わせて適正な料金
体系を維持します。
また、地震に強い水道管路延長の延
伸を図るために、耐震性能を有する
経済的な管種を採用し事業費用の低
減につなげ、管路の延伸に努めま
す。

実績
（％）

成果指標
の説明

伊賀市内の水道管路総延長に占める、地震に強い水道管
路延長の割合

成果指標 地震に強い水道管路延長の割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

8.6 9.2 9.5

2

下水道

○下水道事業の経営の効率化及び健全化
〇下水道施設の改築更新及び統廃合
〇合併処理浄化槽の推進

快適な市民生活を支える下水道事業
を持続的に提供するため、各施設を
適切、効率的に管理し、次世代へ健
全な経営基盤を継承します。
また、汚水処理人口普及率の向上を
図るために、集合処理区域以外の地
域においては、合併処理浄化槽の設
置を推進します。

実績
（％）

成果指標
の説明

伊賀市総人口に占める汚水処理施設を利用可能な人口
の割合
汚水処理施設：下水道、農業集落排水施設及び合併処理
浄化槽等

成果指標 汚水処理人口普及率

80.3 83.4 84.6

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

3

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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傾
向

全体的に満足度、参画度ともに高い傾向にあるが、
年代別で見ると３０歳以上３９歳以下で低い傾向にある。

満足度(R3)

76.6%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

77.2%
平均(R3)

43.7%

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

2

効果が出て
いる点

・伊賀市合併処理浄化槽設置整備事業補助金の改正をしたことによ
り、令和４年度補助金に対し、例年を上回る多くの問合せをいただい
た。 ・伊賀市合併処理浄化槽設置整備事業補助

金の改正を行ったことにより、市民に対する
周知が十分とは言い難いため、広報などによ
り更なる周知に取り組む。
【汚水処理人口普及率】
83.4％（令和３年度末）⇒83.8％（令和４年度
末）

計画通り進めている

課題 ・汚水処理人口普及率向上に向けて取り組む必要がある。

1

効果が出て
いる点

・ゆめが丘浄水場からの受水施設における施設改良（追塩設備等）を
実施した。
・耐震性能を有する経済的な管種により目標値であった3.5㎞を上回る
4.5㎞の管路延伸を実施した。

・近年の気象状況や水質変動に対応するた
め、配水系統や、施設の統廃合の見直しを行
い、事業費用を含めた施設更新の検討に取
り組む。
・水道事業基本計画及び重要給水施設配水
管整備計画に基づき耐震管路延長の割合
(耐震化率)を9.2％(126㎞)から9.4％(130㎞)以
上に延伸すると共に、同一路線上にある複数
管路や通水ルート変更による管路線等のスリ
ム化に取り組む。

計画通り進めている

課題

・近年の気候状況や水質変動に対応するため、配水系統の再見直し
と、施設の更新を進める必要がある。
・水道管路総延長に占める耐震管路延長の更なる向上に向けた取り組
みが必要である。

4

3
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対応した受け入れ態勢の整備・充実を進めます。

切に対応します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

3-1
観光客を呼び込み、もてなす

観光

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 産業振興部

1

観光誘客と情報発信

○観光戦略経費
・ＤＭＯの形成支援
・観光戦略の策定（観光振興ビジョン：中間
案）

地域おこし企業人交流プログラム等を活用
し、観光地域づくり法人（DMO）の態勢強化
を図るとともに、連携して効果的な情報発
信や観光案内機能の充実を行い、観光客
の増加を図ります。また、伊賀ならではの
観光コンテンツ等を提供する地域プレイ
ヤーの人材育成を進めます。さらに、忍び
の里「伊賀」ならではの本物の忍びの「心・
技・体」を体現できる体験プログラムの造成
や看板設置など外国人観光客の受け入れ
態勢づくりを進めます。

実績
（円）

成果指標
の説明

観光地域づくり法人（DMO）が行っているモバイルアンケー
ト結果による旅行消費額（百万円）（3月末）※2019年（基準
値）から毎年5％の増加を見込む。

成果指標 旅行消費額

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

11,953 11,827 15,257

2

観光客の受け入れ

○忍者市プロジェクト事業
・にぎわい忍者回廊プロジェクトの推進
○着地型観光推進事業
・伊賀ぶらり体験博覧会「いがぶら」の開催支
援
○観光施設維持管理事業

地域プレイヤーが年間を通じて集客が見込める新
たな事業・サービスを創出・発信します。また、さま
ざまな主体が参画・連携できる環境を整え、観光
客の受け入れ態勢を充実させるとともに、本事業
により地域の人が地域の魅力を再発見する機会
を創出し、シビックプライド の醸成につなげます。
さらに、「忍者」を入り口・切り口として当市の地域
資源を効果的にプロモーションするとともに、受け
入れ態勢の充実を図ります。さらに、忍者を体感
できる施設を整備し、活用することで、観光客の満
足度向上や周遊拡大、滞在時間増加による消費
額拡大を図り、観光まちづくりを推進します。

実績
（％）

成果指標
の説明

観光地域づくり法人（DMO）が行っているモバイルアンケー
ト結果による2回以上のリピーター率（%）（3月末）

成果指標 リピーター率

48 59.02 53

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

3

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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参画度（R３）

傾
向

・満足度、参画度ともに平均値と同水準。
・２９歳以下の満足度、参画度が高い。
・６０歳以上６９歳以下の参画度が低い。

満足度(R3)

50.4%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

42.2%
平均(R3)

43.7%

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

コロナ禍で初めていく観光施設が敬遠されたこともあり、リピーター率が
向上した。
いがぶら事業においては、参加者1,149人、参加率84.5%、顧客満足度
は過去最高となる99%の結果を得ることができた。

・いがぶら体験プログラムの通年化
・伊賀忍者道場の通年開設

計画通り進めてい
る

課題 年間を通じて集客が見込めるような新たな事業・サービスの創出

1

効果が出て
いる点

DMO会議（トップ会議１回、PT２ヶ月に１回、WG毎月２回）を定期的に開
催したことにより構成団体の意識統一と情報共有、研修会等の実施に
より構成団体職員のスキルと意識の底上げを図ることができた。 ・外部人材の積極的な登用と観光プロ人材の

育成。
・DMOが事業者サイドと連携する体制づくり
・伊賀市観光振興ビジョンに基づいたDMO形
成・確立計画見直し検討

やや遅れている

課題 DMO組織確立のための人員確保

4

3

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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認定農業者数

成果指標
の説明

伊賀スマイル給食実施回数

成果指標 伊賀スマイル給食 実施回数

認定農業者数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

230 214 240

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

実績
（回）

0 19 12

4

地産地消 ○特産農産物等振興事業
小中学校給食伊賀産食材利用促進事業で学
校給食に伊賀産食材を利用する取組「スマイ
ル給食」を行う。

学校給食に地域の優れた食材を積極
的に提供し食育を推進することで、未
来の消費者を育成します。
地域の消費者が地元食材を購入しや
すいしくみを整えます。

3

担い手の確保・育成 〇農業次世代人材投資事業（経営開始資
型）
　経営状態が不安定になりがちな新規就農
者に対し、農業経営を開始してから3年目ま
で150万円、4、5年目は120万円を交付する。

○中山間地域等直接支払交付金事業
　耕作条件の不利な中山間地域等におい
て、集落等を単位に農用地を維持・管理して
いくための取決め（協定）を締結、農業生産活
動等を行う場
合に交付金を支給する。

担い手や集落営農組織の立ち上げ及
び運営を支援し、農地が適正に維持
管理され、経営力が強化される取り組
みを進めます。
条件不利地域では、中山間地域等直
接支払事業への取り組みを支援しま
す。
新規就農者の確保に向けて、関連団
体と連携した支援体制や環境づくりを
進めます。

実績
（人）

成果指標
の説明

成果指標

2

農業・農村の多面的機能維持向上

多面的機能支払交付金事業により、地域で
共同活動組織を設立し、地域毎の独自の活
動を支援することで、地域のつながりや農業・
農村の保全、水源の涵養、良好な景観形成、
等の多面的な機能が発揮できるよう取組を行
う。

多面的機能支払交付金事業の既活
動組織には、取り組みが今後も継続
できるよう研修や支援体制を強化しま
す。未取り組み地域への地域主体に
よる保全管理活動の実施に向けた推
進を図り、農業・農村の有する多面的
機能の発揮促進に努めます。

実績
（ha）

成果指標
の説明

多面的支払交付金制度における認定農用地面積
※多面的支払交付金制度とは、地域の農地を地域内組織において維持管理
を行うことを目的としており、当該組織に交付金を交付している。
※認定農用地面積とは、当該交付金において維持管理を実施している農用
地面積を指す。

成果指標 認定農用地面積

4,057 4,025 4,250

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

53.2 72 70

目標値
(単年)

の育成に努めます。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

3-2
自然と共存し、人と人がつながる農業を元気にする

農業

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 産業振興部

1

農畜産物の生産振興 ○伊賀米生産振興経費
　伊賀市農業再生協議会による経営所得安
定対策推進事業、伊賀米振興協議会の支援
○循環型農業実現モデル推進事業
　伊賀市菜の花プロジェクトの支援、搾油用
ナタネ種子の配布
○集落営農支援事業
　農作業の省力化に資する機材等購入費支
援
○鳥獣害防止事業
　鳥獣害に取組む住民自治協を支援
○畜産振興事業
　伊賀牛地域内一貫肥育モデル事業
　豚熱再発防止ワクチン接種支援事業

伊賀米、伊賀牛をはじめとする農畜産物等のブラ
ンド力を向上するとともに、６次産業化など新しい
ビジネスモデル導入を支援し、農業所得の確保に
向けた取り組みを進めます。伊賀牛については、
子牛の繁殖から肥育・出荷まで、地域で一貫した
体制づくりに取り組みます。「伊賀市菜の花プロ
ジェクト」についてもさらに進め、伊賀産菜種油の
ブランド化、菜種栽培農家の支援を行います。あ
わせて、省力化・農作業の精緻化をめざし、スマー
ト農業を推進します。
地域ぐるみで鳥獣害被害を軽減する活動を支援し
ます。
CSF（豚熱）をはじめとした家畜伝染病の防疫体制
を強化します。 実績

（％）

成果指標
の説明

伊賀米の１等米比率

成果指標 伊賀米の１等米比率
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4

効果が出て
いる点

令和2年度は月1回ペースで試行していたが、月2回を目標に回数を増
やし、仕入れ元であるJAとの協議により使用する伊賀産食材の種類を
増やすことができた。より多くの食材を使用することにより伊賀産食材を
知る機会が増えたり、給食だよりを通してして各家庭に伊賀産食材を
知ってもらうことで、その効果が波及している。

令和3年度事業を終えての学校や給食セン
ターからの要望について、供給元のJAと改善
点の協議をおこなう。また、学習を深めるた
め、生産者の声を聞く機会としてゲストティー
チャーなどについても検討をおこなう。また、
令和3年度の食材供給可能リストをさらに精
度を高め、新しい品目についても供給可能か
どうか検討をおこなう。

計画通り進めてい
る

課題

天候等で野菜など、要望どおりの食材供給ができない場合がある。そ
の際には代替材料の準備や、メニュー変更などが生じる場合がある。
給食センター等と供給元であるJAと連絡調整を深め、引き続き取り組
みやすい制度にしていく。

3

効果が出て
いる点

・中山間地域等直接支払交付金は70集落協定を締結し、合計883haの
条件不利な中山間地域の農地を守る活動ができている。
・市、県、ＪＡが連携を取りながら情報共有を図り、就農希望者と同時に
面談することで効率を図ることができている。また、移住者が就農希望
する場合は、移住コンシェルジュと連携を取っている。

・中山間地域等直接支払交付金では、集落
の将来像を話し合うという活動も含まれてい
ることから、集落協定での話し合いの機会が
増えるよう現地確認や活動ヒアリングをとおし
て働きかけをおこなう。
・関係機関との連携を強化し、就農希望者が
相談しやすい環境を整える。また、伊賀市認
定農業者協議会の組織力を強化するととも
に、連携を図りながら情報収集に努める。

計画通り進めてい
る

課題
・中山間地域等直接支払交付金は取組をおこなっている構成員の高齢
化によりマンパワーが不足してくる傾向にある。
・農業者の高齢化、後継者不足。

2

効果が出て
いる点

農地をはじめとする地域資源(農地・水路・農道等)の維持管理や補修
更新を行う地域の共同活動組織が設立し、地域独自の様々な共同活
動を支援することで、地域のつながりや農業・農村の保全、水源の涵
養、良好な景観形成、等の多面的な機能が発揮されている。

・活動組織の広域化を推進することや、継続
した取り組みが行えるよう支援体制の強化を
進めていく。
・農業用施設の機能診断・補修・更新等を効
果的に行うことにより、施設のライフサイクル
コストを削減していく。
・農村整備事業を円滑に行うために、地籍調
査事業の実施面積を拡張していく。

計画通り進めてい
る

課題

・既活動組織では高齢化や組織の担い手不足により、共同作業の規模
縮小や休止組織の増加が見込まれるため、今後も継続した取り組みが
できるよう研修や支援体制を強化する必要がある。また、引続き未取組
地域への事業推進に努める必要がある。
・農村の秩序ある土地・水利用を図りながら、農業生産基盤と生活環境
の整備を一体的・総合的に実施していく必要がある。

1

効果が出て
いる点

・伊賀市鳥獣害対策協議会を通じて、侵入防止柵の補修・強化と鳥獣被害防止活動に必要な
資材購入費用の支援を行うことで、自主的に鳥獣害対策事業を実施する自治協が増加した。
また、シカの被害が甚大な地区に対し、鳥獣被害防止対策について出前講座を実施し、地域
住民と捕獲者が協力して捕獲檻を管理する体制づくりを勧めたところ、シカの被害が減少した。
・伊賀市集落営農支援事業においてスマート農業機械の導入があり、先進的な取組が近隣の
集落へも波及している。

伊賀牛地域内一貫肥育モデル事業は１年目
の活動を検証して肥育農家に浸透する活動
につなげていく。
伊賀市菜の花プロジェクトは栽培面積拡大に
向け新規農家等への啓発により作付面積の
増加が図られた。継続して安定した収量を確
保し、搾油施設の稼働率を上げていく。
スマート農業の普及については、先進導入事
例を検討組織に紹介し、補助団体へ視察等
の受け入れ相談をしていく。

計画通り進めてい
る

課題

・毎年のシカの個体数が2,000頭以上あり、さらに効果的に減少させるた
めの捕獲方法の検証を進める。
・サルが増えすぎないよう、頭数及び群れの行動の監視を続ける必要
がある。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

満足度(R3)

64.7%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

65.2%
平均(R3)

43.7%

参画度（R３）

傾
向

・満足度、参画度ともに高い（平均値より10％以上）。
・３０歳以上３９歳以下の満足度が特に高い。
・７０歳以上の参画度が一番高い。

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度
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実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

2

森林資源の利活用

○伊賀市未来の山づくり協議会　各部会事業
〇緊急間伐・搬出間伐推進事業補助金
〇未利用間伐材バイオマス利用推進事業補
助金
○伊賀産材ブランド化事業補助金

市民・地域・行政が連携して、森林整
備・人材育成・担い手の確保・木材利
用の促進や普及啓発を目的とした「伊
賀市未来の山づくり協議会」を組織し
て、森林環境等の整備や林業発展に
取り組みます。
木材資源を有効に利用するため、木
質バイオマス利用を推進します。
公共施設等をはじめ、民間施設、住
宅等に伊賀産材を活用し、地域内利
用を促進します。 実績

（t）

成果指標
の説明

未利用間伐材バイオマス利用推進事業（※）における搬出
量
※森林の適正な管理及び未利用間伐材の有効な利活用
を促進するため、未利用間伐材を搬出する者に対して補
助金を交付する事業

成果指標 未利用間伐材 搬出量

1,550 1,828 2,000

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

1

森林環境の整備

【間伐】
○森林環境創造事業
○流域防災機能強化対策事業
○未整備協定林整備業務

〇緊急間伐・搬出間伐推進事業補助金
〇みんなの里山整備活動推進事業補助金

【境界明確化】
○森林境界明確化事業補助金

森林環境整備のため、間伐施業に取
り組みます。森林の境界明確化を行
い、森林経営計画の策定を進めるこ
とで、森林施業の合理化を進めます。
各種講習会等を開催し、新規林業就
業者の支援を行います。

実績
（ha）

成果指標
の説明

森林境界明確化事業（※）実施面積
※計画的かつ適切な森林整備の推進を図ることを目的と
して森林境界を明確にする者に対して補助金を交付する
事業

成果指標 境界明確化 実施面積

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

186 223 200

す。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

3-3
森林や里山を大切にし、林業を元気にする

森林保全・林業

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 産業振興部
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4

3

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

・各部会事業により森林整備・人材育成・担い手の確保・木材利用の促
進や普及啓発の取り組みが進んだ。
・土砂災害等の被害拡大につながる林地残材を減らすことにより、災害
に強い森林づくりに寄与した。
・伊賀産材の市内出荷及び利活用が促進された。伊賀産材を示す刻印
により、伊賀産材の周知が進んだ。

・森林資源の地域内循環のしくみの再構築を
推進するため、伊賀市未来の山づくり協議会
の各部会において施策検討を行う。
・森林資源の利活用及び地域循環を推進す
るため、補助金申請書類の簡素化を検討し、
補助金申請数及び木材搬出量の増加に繋げ
る。

計画通り進めてい
る

課題

木材価格が低迷し、林業の持続的かつ健全な発展が望めない状況と
なっている。木材の地域内利用など、森林資源の地域循環のしくみを再
構築する必要がある。森林所有者等による未利用間伐材の搬出・利活
用を推進することで林地残材を減らし、くらしの安心・安全を守る災害に
強い森林づくりが必要である。

1

効果が出て
いる点

・間伐事業により、森林の持つ水源涵養機能、土砂災害防止機能、生
物多様性保全機能などが増進した。また、残った木の成長が促される
ことにより、木材としての価値が高まった。
・森林境界が明確になることにより、所有者による施業及び施業の集約
化が促進された。測量区画の平均面積に応じた単価区分を新たに設定
したことにより、森林の所有規模が小さい地区でも事業を実施出来るよ
うになった。

・森林境界明確化事業を推進することにより、
森林施業及び施業地の集約化を促進する。
・森林施業地に、木製標識の設置により、市
民に各事業で施業を実施したこと及び事業効
果の周知を図り、森林の持つ公益的機能へ
の理解を深める。

計画通り進めてい
る

課題

林業の担い手不足・経営意欲の低下などにより、所有者不明・境界未
確定・未整備な森林が増加している。森林・里山の荒廃が進み、防災面
からも森林の多面的機能の回復が必要となっている。小規模森林の所
有者割合が多いため、施業地の団地化など森林経営の効率化が必要
である。

満足度(R3)

49.0%
平均(R3)

52.6%

参画度（R３）

傾
向

・満足度、参画度ともに平均値より若干低い。
・２９歳以下の満足度、参画度が高い。
・７０歳以上の満足度が低い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

参画度(R3)

32.5%
平均(R3)
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実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

2

中心市街地の商業の活性化

○中心市街地活性化事業
　・第２期中活計画進捗管理
　・ライトアップイベントお城のまわり

空き店舗の所有者に対し店舗の活用
意向を調査し、物件情報をまとめま
す。同時に、創業・起業希望者に空き
店舗情報を提供し、空き店舗解消の
取り組みを進めていきます。
実施主体である伊賀市中心市街地活
性化協議会、㈱まちづくり伊賀上野、
上野商工会議所をサポートし、空き店
舗の活用を推進していくことで、まち
の賑わいと地域経済の再生を図りま
す。 実績

（件）

成果指標
の説明

最新値を基準とした中活計画の考え方に基づいた累計値
中活計画では年5件の空き店舗等活用を目標としている。
令和２年度の最新実績値は３件活用なので、この数値を基準として中活計画
の考え方に従い、R03年度8件、R04年度13件、R05年度18件、R06年度23件
（累計値）とする。

成果指標 空き店舗等活用件数

3 9 23

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

1

市街地整備

○市街地整備推進事業
　・赤井家住宅指定管理
○街なみ環境整備事業
　・国交省補助事業（道路美装化）
○中心市街地活性化事業
　・第２期中活計画進捗管理
　・ライトアップイベントお城のまわり

第２期伊賀市中心市街地活性化基本計画の事業
を進め、中心市街地の賑わいを取り戻します。
城下町の雰囲気やたたずまいを守りながら、住み
良い住環境の整備を進め、まちなかへの居住や
起業を生み出していきます。
市民の地域への誇りや愛着を育むため、まちなか
でのイベントを官民が協働で取り組んでいきます。
旧上野市庁舎の保存活用のため、基本計画、基
本設計をはじめサウンディング型市場調査の実施
結果を基に最適な機能配置、大規模改修の範囲
等を精査するとともに、最適な公民連携手法によ
る事業推進を図ります。

実績
（人）

成果指標
の説明

最新値を基準とした中活計画の考え方に基づいた累計値
中活計画では年11人の人口社会増を目標としている。
令和２年度の最新実績値は27人社会増なので、この数値を基準として中活計
画の考え方に従い、R03年度38人、R04年度49人、R05年度60人、R06年度71
人（累計値）とする。

成果指標 中心市街地の人口社会増

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

27 -6 71

域住民が主体となって事業に取り組む体制を強化し、その魅力を市内外に発信します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

3-4
中心市街地の賑わいをつくる

中心市街地活性化

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 産業振興部
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4

3

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

・中心市街地活性化事業により、空き店舗活用に取り組み、事業主体
である中心市街地活性化協議会を支援し、令和３年度に物件情報を公
開した。

空き店舗活用に関して、令和４年度に物件情報を
公開する準備が整ったが、面的なエリアマネジメン
トを進めるため、テナント候補の情報収集等につい
て産業振興部内の連携により実施する。
また、課題である物件数の確保のためには、成功
事例を増やし、情報発信を行うとともに所有者との
関係構築が重要となるため、まちづくり会社と協働
でフォローを継続するとともに、専門人材の育成と
多様な支援の在り方を検討する。交流人口、開業・
起業希望者の増加を促す仕掛けとして、コロナ禍以
降停止している「まちなか市」の再開に向け、まちづ
くり会社と連携していきます。
空き家対策や移住施策との連携を図り、空き家(住
居）の商業利用や移住者による起業支援を検討す
る。

計画通り進めてい
る

課題

空き店舗の活用意向調査を実施した結果、実際に物件情報として公開
可能となった件数が４件であり、地域特性として空き店舗であっても住
居兼用の物件が多く、店舗部分の活用が進まないケースが多い。コロ
ナ禍前まで実施してきた「まちなか市」が再開できていない。

1

効果が出て
いる点

・街なみ環境整備事業により道路美装化、ポケットパーク整備等城下町
の住環境の整備を進めた。
・上記事業で整備した赤井家住宅を活用し、武家屋敷を活用した体験、
展示施設及び貸館業務を行い、市民、来街者、観光客に利用いただい
た。

街なみ環境整備事業の取り組みにより、市街地の
住環境整備が一定達成されたことから、整備された
施設について、ウイズコロナの観点に立ち、指定管
理者等と協働で運営していく。
旧上野市庁舎の利活用を含むにぎわい忍者回廊
事業の始動時期（令和６年度～）を中間点として、
上野公園エリアに来る観光客の南下を促し、市街
地に賑わいを創出する取り組みの可視化を図る。
令和４年度については、ライトアップイベントお城の
まわり等、中心市街地のにぎわいづくりについて、
実施内容の再検討とブラッシュアップに取り組む。
空き家対策や移住施策との連携を図り、転入増を
目指す。

計画通り進めてい
る

課題

平成20年度に作成した街なみ環境整備事業計画に基づき、住環境整備の整備
が計画的に進み、赤井家住宅等城下町にふさわしい施設が運営されているが、
庁舎移転後の方針決定の遅れ、コロナ禍による観光客の減少、地域商業の衰退
等の影響により、ハード、ソフト両面から取り組むべき施策において、ソフト面の取
り組みが伴わず、成果の可視化ができなかったため、満足度、参画度ともに低い
結果となっていると考えられる。人口社会減に関しては、大規模宅地が小分け分
譲されて建築も増えているが転出増となっている。

満足度(R3)

29.5%
平均(R3)

52.6%

参画度（R３）

傾
向

・満足度（37/38位）、参画度（24/38位）ともに低い。
・特に満足度が低い。
・２９歳以下の参画度、満足度が高い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】
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実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

2

企業立地

・企業立地促進経費

既存の民間遊休地等への企業誘致を
推進するとともに、民間主導の産業用
地開発をサポートし、産業集積の形成
をめざします。

実績
（件）

成果指標
の説明

県調査の工場立地動向調査における新規立地企業件数
（累計）

成果指標 新規立地企業件数

5 8 12

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

1

商工業の活性化

・商工振興経費
・商工振興経費（コロナ経済対策）
・地場産業振興事業
・伊賀ブランド促進事業
・中心市街地等商店街活性化事業
・交流促進施設維持管理経費
・施設管理経費

意欲ある商店街等の販促活動を支援
するとともに、空き店舗等を活用した
魅力ある事業展開に取り組む事業者
を支援します。
「伊賀ブランド」事業については、地域
の特性を活かしたものづくりを推進す
るために、認定品のブラッシュアップ
や、ECサイト を活用した情報発信や
販路拡大を支援するなど、官民連携
による取り組みを進めます。

実績
（％）

成果指標
の説明

R1年度実績を基準とした組織率　（会員数－地域外会員）
／商工業者数

成果指標 上野商工会議所・伊賀市商工会 組織率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

52.1 53.79 51.0

たなものづくりを推進します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

3-5
地域の特性を活かし、商工業活動を盛んにする

商工業・産業立地

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 産業振興部
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4

3

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

・立地の相談があった企業に対して、三重県雇用経済部や企業用地整
備課と連携しながら、伊賀市の魅力や情報及び当課の奨励制度等につ
いて丁寧に説明し、誘致を推進した。その結果、令和３年度は１社の誘
致に成功した。 ・伊賀市工場誘致条例の見直しを行う。

・遊休地の情報収集の強化を図る。（現地調
査や聴き取り及びインターネットでのきめ細
やかな情報収集、各団体や金融機関等との
ネットワークの強化）

計画通り進めてい
る

課題

・奨励制度の内容が周辺他市と比べて見劣りする。インセンティブとす
るには、製造業に限らない業種への奨励、奨励金の増額、高度人材の
確保に対する奨励が必要であると考える。
・市内の遊休地の情報確保が困難であり、事業者から工業用地につい
ての問い合わせが多数あるが、紹介できる物件がない。

1

効果が出て
いる点

・コロナ経済対策として実施した事業継続応援給付金は972件、店舗改
装促進事業補助金は148件、感染防止対策実施店ステッカー交付事業
は102件の実績があり、一定の効果があった。
・伊賀ブランドなどの地場産業振興については、PRイベントが中心と
なったが、官民連携のもと、パンフレットの改刷やPRツールの作成等、
ウィズコロナを見据えた取り組みを行うことができた。

・過去に実施したコロナ経済対策事業の効果
等を分析し、ＤＸ化支援、ウィズコロナを見据
えた商業振興施策を検討、実践する。
・伊賀ブランドをはじめ地場産業者の意欲を
復活させるため、コロナ対策を徹底したうえで
積極的なPR活動を展開する。※新規事業と
して文化庁の補助事業「伊賀の伝統文化親
子体験フェスタ」を実施予定。
・産業振興条例を制定し、持続可能な地域社
会の形成と経済の発展を促すとともに、地域
産業の新たな成長を目指す。

計画通り進めてい
る

課題

・コロナの影響により、あらゆる物産イベントが中止となっている。新しい
生活様式などを意識し工夫して、持続可能な事業計画を立てる必要が
ある。
・長引くコロナ禍の影響を受け、低迷している事業者の生産意欲及び販
売意欲を高揚させる取り組みが必要である。
・道の駅や伝統産業会館など、コロナで低迷している当課所管施設の
集客増加を図る施策検討が必要である。

満足度(R3)

39.7%
平均(R3)

52.6%

参画度（R３）

傾
向

・満足度は平均値より低く、参画度は平均値を若干上回る。
・２９歳以下の満足度が高い。
・参画度は年齢でのばらつきが少ない。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】
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実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

2

創業支援

・商工振興経費
・産学官連携研究開発拠点運営経費

産学官連携地域産業創造センター
「ゆめテクノ伊賀」や、商工関係団体、
大学、金融機関等と連携し、創業塾
や情報交流カフェの開催、創業相談
や経営相談など、創業希望者への切
れ目のない支援を行います。

実績
（件）

成果指標
の説明

起業数（累計）

成果指標 起業数

3 9 12

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

1

就労支援、職業相談

・勤労者福祉会館管理運営経費
・シルバー人材センター運営等経費
・雇用、勤労者対策事業

多様化する働き方に対応したきめ細やかな
就労支援や職業相談に取り組むとともに、
市内企業と求職者との情報交換の場を提
供する等により、労働需給のマッチングを
図ります。
高齢者職業相談やシルバー人材センター
の事業活動への支援を通じて、高齢者の
就業を促進するとともに、「いが若者サポー
トステーション」での自立訓練、就労体験等
を通じて、若年者の職業的自立を支援しま
す。
また、障がい者の雇用を促進し、女性が働
き続けることができるよう、企業での職場環
境づくりの取り組みを普及・啓発します。

実績
（率）

成果指標
の説明

三重労働局が発表する労働市場月報における伊賀管内
の有効求人倍率の年度平均値

成果指標 有効求人倍率（就業率）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

1.31 1.27 1.33

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

3-6
だれもが働きやすく、働く意欲が持てる

就業・起業

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 産業振興部
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4

3

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

・「伊賀市起業事業承継促進事業補助金」は、予算額を上回る申請が
なされ、創業意欲の向上に寄与できていると考えられる。また審査のう
え落選した創業者についても創業していることも確認できた。
・「ゆめテクノ伊賀」のインキュベーション室へ新たに１事業者が入居し
た。

・産学官連携研究開発拠点運営補助金の効
果検証を行う。
・伊賀市起業事業承継促進事業補助金の見
直しを行う。（モノづくりの視点を追加）
・産業関係団体と連携し、伊賀流創業応援忍
者隊の見直しを行う。

計画通り進めてい
る

課題

・ゆめテクノの取り組みの成果や費用対効果の見える化が必要である。
・創業する業種が偏っている。（飲食店が多い）
・創業相談者に対するサポート体制が十分とは言えない。行政、商工団
体、インキュベーションマネージャー、金融機関等の連携強化が必要で
ある。

1

効果が出て
いる点

・合同就職説明会をWEBで2回開催し、就職活動する学生を中心に企業とのマッ
チングが図れた（①参加者延94人･企業37事業所、②参加者延106人･企業34事
業所）
・高齢者職業相談（102件）の実施やシルバー人材センターへの支援等を通じ、高
齢者の就労機会の創出ができた。また、障がい者雇用促進や女性の就労支援に
ついて、人権企業アンケートの際に資料を同封するなど啓発ができた。（市内242
事業所）

・合同就職説明会への参加企業と参加学生
等の増加を図るため、周知方法について地
域創生課との連携や関係人口といわれる多
様な主体とのネットワーク構築など手法を検
討し実践する。
・高齢者職業相談の各地域への広報活動の
強化を図る。

計画通り進めてい
る

課題

・合同就職説明会への参加企業と参加学生等の増加を図る必要があ
る。
・各地域で行う高齢者職業相談の参加者が少ない。
・有効求人倍率が1を大きく超えているが、求人する側の企業にとって
は人材が得られないという支障が存在する。

満足度(R3)

36.2%
平均(R3)

52.6%

参画度（R３）

傾
向

・満足度、参画度ともにかなり低い。
・年齢別では、２９歳以下の満足度が一番高い。
・６０歳以上６９歳以下の参画度が低い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

参画度(R3)
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実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

2

良好な景観形成

〇市街地整備推進事業費
〇街なみ環境整備事業
〇公園施設維持管理経費
〇公園施設更新事業

自然風景や城下町の伝統・風格を活
かした魅力ある景観形成をめざすた
めに、関係各所との調整を行い、うえ
のまち風景づくり協議会の再開をめざ
します。
都市施設の整備や老朽化施設の維
持補修や更新については、緊急度・
重要度の高い施設から順次整備しま
す。

実績
（％）

成果指標
の説明

景観計画区域内における　届出行為の景観形成基準への
適合件数／届出件数

成果指標 届出書の適合率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

85.50 88.33 上昇

1

コンパクトシティ・プラス・ネットワーク

〇一般事務経費
〇都市計画調査策定等事業

上野市街地とその周辺を広域拠点と
し、交通結節点や各地域の日常生活
の中心拠点を公共交通等で結ぶ「多
核連携型の都市構成」をめざすため
に策定した土地利用基本計画や立地
適正化計画の適正な運用に努めま
す。

実績
（％）

成果指標 誘導区域内への誘導率

成果指標
の説明

立地適正化計画に基づく誘導区域内への対象施設誘導
率
誘導対象施設における 誘導区域内立地件数／都市計画
区域内立地件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

59.46 85.71 上昇

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

4-1
適正な土地利用によりまちの魅力を高める

都市政策

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 建設部
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4

3

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

景観の保全・形成の必要性に関する理解が得られるように、景観アドバ
イザーの意見を求めながら相談に応じることで、景観形成基準への適
合率の上昇に繋がった。 市民等に対して景観保全・形成に関する周知

を進める。特に城下町の風景地区に於いて
は「うえのまち風景づくり協議会」の運営を軌
道に乗せる事により、景観計画区域や重点
区域の見直しを図るための調査研究へ繋げ
て行く。

計画通り進めてい
る

課題
家屋の新・改築等において景観形成基準に適合させる事は、少なから
ず私権を制限する事になることから、城下町の景観保全・形成に対する
市民等への周知が必要である。

1

効果が出て
いる点

居住誘導区域や都市機能誘導区域へ対象施設を誘導することで、コン
パクトシティ実現に向けた推進が図られた。

伊賀市都市マスタープランが改訂されたこと
から、今年度は地域説明会を予定しており、
その際に適正な土地利用に向けた運用を改
めて周知する。

計画通り進めてい
る

課題 年度毎に誘導率の差が大きい。

満足度(R3)

32.9%
平均(R3)

52.6%

参画度（R３）

傾
向

・満足度は年齢区分が上がるにつれて不満の割合が大きくなる。
・２９歳以下は満足度、参画度ともに高い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】
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実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

空き家対策
・空き家バンク事業
・空き家対策総合支援事業
・古民家等再生活用事業
・テレワーク施設整備等補助事業
・法に基づく特定空家措置
・空き家を増やさないための地域連携事業
等

地域住民の生活環境を保全するた
め、空き家の所有者等に対し適正管
理を促すとともに、適切な管理が行わ
れていない特定空家等の所有者等に
は法律に基づく適切な措置を講じま
す。また、伊賀流空き家バンクを活用
し、移住の促進につなげるほか、空き
家を地域資源ととらえ、地域等での空
き家の有効活用などを進めます。さら
には、歴史的資源である空き家となっ
た古民家等の再生活用にも取り組み
ます。

実績
（棟）

成果指標
の説明

空き家の利活用の推進により、増加する空き家の率を制
御する。

成果指標 空き家等数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

2,052 2,075 2,050

2

市営住宅の建替・改善

・国の交付金事業を活用した市営住宅の改
善事業として、屋上防水改修工事（１棟）及び
電気許容量改修工事（１棟）を実施した。
※交付金事業実績として、R２：２件、R３：２件
・市営住宅あり方検討委員会から今後の市
営住宅のあり方についての答申をいただい
た。

市営住宅の建替・改善事業を進める
上では、財政的制約などが厳しくなる
ことから、国の交付金事業を活用した
建替・改善事業による推進、民間の技
術力・資金力・経営能力を活かした
PFI 事業の推進など、市営住宅事業
全体のマネジメントの強化を図りま
す。

実績
（件）

成果指標
の説明

伊賀市市営住宅等長寿命化計画に基づき、国の交付金
事業を活用して市営住宅を改善した件数（累計）

成果指標 市営住宅の改善 累計

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

2 4 10

1

木造住宅等の耐震化

・耐震診断補助事業を20戸実施した。
・耐震補強設計補助事業を2件実施した。
・耐震補強改修工事補助事業を3件、そのう
ちリフォーム工事を伴うものを2件実施した。
・ブロック塀撤去工事補助事業を11件実施し
た。
・災害時要援護者宅家具固定事業を2件実施
した。
※耐震化率は「住宅土地統計調査（5年毎）」
による

市民の生命や財産を守ることができる住まいの安
全を確保するため、新耐震基準導入以前の既存
建築物、特に倒壊の危険性の高い木造住宅の耐
震診断や補強に対する支援を継続します。
耐震改修の実施にあたっては、国・県の補助制度
や耐震改修工事に伴うリフォーム工事の補助制度
及び市独自の上乗せ補助を実施し、診断結果か
ら概算工事費を見積もるなど補強工事につながる
取り組みを進めます。
また、庁舎ロビーにおいてパネル展を実施するな
ど木造住宅等の耐震化促進に広く取り組みます。

実績
（％）

成果指標
の説明

住宅土地統計調査（５年毎）に基づく耐震性のある住宅数
/住宅総数

成果指標 住宅の耐震化率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

81.8 81.8 87.8

化の予防及び空き家の利活用の推進のため、行政内部の幅広い関連部署との協議を図りながら、市民・地域団体、住宅関連
事業者とともに取り組みます。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

4-2
だれもが安心な住環境で暮らせる

住環境整備

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 建設部
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4

3

効果が出て
いる点

空き家バンク事業は、累計144件の空き家を流通させ、移住人口県下1
位、全国でも上位に入るなど成果を上げている。古民家再生活用事業
は、2020年に3棟の宿泊施設が開業し年間2000人を超える方が宿泊
し、地元雇用は27名の採用があった。特定空家対策は、法に基づく指
導の強化迅速化を図り、これまで累計584件の指導・助言等を行い、
171件の除却等の改善がされた。

・空き家バンクは店舗など居住目的以外の利
用を拡充できるよう要綱を改正する他、更な
るオンライン化などホームページ機能を強化
する。
・古民家再生事業は、民間事業者を支援する
ため空家再生活用補助金を活用するととも
に、NOTE以外の事業者の参入も促す。
・特定空家対策は、初動対応の迅速化及び
勧告等指導強化に努める。影響度の大きい
空き家の代執行を行う。（相続財産管理制度
を活用する。）地域が主体的に空き家対策に
取り組めるよう出前講座を実施する。

計画通り進めてい
る

課題

空き家の増加、人口減に伴い、全国的な移住者の獲得競争が始まって
いる。選ばれる空き家バンクになるよう更に事業の魅力向上を図る必
要がある。古民家再生活用偉業は、㈱NOTE伊賀上野による資金調達
が計画通りに進んでおらず2期事業の着手に至っていない。地域に悪
影響を及ぼしている特定空家は年々増加しており、所有者不明（不存
在）のケースも増加しており、対応が困難化している。

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

・長寿命化計画に基づく計画的な維持修繕により、市営住宅の住民が
安心な住まいで暮らせることに寄与している。
・答申により市営住宅の課題が明確になった。 ・国の交付金事業を活用した市営住宅改善

事業としての屋上防水改修工事等を継続し
て行う。
・答申を受けた市営住宅のあり方について庁
内で協議を進め、今後の管理運営方針を定
める。

計画通り進めてい
る

課題

・長寿命化計画に基づく市営住宅の用途廃止の推進、建替えや改善等
の具現化に向けて取り組む必要がある。
・答申を受けた市営住宅のあり方について実行計画を立てる必要があ
る。

1

効果が出て
いる点

市ホームページや広報への掲載、また戸別訪問やパネル展の実施後
に耐震診断等の申し込みがあり、だれもが安心な住まいで暮らせる施
策として一定の効果をあげている。

三重県木造住宅耐震促進協議会の協力のも
とで行う年２回の戸別訪問や市発信の広報
活動（ホームページ、広報、パネル展示等）を
継続実施することにより、耐震化への普及啓
発を行う。

計画通り進めてい
る

課題
継続的に耐震診断等の啓発活動を持続し、木造住宅の耐震化率の向
上に努める必要がある。

満足度(R3)

55.8%
平均(R3)

52.6%

参画度（R３）

傾
向

・満足度は「満足」、「やや満足」が過半数を超えている。
・参画度は「あてはまる」、「少しあてはまる」が過半数を超えてい
る。
・29歳以下の満足度が最も高い。
・29歳以下の参加度が最も高い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】
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実績
（ ）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

実績
（ ）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

2

橋梁 　R3年度時点で判定Ⅲ橋梁114橋の内、23橋
梁の修繕工事が完了した。

・市道佐那具外山線外山橋橋梁修繕工事他
22橋の修繕工事を完了した。
・2巡目橋梁点検403橋を完了した。

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋
梁点検等を実施し、緊急を要する損
傷、劣化等が見受けられる橋を重点
的に修繕し、コスト縮減及び安全・安
心な道路空間の整備を図ります。

実績
（％）

成果指標
の説明

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋梁修繕工事を行う必
要のある判定Ⅲ橋梁87橋についての修繕率

成果指標 橋梁 修繕率

32.18 68.4 100

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

1

道路 　社会資本整備総合交付金事業で実施中の
全５路線の内、R2年度に完了した2路線に加
え、R3度には新たに1路線の事業を完了し
た。

・R3年度ゆめが丘摺見線、全長1,400mが完
成した。

工事コスト縮減に努め、重要度や優
先順位を的確に判断し、住民のニー
ズとのバランスをとりながら道路整備
の進捗を図ります。

実績
（％）

成果指標
の説明

社会資本整備総合交付金事業において実施している道路
改良工事５路線の事業費ベースでの整備進捗率

成果指標 道路改良事業 進捗率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

78.40 90.1 100

ながら、安全・安心でスムーズな通行が可能な道路、橋梁の維持、改良を行います。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

4-3
道路ネットワークによって移動がしやすい

道路

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 建設部
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4

3

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

　定期的に橋梁点検を行い、事前に損傷等を把握し、計画的に修繕を
行う事により橋梁の長寿命化を可能にし、長期的な視点でコスト縮減に
努めることができた。

　橋梁修繕工事については、橋梁長寿命化
修繕計画に基づき優先順位の高い橋梁から
計画的に修繕工事の進捗を図る。

・計画通り進めて
いる

課題
　市の管理する橋梁数は約1500橋と膨大であり、市の財政が逼迫して
いる中、橋梁に係る修繕工事費用は莫大となる。また橋梁修繕工事の
施工は出水期以外に限られ工期も長くなる傾向にある。

1

効果が出て
いる点

　国庫補助の補正予算等も活用し予算を確保すると共に、現場を詳細
に精査しコスト縮減に努め、予定通りの進捗を図れた。

　改良途中の路線が複数あるため、引き続き
工事コスト縮減に努め、優先整備路線を適正
に選定し道路維持と改良工事を両立して行
い、早期事業完了を図る。

・計画通り進めて
いる

課題
　橋梁修繕・点検事業や河川浚渫事業に対する維持修繕事業が増大
し、道路改良事業への予算確保が困難な状態である。

満足度(R3)

53.2%
平均(R3)

52.6%

参画度（R３）

傾
向

・道路施策に対する市民の満足度は全施策のほぼ平均（満足度平
均値52.6%）であり、参画度は高い（参画度平均値43.7%）。
・29歳以下の満足度（64.5%）が高い。
・参画度は全年齢において、ほぼ平均であるが高齢化するに連れ
て減少傾向にある。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

参画度(R3)
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実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

伊賀線活性化

〇伊賀鉄道活性化促進事業
・伊賀鉄道㈱への支援、伊賀線の利用促進、
維持管理
・伊賀鉄道事業再構築実施計画の中間評価
を実施

伊賀線を永続的に維持していくため、市が
主体となって取り組むことにより、長く安心・
安全かつ安定的に事業を継続できる体制
を維持します。
そのために、市は、伊賀線をまちづくりに活
かすとともに、鉄道施設等を適切に維持管
理し、第二種鉄道事業者である伊賀鉄道
株式会社と連携し経営改善に取り組み、そ
の運営を支援します。また、新たな需要の
掘り起こしや、通勤・通学利用を増加させる
ための施策を、市民や地域の各主体と連
携して実施することにより、伊賀線を守り育
てるマイレール意識の醸成を図ります。

実績
（人）

成果指標
の説明

鉄道事業を安全かつ安定的に維持継続する取り組みの効
果を測るための指標。伊賀線全線の年間利用者数

成果指標 伊賀線年間利用者数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

1,279,625 1,039,153 1,580,000

2

鉄道網整備

〇鉄道網整備促進経費
・リニア、草津線の整備促進要望、市内JR各
駅（伊賀上野駅を除く）の維持管理業務

〇関西本線電化促進経費
・市独自又は関係する整備促進団体と連携
し、関西本線の利用促進策や近代化整備に
向けた要望活動等を実施

JR関西本線亀山加茂間及びJR草津線は、
ともに交通系ICカード利用可能エリアとなっ
たことを機に、まちづくり施策との連動によ
り、沿線住民等への利用促進策やインバウ
ンド旅行者への対応等新たな需要の喚起、
バリアフリー化等駅設備の改善等利便性
の維持向上や新たな近代化整備の手法検
討について、関係自治体や整備促進団体、
鉄道事業者等と連携しながら取り組みま
す。
近鉄大阪線は、運行本数の維持や伊賀線
との接続改善等利便性確保のため、鉄道
事業者への働きかけと連携協力に努めま
す。

実績
（人）

成果指標
の説明

市内JR線及び近鉄線の利便性向上並びに整備促進に向
けた取り組みの効果を測るための指標。JR関西本線・草
津線及び近鉄大阪線の市内各駅年間利用者数

成果指標 関西本線年間利用者数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

1,458,143 1,077,350 1,458,000

1

地域バス交通の確保維持
〇交通計画推進事業
・伊賀市地域公共交通計画の進行管理
・伊賀市地域公共交通活性化再生協議会の運営
〇行政バス運行経費
・上野コミュニティバス、行政サービス巡回車（５路
線）、青山行政バスの運行
〇地方バス路線維持経費
・廃止代替バス路線（５路線）の運行
〇地域交通対策事業
・地域運行バス等の運営補助、支援
〇公共交通利用促進事業
・コロナ禍における公共交通利用啓発、利用者支援
等の実施

すべての人が安全・安心かつ公平に移動
できるよう、交通事業者や地域と連携し安
定的で持続可能な交通サービスの提供に
より、市民の生活交通の確保に努めます。
市が運行に関わるバス事業については、
利用促進を図りつつ、利用実態やニーズに
合わせ、より効率的な運行とするべく、見直
しを行います。
地域運行バスは、導入地域以外も地域の
主体的な取り組みが促進されるよう、支援
制度の活用を含めサポートしていきます。

実績
（人）

成果指標
の説明

安定的で持続可能な交通サービスの提供に向けた取り組
みの効果を測るための指標。事業者運行バス、廃止代替
路線バス、行政サービス巡回車及び地域運行バスの年間
利用者数

成果指標 市内バス年間利用者数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

503,269 350,646 503,000

う、交通サービスの提供、利用促進等に交通事業者や地域とともに取り組みます。

るものとします。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

4-4
身近なバスや鉄道に愛着を持ち、みんなで支える

公共交通

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 企画振興部
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4

3

効果が出て
いる点

・地域に密着した鉄道であることから、伊賀線活性化協議会を中心に市
民や高校生による利用促進や啓発活動、伊賀鉄道㈱では枕木オー
ナー制度など収益増に向けた取り組み、市においても定期券助成事業
の実施など、あらゆる主体による伊賀線を守る取り組みが進められて
いる。

・令和３年度で実施した鉄道事業再構築実施
計画の中間評価を踏まえた各種事業の着実
な実施（利用促進、 コスト削減等）
・利便性の向上や利用者増に向けての交通
系ＩＣカードの導入
・四十九駅の活用や市職員を含めた周辺企
業、団体等の需要の創出
・高校生へのモビリティマネージメントの推進
・伊賀線活性化と一体となった市や地域のま
ちづくり施策の実施
・バス交通との連携による交通ネットワークの
強化

・計画通り進めて
いる

課題

・伊賀線公有民営化５年間の実績を踏まえた中間評価では、今後、計
画に掲げた増収策を展開しても伊賀鉄道㈱の収支改善が当初の再構
築実施計画による収支改善まで進まない予想となっている。今後もさら
なる経営改善に向け、利用促進を実施することによる収益増やコスト削
減につながる具体的な取組みを同社や地域などと連携して取り組む必
要がある。

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

・市内におけるＪＲ各駅の利便性を確保するため、地域団体が主体と
なった維持管理ができている。
・これまでの関係自治体や団体の取り組みにより、列車本数の維持や
交通系ＩＣカードが導入された。

・ＪＲ関西本線の現ダイヤ本数の維持や近代
化整備やコロナ過による新たな生活様式に
関する課題について、引き続き関係整備促進
団体や関係自治体と連携した取り組みを継
続する。
・観光誘客や駅設備の改良など個別具体的
な課題については、市独自で積極的に鉄道
事業者との意見交換の場を持ち、 互いの信
頼関係の構築に努め、有効な施策や解決手
法を探る。

・計画通り進めて
いる

課題

・鉄道利用者が年々減少してきたなか、さらにコロナ禍における「新しい
生活様式」の進展に伴う利用者減により、鉄道事業は危機的な状況を
迎えている。
・地域活力の維持活性化を目指し、利用促進に向けての施策や手法を
検討してきたが、令和４年度以降、ＪＲ西日本では輸送密度が低い線区
の見直しを始めており、これまでの取り組みでは線区の維持も厳しく
なっていく状況である。

1

効果が出て
いる点

バス交通については、地域公共交通計画策定時に、地域と課題を共有
し策定したこともあり、バス交通の状況や今後の手法検討の必要性な
どの共有が進んでいる。

・廃止代替バスや行政サービス巡回車、コ
ミュニティバス等については、伊賀市地域公
共交通計画による「既存路線バスの見直し手
順の事業評価基準」や地域のニーズを的確
に把握し、効率的な運行改善を図る。また、
月瀬線については、共同運行する奈良市と
改善に向けた協議を行う。
・「地域運行バス支援制度」を活用し運行して
いる地域に対して、引き続き側面的にサポー
トを行い、移動に係る課題を抱える地域に対
しては、相談等に応じ、共に課題解決に向け
た検討を行なう。

・計画通り進めて
いる

課題
人口減少や少子高齢化、マイカー依存の進展に加え、コロナ禍の影響
による利用者の減少などにより、運行経費が増嵩傾向にあり、持続可
能な交通体系の構築に向けた取り組みや見直しが必要である。

満足度(R3)

28.1%
平均(R3)

52.6%

参画度（R３）

傾
向

・２９歳以下の満足度が高いが、全世代の満足度が低い
・30歳以上39歳以下の参画度が低い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】
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実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

男女共同参画

○男女共同参画推進経費
・男女共同参画フォーラム「いきいき未来い
が」の開催
・イクボス講座の開催
・女性防災リーダー連続講座の開催

実績
（％）

男女共同参画基本計画に掲げる３つの目
標「あらゆる分野における男女共同参画の
推進」「共同参画に関する意識の普及と教
育推進」「ワーク・ライフ・バランス（WLB）の
実現」の達成に向け、あらゆる場面での政
策決定の場への女性の登用促進、及びこ
れを進める指導者の育成、男女共同参画
の啓発や学習機会の推進、DV防止の取り
組みや女性の相談窓口の開設、企業への
働き方改革の推進や「ハタラキカタ応援宣
言」企業の拡大に努めます。

成果指標
の説明

市が設置する審議会・委員会の女性登用率

成果指標 女性登用率

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

23.4 24.9 30.0

2

非核平和

○非核平和都市推進経費
・被爆体験講話拝聴による学習会開催
・市内中学生を対象とする平和に関する意識
調査の実施
・「原爆の子の像」への折り鶴献納

幅広い年代の市民が集い、平和に関
心を持つために、戦争体験の伝承を
含めた総合的な平和学習の機会を提
供します。
また、児童生徒への平和への意識向
上に向けて、市内小・中学校と情報共
有を行い平和学習につなげます。

実績
（％）

成果指標
の説明

中学生広島派遣の代替として実施した中学生アンケート、
または、中学生広島派遣事業に参加した中学生へのアン
ケートにおける、平和な世界をつくるための取り組みへの
意欲（１．したい　２．できればしたい）

成果指標 中学３年生の平和への貢献度

74.7 57.3 83.0

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

1

人権啓発

○人権啓発推進経費
・人権啓発地区草の根運動推進会議に関す
る事業（人権地区別懇談会事業）
・差別をなくす強調月間（11/11～12/10）事業
・部落解放・人権大学講座の開催
・「ひゅーまんフェスタ2021」の開催
・性的マイノリティ支援

市民一人ひとりが、さまざまな人権問題を
自分自身の課題とし、その解決に向けて努
力できるよう、人権啓発など、あらゆる場・
機会を通して人権啓発活動や人権同和教
育を推進します。また、地域における市民
主体の人権同和教育推進団体や地域での
人権教育リーダーの育成をめざします。
新型コロナウイルス感染症の拡大におけ
る、コロナ差別（誹謗中傷）への対応につい
て、正しい知識や情報を提供し、人権意識
のさらなる高揚を図ります。

実績
（％）

成果指標
の説明

人権講演会等参加者アンケートにおいて、今後も開催す
べきかという設問に対し、「積極的に行うべきである」と答
えた人の割合

成果指標 参加者の意識向上度

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

48.9 59.9 58.9

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

5-1
人権に対する正しい知識を習得する

人権尊重・非核平和

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 人権生活環境部
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参画度(R3)

47.8%
平均(R3)

43.7%

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

満足度(R3)

59.9%
平均(R3)

52.6%

2

効果が出て
いる点

「戦争は最大の人権侵害」という考えのもと、次代を担う中学生に非核・
平和への思いを自分事として認識を深めてもらうとともに、戦争の記憶
を引き継いでいくことの大切さを伝えることができた。

戦争の悲惨さを忘れないために、市内小中
学校と連携し、児童生徒を対象とした「知る・
繋ぐ・引き継ぐ」事業に引き続き取り組む。

計画通り進めてい
る

課題
戦争体験者が年々減少する中、戦争の悲惨さと平和の尊さを将来世代
へ伝承していくための啓発のあり方を検討する。

1

効果が出て
いる点

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、これまでの規模や形式に
よる事業開催が困難な状況が続く中、インターネットを活用した形式を
試験的に導入することにより、新しい生活様式への転換やDXの推進に
基づく今後の啓発のあり方を検証することができた。 人権地区別懇談会のあり方について、地域

での担い手不足や高齢化が進んでいること
から、将来的に持続可能な事業とするため、
人事担当課と協議しながら、行政職員等の企
画運営からの参画について検討していく。

計画通り進めてい
る

課題
市民の人権意識の高揚に向けて、今後のアフターコロナも見据えた、よ
り効果的な啓発方法を創出することが必要である。

参画度（R３）

傾
向

・参画度は、全世代共通で低い傾向にある。
・29歳以下の若年層の満足度が比較的高い。

4

3

効果が出て
いる点

性別に関わりなく対等な立場で認め合う男女共同参画社会の実現に向
けて、行政、企業、関係団体等の協働により開催した各事業等を通じて
積極的に発信することができた。

地域や団体、職場等における女性の積極的
な参画を促進するために、男性に対する意識
改革を図る事業を検討する。

計画通り進めてい
る

課題
市民意識調査の結果からも、依然固定的な性別役割分担の意識が根
強いという実態があることから、男女共同参画の意識を定着させていく
ため、継続的に事業を展開していく必要がある。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】
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実績
（　）

2022
(R４)

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

5-2
部落差別をなくす

同和問題

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 人権生活環境部

1

同和施策 【経常経費】
同和行政事務管理経費
 　 地区内の所管公有地の草刈業務委託、部落差別解
消に向けた関係団体への研修会出席のための助成金
など
同和施策推進計画事務経費
　　同和施策審議会　委員報酬等
福祉資金貸付事業
    貸付金事業は回収のみ
【政策経費】
住宅新築資金等貸付事業特別会計
    貸付金事業は回収のみ
同和施策推進計画策定事業
　　伊賀市隣保館等ニーズ調査　相談分析業務委託
共同浴場解体事業
　　解体工事自体、Ｒ４年度への繰越事業となる

同和問題の早期解決の視点に立った
取り組みを進めるため、部落差別を受
けている地域の実情や施策ニーズに
基づく生活困窮者への対策などを体
系的に整理し、実施します。

成果指標
の説明

隣保館・児童館・教育集会所の同和問題研修会アンケート
の理解度「たいへん深まった」と答えた人の割合

成果指標 参加者の意識向上度

実績
（％）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

62.7 60.19

残された課題を市民と共有します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

72.7

3

実績
（人）

2

隣保館・児童館・教育集会所 【経常経費】
老人憩いの家管理運営事業
各隣保館管理経費
　新型コロナウイルス感染症対応地方創生交付金
事業（Ｒ３.９月補正）
児童館管理経費

【政策経費】
各隣保館事業経費（福祉交流事業含む）
児童館事業経費
しろなみ児童館施設改修事業
まえがわ児童館施設改修事業（まえがわ教育集会
所・青少年センター含む）
＋教育集会所事業（生涯学習課）　地区学交流会
等
　8月　中学生、2月　小学生

実績
（　）

現状値
2021
(R３)

成果指標
の説明

隣保館は、人権啓発の拠点としての人権同和問
題に関する事業のほか、各種相談事業を実施し、
地域のコミュニティセンターとして住民のニーズに
応じた自立支援を図ります。
児童館は、放課後の児童の活動の拠点として、広
く仲間づくりや世代間交流事業などを実施します。
教育集会所では、部落差別による教育的不利な
環境におかれている児童生徒の学習機会を確保
し、自尊感情の醸成や自己実現を図ることで、将
来展望を持てるよう学力保障に努めます。また、
生涯学習として人権同和教育推進活動の充実を
図り、個別の人権課題解決に向けた取り組みを市
民相互で行います。

成果指標 年間相談 延件数

成果指標

成果指標
の説明

生活福祉・教育・子育て・就労等の年間相談件数

3,149 3,560

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

3,100

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
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2

効果が出て
いる点

隣保館等ニーズ調査により、隣保館の強みと弱みを理解し、今後の事
業に活かす。
Ｒ３新型コロナウイルス感染症対応地方創生交付金で、各館のＤＸイン
フラが整備できた。 隣保館職員の庁内外の研修会・学習会への

積極的参加の推進、所属施設におけるＯＪＴ
の更なる推進。（職員一人ひとりの資質・能力
の向上を図る。）これには、会計年度任用職
員も含めるものとする。
隣保事業士の資格取得を目指す。

計画通り進めてい
る

課題

ニーズ調査結果をもとに、各隣保館等施設ごとの課題を明確にし、アフター・コロナの事業を展
開する。
老人憩いの家等の周辺関係施設の必要性の検証。
人権政策課・支所の啓発・研修事業と共に、部落差別をはじめとするあらゆる差別の解消に向
け、効果的な人権啓発や人権学習等をＤＸを活用して行う検討を行う。
隣保館の総合相談事業の更なる充実と、伴走型支援事業の充実及び、周辺地域をも巻き込ん
だ事業の展開と利用（理解）促進。

1

4

3

効果が出て
いる点

伊賀市生活館条例の一部改正を行い、公共施設の整理統合ができ
た。（利用施設の改修・不要施設の解体）
八幡町駐車場は、所管を全て建設部・住宅課での所管でＲ４年度をス
タート。
貸付金の償還については、一定の成果が出せた。（収納率　2％～4％
アップの予定）

第４次計画において、従前の生活実態調査を
実施していないことによる計画策定への影
響。
第４次計画における、単年度事業の全庁関
係各課の評価チェック項目数を削減する。
ＦＭ推進会議等の計画に基づき条例等の整
備ができたので、財政課と協議の上、計画的
な施設解体・撤去を実施。跡地については、
地元自治協・自治会・運動団体等と協議し、
跡地については普通財産化と売却等への理
解・承認が必要。

やや遅れている

課題

第４次伊賀市部落差別解消（同和施策）推進計画を策定する。
国への償還が完了することに伴い、基金条例の廃止、住宅新築資金等
特別会計を終了し、一般会計で貸付金の早期回収を促進する。（Ｒ５歳
入からの繰上充用は行わない予定。）

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

傾
向

・満足度はやや高く、参画度はやや低い。
・２９歳以下の満足度が高い。
・７０歳以上と、３０歳以上３９歳以下と、５０歳以上５９歳以下の参画
度が低い。（新型コロナの影響もあった。）

満足度(R3)

58.6%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

44.6%
平均(R3)

43.7%
0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

障がいのある児童生徒の自立や社会参加に向けた主
体的な取り組みを支援するという視点に立ち、一人ひと
りの教育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活
や学習上の困難を改善または克服するため、適切な指
導や必要な支援を行います。また、こども発達支援セン
ター、いが児童発達支援センターと連携しながら、適切
な支援や望ましい就学指導をめざします。さらに、「個別
の教育支援計画」「個別の指導計画」を作成し、学校・学
級に応じた教育支援員の配置に努めます。「伊賀市いじ
め防止基本方針」「学校いじめ防止基本方針」に基づ
き、いじめを正確かつ積極的に認知し、いじめの未然防
止・早期解決に向け、学校・家庭・地域が連携していじ
め問題に対応します。また、児童生徒が情報に対して正
しい判断力を持ち、安全かつ有効に活用できるよう、情
報モラル教育を進めます。
いじめやネットトラブル等の問題行動を早期に把握し、
関係機関との連携及び教職員の共通理解を図り、指導
体制を確立して指導にあたります。また、教育相談等を
通じて共感的理解に努め、児童生徒の持つ生活課題を
正しく把握し、その早期解決に努めます。

成果指標
の説明

成果指標

実績
（％）

100 100 100

成果指標 情報モラル学習を実施する学校の割合

目標値

学校教育課による各学校への調査結果（12月末時点）の
割合

100

3

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）

成果指標 個別の教育支援計画・指導計画の作成割合

成果指標
の説明

学校教育課による各学校への調査結果（12月末時点）の
割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

成果指標
の説明

全国学力・学習状況調査（児童生徒質問用紙）において「将来の夢や目標を
持っていますか。」（４月時点）に対して肯定的に回答した小学６年生と中学３
年生の割合

実績
（％）

76.8 74.2 80

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

実績
（％）

90 88.9 90

成果指標 将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合

成果指標 学校改善に努めていると感じる保護者の割合

成果指標
の説明

各学校が実施する学校評価アンケート（保護者用）において「学校は、保護者や地域
（学校運営協議会委員等）の意見を取り入れて学校改善に努めている。」（12月末時
点）と回答した割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

100 100

実績
（　）

2024
(R６)

2023
(R５)

2022
(R４)

2021
(R３)

現状値

ＫＰＩ（成果指標）

4

2

〇児童生徒支援事業
〇不登校児童生徒支援事業
〇外国人児童生徒支援事業
〇特別支援教育充実事業
〇生徒指導推進事業
〇子ども支援ネットワーク・アクション事業
〇部活動指導員配置促進事業
〇健康管理経費
〇就学奨励費
　　　　　　　　　　　　　　他

児童生徒の支援

5-3
子どもたちが、未来に夢や希望を持てる

学校教育

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 教育委員会

1

学校マニフェスト

〇地域とともに学校マニフェスト推進事業
　・学校経営品質向上事業
〇学力向上推進事業
〇人権同和教育推進事業
〇キャリア教育推進事業
〇英語指導助手招へい経費
〇伊賀市教育研究センター管理運営経費
〇学校管理用備品整備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他

確かな学力の保障、人権・同和教育の充
実、キャリア教育の推進を３本柱に、子ども
たちの自立をめざすために取り組むべき努
力目標、具体的な取り組み内容等を学校
（園）マニフェスト として作成し、保護者や地
域の方に公表し、評価を受け、改善を行
い、学校（園）経営の質の向上に努め、保
護者・地域に信頼される学校・幼稚園づくり
をめざします。
確かな学力の保障については、児童生徒１
人１台のタブレット端末等のICT機器を有効
に活用し、一人ひとりの個性に応じた教育
を一層推進し、学力の向上に努めます。

夢を追い求められるよう、一人ひとりが確かな人生観を持ち、心豊かで健やかに成長する教育をめざします。

します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業

成果指標
の説明

実績
（％）
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4

課題

2

効果が出て
いる点

課題

【ＣＨＥＣＫ②】

満足度(R3)

53.9%

3

・学校に教育支援員、特別教育支援員を配置し、児童生徒のニーズに
あった支援を行う体制をつくった
・伊賀市いじめ防止基本方針に基づき、いじめの未然防止・早期解決に
向け、学校・家庭・地域が連携して対応した。また、いじめ問題対策連
絡協議会を年２回開催し、関係機関と諸課題を共有し、効果的な対策
について協議した。

・包括的生徒指導モデル校推進事業の成果
を踏まえ、他校に取組を広げていく。県SSW
を講師に招き、Q-U調査の結果分析や、それ
を踏まえた実践について研修を行う。
・各校の特別支援教育コーディネーターを対
象とした研修を充実させ、通常学級に在籍す
る特別な支援を必要としている児童生徒への
支援を推進する。

計画通り進めてい
る

・生徒指導上の課題に対する未然防止・早期解決にあたる。
・特別な支援を必要とする児童生徒が増加傾向にある中、通常学級に
おける児童生徒のニーズにあった支援を推進していく必要がある。

・学校運営協議会を中心とした、コミュニティ・スクールの推進をスムー
ズにスタートさせるよう努めなければならない。
・令和３年度は全国学力・学習状況調査は、全国平均より小学校は「や
や上回る」、中学校は「やや下回る」という結果であることから授業改善
等の学力向上の取組が課題である。
・ICT機器を活用し、個別最適化をめざした教育の推進が課題である。

【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証

計画通り進めてい
る

参画度（R３）

傾
向

・平均と比べ、満足度、参画度ともにやや高い。
・29歳以下の満足度が高い。
・50歳以上の参画度が低い。

平均(R3)

52.6%

事務事業の改善案 取り組み状況

1

効果が出て
いる点

・学力向上、人権・同和教育の充実、キャリア教育推進を柱に、各学校
が学校マニフェストを作成・公表し、児童生徒・保護者等からアンケート
による評価を行い、実践にいかした。
・学力向上プロジェクト委員会を組織し、みえスタディ・チェックの結果等
から学力課題を分析し、各校での授業改善や家庭と連携した家庭学習
の取組につなげた。

・各校区の学校支援地域本部と学校運営協
議会の取組を両輪とし、課題を解決するた
め、学校と地域がとともに学校運営に取り組
む体制を整えていく。
・調査結果を分析し、授業改善、安心して学
べる環境づくり、保幼小中学校の連携、保護
者・地域との連携に取り組む。
・一人一台タブレット端末の効果的な活用に
ついて研修を深め、実践を積み重ねていく。

参画度(R3)

45.0%
平均(R3)

43.7%

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

実績
（％）

2

学校施設整備

○施設維持管理経費
・学校の保守点検、清掃、修繕
○施設改修事業
・学校施設の改修
〇依那古小学校大規模改造事業（繰越）
・上野南小学校開校に向けた大規模改造
○新型感染症対策事業
・補助金を活用した空調整備、トイレ改修等
○緑ヶ丘中学校校舎大規模改造事業
・老朽化した緑ヶ丘中の大規模改造

実績
（　）

成果指標
の説明

学校施設長寿命化計画に基づき、長寿命
化の視点に立った施設・整備の保全を計画
的に行います。また、情報教育の推進など
時代の変化に伴う課題に対応した機能整
備も進めます。
児童・生徒数が少ないスクールバス運行路
線については、規模に応じた運行方法など
を検討します。
安全・安心でおいしい給食を提供するととも
に、小学校給食のセンター方式への段階
的移行に向け、学校・関係事業者との協議
を進めます。

成果指標 施設改善率

成果指標

成果指標
の説明

学校施設長寿命化計画に掲載している建物数のうち、事
業計画に基づき改修などを行った建物の割合

0 8.8

1

校区再編
○奨学金等支給事業
・高校生・大学生等に奨学金を支給。
○情報化教育推進経費
・ＧＩＧＡスクール構想への対応等
〇スクールバス運転管理及び維持経費
・直営、委託等によるスクールバスの運行
○遠距離通学者等通学経費
・遠距離通学児童生徒の通学費補助
○教材・教具整備費
・図書、教材備品等の購入
○新型感染症対策事業
・補助金を活用した消耗品、備品購入等
○学校給食管理経費
・自校方式による給食実施
〇給食センター管理運営経費
・センター給食の管理運営事業

適正な児童生徒数での学校運営を行
うため、校区再編計画を策定した地区
の該当校の統合を推進します。また、
将来の児童生徒数の減少を見据え、
子ども達にとって望ましい教育環境の
検討を進めます。

成果指標
の説明

R2.4月現在、校区再編の計画がある小学校の複式学級数
《現在、２地区５校で校区再編を計画しており、R6には統
合を完了させる予定であるので、その時点で２地区の複式
学級が解消されている。》

成果指標 複式学級数

実績
（学級数）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

5-4
子どもたちが、安心して学べる

教育環境

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 教育委員会

17.6

2 2 0

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
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52.6%

参画度(R3)

34.0%
平均(R3)

43.7%

2

効果が出て
いる点

令和２年度に「伊賀市学校施設長寿命化計画」を策定し、安全性の向
上に係る危険除去や統合に係る改修を勘案して実施しており、概ね計
画通り実施できている。また、計画に無いものや小修繕についても営繕
担当職員を配置することで、迅速に対応できている。（令和4年度には
学校施設室が新設されたため、よりスピーディーな対応が可能とな
る。） ・長寿命化計画における第二次実施計画の

策定
・国県補助金等の財源を確保し、計画を前倒
しできるようにする。

計画通り進めてい
る

課題
時代の変化に伴う課題（統廃合、空調、トイレ、調理室など）や情報教育
の推進等、従来の維持修繕ではなく、学習環境の向上や機能充実が必
要になる。また、材料費の高騰により事業費の増加が懸念される。

1

4

3

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

傾
向

・50歳以下の子育て世代の満足度、参画度は比較的高いが、５０代
については他の世代に比べ満足度、参画度ともに低くなる。

効果が出て
いる点

校区再編計画で未実施となっていた依那古、神戸、比自岐小学校の統
合について検討協議会を6回開催し、令和5年4月での統合が決定し、
それに向けた準備を進めている。

・新たな校区再編計画策定に向けた検討委
員会の発足
・廃校利活用プロジェクト会議による協議及び
調整の推進。

計画通り進めてい
る

課題

既に一定の統合を行った小学校や、伊賀市校区再編計画にない地域
の小学校においても、児童数が減少している。
通学方法においても、スクールバスの運行台数が増加し、路線や運航
形態も複雑化しており、遠距離通学に係る補助制度にも地域間で格差
が生じている。
また、統合により廃校となった施設の管理や利活用が課題である。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

満足度(R3)

54.8%
平均(R3)

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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実績
（人）

4

青少年健全育成

○青少年健全育成事業
　・青少年育成団体を中心とした青少年健全
育成の啓発や事業実施
○放課後子ども教室推進事業
　・放課後子ども教室の委託等
○学校支援地域本部推進事業
　・地域力を活用した学習支援等
○青少年センター運営経費
　・青少年に対する街頭活動や相談活動等の
実施

市民団体等と連携し、「輝け！いがっ
子憲章」の周知・啓発を行います。
家庭・学校・地域が一体となり青少年
の安全確保と健全育成を目的として、
子どもの居場所づくりである放課後子
ども教室の実施や、子どもの見守りや
相談支援を行う青少年センターの充
実を図ります。
また、青少年育成団体の活動を支援
し、心身ともに健康で、豊かな未来に
希望を持った青少年の育成を推進し
ます。

成果指標
の説明

教育委員会及び青少年育成団体が実施する体験教室、
子ども教室への参加者数

成果指標 体験事業参加者数

7,360 1,844 7,500

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

3
〇図書館管理経費
　・子どもの読書活動推進

家庭、地域、学校、図書館等との連携
を図り、子どもが自ら進んで読書に親
しめる環境を整えます。また、市内で
活動する読み聞かせボランティアグ
ループの育成を行うとともに、読み聞
かせボランティアグループへ図書資料
等の団体貸出を行い、活動支援を行
います。

実績
（冊）

子ども読書活動

成果指標
の説明

上野図書館ほか分館における児童書の年間貸出冊数

成果指標 児童書の年間貸出冊数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

118,710 123,497 145,000

62,224 352,000

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

5-5
生涯を通じ、生きがいを持ち活躍できる

生涯学習

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 教育委員会

1

生涯学習

○成人式開催経費
　・成人の自覚を促すなど社会の構成員とし
ての啓発
○社会教育推進経費
　・社会教育委員会開催及びそこでの調査・
検討
○公民館事業
　・教室や講座、講演会などの開催

若者の社会参画として成人式の運営、中間
層世代の参画を促すための初めての講師
サポート事業、まちづくりにおける人材育成
を目的にした研修会や講座など市民の学
習意欲・社会参画に応じた学習・参画の機
会を提供します。
また、各住民自治協議会が特色ある生涯
学習活動を行えるよう、関係課や関係機関
等と連携し積極的に支援を行います。さら
に、地域間の情報共有の場や意見交換
会、地区市民センターを利用した出前講座
など地域との連携により事業を実施しま
す。

実績
（人）

成果指標
の説明

初めての講師サポート事業など地域で活動できる人材育
成のための講座及び交流会の参加者数

成果指標 人材育成講座 参加者数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

274 492

2024
(R６)

目標値
(単年)

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

480

2

図書館活動

〇図書館管理経費
　・図書館利用及び読書推進
〇貴重資料デジタル化事業
　・貴重資料のデジタルアーカイブ化による資
料の利用促進

実績
（人）

すべての市民がどこに住んでいても等しく図書館
サービスを受けられるよう、図書自動貸出や予約
本自動受取等サービスのIT化を進めるとともに、
学校図書館、上野点字図書館、歴史・文化等関係
施設や、読み聞かせボランティアグループ、関係
団体などと連携し、図書館サービスの充実に努め
ます。さらに、地域資料や地域振興支援等「地域
の特性を活かすサービス」、児童・ヤングアダルト・
シニア・障がい者・多文化等「利用対象者別サービ
ス」、レファレンス等「資料・情報提供サービス」に
ついて、より効率的で専門性の高い図書館サービ
スを提供します。

成果指標
の説明

上野図書館の年間入館者数
《目標値は、伊賀市新図書館基本計画（H26.3策定）に記載の新図書館の延
床面積3,600㎡をもとに、「伊賀市のにぎわい創出に向けた庁舎移転後の利
活用方針について（H28.8.16）」資料として公表した入館者数（97.67人／㎡）✕
3,600㎡を引用》

成果指標 図書館年間入館者数

80,523

68



2

効果が出て
いる点

市及び市内関係団体が所蔵する古文書などをデジタル化して公開したことで、いつでも、どこで
も、だれでも学べる環境を整えることができ、伊賀の歴史文化の魅力を広く発信できた。
小学生を対象に「調べ学習」を実施し、図書館資料の活用の仕方を学ぶ機会ができた。館内に
おいても特集コーナーの設置により対象者別の多様なニーズに対応することができた。
また、市内小中学校へのセット文庫の定期配送等により学校図書室と連携して読書推進体制
を整えることができた。
職員が研修会へ参加することでレファレンスサービスの向上に繋げることができた。

・各取り組みのPR活動
・学校等との連携

計画通り進めてい
る

課題 各取り組みを広く周知する必要がある。

1

4

効果が出て
いる点

　青少年育成に携わる団体の支援により、親子のふれあいや子ども達
の体験の場を提供してもらうことでこどもの居場所づくりに資することが
できたと考えています。関係行事等について令和２年度では事業を中
止せざるを得ないこともありましたが、令和３年度はほぼ予定どおり実
施することができました。また、青少年センターの運営を行うことで子ど
もの見守り等の活動を行いました。

・令和４年度以降の青少年育成関係団体の
体制の具体的検討

計画通り進めてい
る

課題
　青少年育成に携わる団体の支援について検討が必要であると考えて
います。

3

効果が出て
いる点

市内で活動する読み聞かせボランティアグループとの連携や図書資料
等の団体貸出を行い活動支援を行うことで子どもが自ら進んで読書に
親しめる環境を整えることができた。

・読み聞かせボランティアの育成
計画通り進めてい

る

課題 読み聞かせボランティア数が減少している。

効果が出て
いる点

はじめての講師サポート事業など令和２年度は中止した事業を実施す
ることができ、参加者数も増加しました。
令和５年成人式の実施方針を決定し、対象者に周知しました。
生涯学習推進指針策定及び推進などについて、検討の場を持ちまし
た。

傾
向

・平均と比べ、参画度が低い。
・29歳以下の満足度が高い。
・50歳以上59歳以下の参画度が低い。

・講師サポートやボランティア養成講座、生涯
学習支援員の研修開催
・公表している内容で成人式を実施していくた
めの準備（具体的には、各回の実行委員組
織など）

やや遅れている

課題

地区公民館を令和３年度末で廃止したことに伴う、生涯学習支援員の
研修内容を固める必要があります。
成人式開催について、対象者への働きかけを具体化していくことが必
要です。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

満足度(R3)

47.9%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

32.4%
平均(R3)

43.7%

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

2024
(R６)

目標値

3

実績
（件）

2

市民活動

〇ゆめぽりすセンター維持管理経費
　・ゆめぽりすセンター運営管理
　・市民活動支援センター運営管理
〇地域活動支援事業
　・地域活動支援事業補助事業
　・N-1グランプリ開催事業

実績
（　）

成果指標
の説明

市民活動支援センターにおいて、市民活動
団体の活動内容などの情報を積極的に発
信することで、市民活動に対する市民の関
心を高め、自主的なまちづくり活動への参
加を推進します。また、各種研修会の開催
や市民活動支援員による相談体制の充実
を図り、市民活動団体の活性化を促進しま
す。
市民の自主的なまちづくり活動を支援し、
個性的で魅力あふれる地域づくりを推進す
るため、地域活動支援事業を実施し、市民
活動団体の継続的な活動をサポートしま
す。

成果指標 市民活動支援センター 利用件数

成果指標

成果指標
の説明

市民活動相談件数、情報交流スペース利用件数、印刷機
利用件数の合計件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

6-1 住民自治活動、市民活動やボランティア活動が
活発に行われる住民自治・市民活動

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 地域連携部

1

住民自治
〇住民自治協議会推進経費
　・地域まちづくり計画の進行管理
　・地域包括交付金やキラっと輝け！地域応
援補助金等による財政支援
〇自治振興経費
　・公民館建設費補助事業
　・コミュニティ助成事業
〇地区市民センター維持管理経費
　・地区市民センター運営管理
　・指定管理者制度導入支援
〇地区市民センター施設改修事業
　・第2期実行計画に基づく整備

住民自治協議会に対し、住民自治に関す
る研修会や勉強会を開催し、住民自治活
動の活性化を図り活動への参画を促進す
るとともに、住民自治活動の拠点となる地
区市民センターの指定管理者制度 の導入
をめざします。
また、持続可能な地域づくりに向けて、地
域包括交付金やキラっと輝け！地域応援
補助金などの財政支援を行うとともに、地
域担当職員や市民活動支援センターでの
相談体制を充実させることにより、住民自
治活動を支援します。

成果指標
の説明

令和元年度の申請件数を起算値として、団体からの補助
金申請件数の累計値

成果指標 キラっと輝け！地域応援補助金 申請件数

実績
（件）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

11 42

目標値
(単年)

1,307 950 1,372

す。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

81

70



2

効果が出て
いる点

市民活動支援センターにおいて、会員・団体間の交流の場として「情報
交流スペース」を開放している。利用団体の多くが広報紙等作成にセン
ターの印刷機を利用し、限られた活動資金の中で印刷機の購入や有料
講義室の使用が困難な団体にとって有益な支援となった。また、新たに
「Ｎ-１グランプリ」を創設し事業を展開したことで、令和4年度地域活動
支援事業補助金への問い合わせや応募団体が増えた。

・市民活動支援センターホームページ新規開
設などによる情報発信力の強化
・「Ｎ-１グランプリ」事業の定住自立圏域連携
町村との連携強化
・市民活動への若者の関心を高め、参加･参
画に繋げる施策の検討
・ゆめぽりすセンター（市民活動支援セン
ター）のあり方の検討

計画通り進めてい
る

課題

少子高齢化の進展により、市民活動団体の構成員の高齢化が進み、
特にコロナ禍においては活動の継続性が危惧されている。そのような
状況の中で、各団体の活動を維持するためにも、市民活動支援セン
ターの利用促進と市民活動支援員のスキルアップ及び相談体制の充
実が必要となり、中間支援窓口としての施設の効果的・効率的な運用
が必要である。

1

4

3

効果が出て
いる点

地域包括交付金を段階的に減額して交付している中、キラっと輝け！
地域応援補助金を活用し、地域まちづくり計画の見直しやコミュニティビ
ジネスの検討を行う住民自治協議会が年々増えている。また、令和4年
度から8地区の市民センターで、センターが所在する地域の住民自治協
議会により指定管理業務が開始されることとなった。

・地域包括交付金やキラっと輝け！地域応援
補助金等の財政支援の見直し。
・地区市民センター指定管理者制度導入の
推進
・住民自治協議会労務･税務相談の実施
・地区市民センターのインターネット環境整備

計画通り進めてい
る

課題

新型コロナウイルス感染症の影響により、住民自治活動にも多大な影
響が生じている。持続可能な地域づくりに向けて、「新しい生活様式」な
どを意識した住民自治活動を実施いただく必要があることから、そのた
めの支援についても地域のニーズを把握した見直しを検討する必要が
ある。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

傾
向

・満足度、参画度とも決して高いとは言えない。
・４０歳以上４９歳以下の満足度が低い。
・４９歳以下の参画度が低い。

満足度(R3)

58.3%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

43.6%
平均(R3)

43.7%
0%
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100%

0% 50% 100%
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現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

実績
（　）

3

成果指標

成果指標
の説明

4

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

成果指標

2

外国人住民への支援

〇多文化共生推進事業
〇多文化共生センター管理運営経費

・伊賀市多文化共生センターにおいて、健康推進・
子育て支援等の部局との一元的相談窓口で相談事
業を行った。
・新型コロナ感染症感染防止対策などの各種情報
をＳＮＳなどの媒体を活用し多言語で提供した。
・LOGOチャット等で、コロナワクチン集団接種予約
やマイナンバーカード申請書予約など多言語で実
施した。
・テレビ通訳、AI翻訳を13言語まで対応できる業務
を委託した。

実績
（％）

伊賀市多文化共生センターにおい
て、多言語での相談や生活支援を行
うほか、必要な情報を集約し、発信す
るなど外国人住民への支援の充実を
図ります。また、多文化共生にかかる
日本人の相談窓口としての機能を充
実させ、人や文化の交流を促進しま
す。 現状値

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

79.8 92

成果指標
の説明

外国人住民アンケートで「伊賀市に住んでよかったと感じ
ていますか」の設問において、「とても感じている」または
「だいたい感じている」と答えた人の割合

成果指標 伊賀市に住んでよかったと感じている外国人の割合

2024
(R６)

目標値
(単年)

84.0

1

多文化交流 〇多文化共生推進事業
〇多文化共生センター管理運営経費

・外国人とのコミュニケーションや文化を紹介
する多文化共生理解事業を行った。
・出前講座を市内小学校、高校等で実施し
た。
・交流事業を国際交流協会へ委託し実施し
た。
・「伊賀市多文化共生指針」を8月に策定し、
11月から「伊賀市多文化共生推進プラン」の
策定に着手した。
・漢字教室や学習支援教室のボランティア養
成講座を行った。

多文化共生社会の実現に向け、（仮
称）伊賀市多文化共生指針に基づ
き、伊賀市国際交流協会やNPO等と
連携し、多文化理解を深めるための
講座やイベント等を実施します。ま
た、多文化共生社会を推進するサ
ポーターを養成し、地域や学校等での
多文化交流を促進します。

実績
（％）

成果指標
の説明

外国人住民アンケートで「市内に住む日本人とどのような
付き合いがありますか」の設問において、「日常生活の話
（世間話）をする」「困ったときに助け合っている」「家族同
様に親しく付き合っている」と答えた人の割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

22.8 56

成果指標 日本人との交流がある外国人の割合

30.0

要な情報を提供できる体制を構築します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

6-2
国籍や文化の違いを認め、共生する

多文化共生

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 人権生活環境部

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

成果指標
の説明

実績
（　）
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満足度(R3)

62.6%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

41.6%
平均(R3)

43.7%

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

2

効果が出て
いる点

伊賀市多文化共生センターの移転により、既存施設との一元的相談窓
口の拡充が出来た。また、タブレット端末、映像通訳アプリ等の導入を
行ったことにより、コロナ禍で非対面による通訳業務などが円滑に行え
た。外国につながりをもつ児童生徒のための学習支援について、従来
の「ささゆり教室」に加え、「日本語指導教室（漢字学習支援教室）」を外
部委託により新しく開設した。実績とノウハウがある団体に委託すること
で持続可能な支援が期待できる。

・外国人相談の効率化を図るため、多文化共
生センターの更なる周知を行い、本庁の相談
件数の分散化を図る。
また、センターと本庁との連携手段等につい
てＩＣＴを活用することによりＤＸ化を図る。
・多文化共生センターの活動内容を市民に周
知し、ボランティア等の協力者を増やしてい
く。

計画通り進めてい
る

課題

・コロナ禍の中、相談件数が倍増しており、相談手法やDXを活用した手
法の多様化を検討し効率化を図る必要がある。
・多文化共生センターを活用した事業を行っていくうえで、ボランティア
育成が必要である。

4

3

1

効果が出て
いる点

自治会から地域の外国人への通知等の翻訳依頼があり、地域の住民
として受け入れ共生していこうとする行動がみられる。（R3年度実績：５
地区３言語、15件）
学校においても、社会見学や多文化理解出前講座などの機会をもち多
文化共生の理解を深めている。外国人からのボランティア参加や地域
活動に関する問い合わせも増えている。（国際交流フェスタ、多文化理
解講座、地域のスポーツクラブへの加入など） ・多文化共生の取り組みを明確化するため、

「伊賀市多文化共生推進プラン」の策定を進
める。

計画通り進めてい
る

課題

・互いの文化背景や多様性を認め合い、住みよさが実感できる多文化
共生社会の実現に向け、市民、住民自治協議会、各種団体、行政など
「オール伊賀市」で取り組むための施策や協力体制などのプランが定め
られていない。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

参画度（R３）

傾
向

・５０歳以上５９歳以下の満足度が低い。
・５０歳以上５９歳以下の参画度が低い。

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度
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めます。

まちづくりや産業に活かします。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

6-3
豊かな感性を育む文化・芸術に親しむ

文化・芸術

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 企画振興部

1

文化・芸術振興

○文化振興経費
・伊賀市文化振興プランの推進
・「市展いが」の開催

文化振興ビジョン及び文化振興条例
を踏まえた文化振興プランを策定し、
それに沿って文化・芸術振興の具体
的な取り組みを進めることで、市民の
文化・芸術意識の向上を図ります。
文化振興ビジョンで、伊賀市の文化振
興の中心的存在と位置付けられた
（公財）伊賀市文化都市協会などと連
携し、市民が芸術に触れる機会を提
供します。
市民、芸術団体の活動支援を行い、
文化・芸術活動の担い手を育成しま
す。

実績
（人）

成果指標
の説明

市民が芸術に触れる機会の提供及び活動支援、文化芸
術活動の担い手育成への取り組みの効果を測るための指
標。市民美術展覧会の一般応募者と鑑賞に訪れた人数合
計

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

1,542 1,233

成果指標 市民美術展覧会 出品者数、鑑賞者数

2,000

2

文化施設維持管理

○文化施設維持管理経費
・文化会館ほか２施設、ミュージアム青山讃
頌舎指定管理

文化・芸術活動の拠点となる文化会
館などホール施設の適切かつ効果的
な管理運営を行い、施設環境の維持
向上に努めます。子どもたちが次代
の文化の担い手となるよう、優れた文
化・芸術に触れ学ぶ機会づくりとして、
ホール施設を活用した文化・芸術事
業や、アウトリーチ事業 を実施しま
す。

実績
（％）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標
の説明

伊賀市文化会館、あやま文化センター、青山ホールで開
催される自主事業や、そこを拠点としたアウトリーチ事業
の参加者数全体に占める中学生以下の子どもの割合

成果指標 自主事業の入場者数全体に占める子どもの割合

2024
(R６)

目標値
(単年)

20 23 30

3

芭蕉翁顕彰

○芭蕉翁顕彰経費
・第75回芭蕉祭の開催
○芭蕉翁記念館・偲翁舎・蓑虫庵等管理運
営経費
・芭蕉翁記念館、蓑虫庵、偲翁舎などの運営
○芭蕉翁関連施設改修事業
・史跡芭蕉翁生家の保存改修工事完了

芭蕉翁の生誕地として、芭蕉文学と
俳句文芸の調査研究、継承、啓発を
行うとともに、関係団体や自治体と連
携し、俳句の文化的価値を世界へ発
信する取り組みを進めます。
多くの人に親しまれる顕彰事業や芭
蕉翁記念館の運営を行います。また、
人づくり・まちづくりにつながる新芭蕉
翁記念館の整備に向けた検討を進め
ます。

実績
（点）

成果指標
の説明

芭蕉翁顕彰並びに芭蕉文学と俳句文芸の調査研究、継
承、啓発、発信する取り組みの効果を測るための指標。俳
句、連句、絵手紙、ポスター原画の応募数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

36,829 38,713

成果指標 芭蕉祭献詠俳句等応募数

40,000

4
現状値

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標

成果指標
の説明

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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参画度（R３）

傾
向

・満足度は高いが、参画度は低い。
・49歳以下の満足度が60％を超え、特に29歳以下の満足度が高
い。
・すべての年齢層において参画度が低い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

満足度(R3)

57.3%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

33.9%
平均(R3)

43.7%

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

・文化ホールのアウトリーチ事業として、市内
小中学校等に出向き文化芸術活動を行うこと
で、子どもたちが文化芸術に触れる機会を創
り、文化施設の利用につなげる。
・子どもたちが興味を示すような展示・取り組
みを検討していく。

計画通り進捗して
いる

課題
展示部門（崇広堂・赤井家住宅・入交家住宅・青山讃頌舎）での事業
（ぶんと主催・共催）では26事業における子どもの参加率が10.0％となっ
ており、 来訪を促す仕掛けが必要となっている。

1

効果が出て
いる点

市展いがでは、若年層の参加を促すため高校へ出向いて参加依頼を
行うなどした結果、市内4校から54人（昨年度20人）の応募があり、文化
芸術に親しむ裾野が広がった。

・引き続き、高校生の参加を促す取り組みを
行う。
・市展いがの開催情報を一層ＰＲする方策を
検討する。

計画通り進捗して
いる

課題
・市展いがに高校生が参加できる支援が必要。
・市展いがの観覧者が微減している。

2

効果が出て
いる点

ホール部門（３ホールでのぶんと主催・共催事業）での24事業における
子ども（高校生以下）の参加率は37.2％となっており、文化芸術に触れ
る子どもの割合が高くなっている。

4

3

効果が出て
いる点

芭蕉祭献詠俳句等の応募数が年々増加しており、俳句に親しむ人が増
えている。

・市内小中学校に対し、郷土教育として、引き
続き俳句への取り組みをお願いしていく。
・近隣・ゆかりの市町村には、芭蕉翁生誕地
として俳句の魅力などを発信する。
・芭蕉翁顕彰会が行う、子ども向け・教員向け
の俳句啓発の取り組みを支援する。

計画通り進捗して
いる

課題
献詠俳句児童・生徒の部応募数が年々減少している。少子化の影響も
あると思われるが、次世代へ繋いでいくため、芭蕉のふるさととして俳
句の普及に係る取り組みが必要。
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目標値
(単年)

21 21 63

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

す。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

6-4
歴史や文化遺産を守り、未来へと引き継ぐ

歴史・文化遺産

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 教育委員会

1

文化財保護 〇文化財保存経費
・国史跡御墓山古墳・伊賀国庁跡・伊賀国分
寺跡・上野城跡の草刈り等環境整備
・特天然オオサンショウウオ保護業務
・県天然記念物ノハナショウブ群落管理業務
・国史跡上野城跡高石垣定点観測測量業務
ほか
〇文化財保存事業
・重文観菩提寺本堂・楼門の防災設備整備
・重無民上野天神祭のダンジリ行事の伝承・
活用事業、同保存管理事業　ほか
〇伊賀市文化財保存活用地域計画策定事
業
・伊賀市文化財保存活用計画策定

市内に所在する未指定・未登録の文化財
の調査・記録を促進して保存すべきものを
指定・登録するとともに、文化財の保存・活
用についての総合的な計画策定に取り組
みます。
建造物などの有形文化財は、管理者と協
議のもと保存・修理し、防犯・防災施設の整
備に努めます。また、祭礼などの民俗文化
財は、後継者の育成と道具の修理等を支
援します。さらに、史跡や名勝、天然記念
物は、文化財の価値をより高めるために、
環境整備や適切な維持管理、周辺環境の
保全に努めます。開発に伴い失われる埋
蔵文化財は、発掘調査を実施し記録保存
を図ります。

実績
（件）

成果指標
の説明

市内のさまざまな文化財を調査・研究した結果、保存・継
承すべきものとして取り組んだ成果を測るための指標

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

500 502

成果指標 指定及び登録文化財数（累計）

520

2

文化財の活用
〇文化財保存経費
・指定文化財説明看板設置
・オオサンショウウオ観察会開催
・企画展示（大山田郷土資料館）
〇文化財施設維持管理経費
・指定管理文化財施設（旧崇広堂・旧小田小
学校本館ほか）における活用事業
〇文化財保存事業
・親子で歩こう秋の城下町（上野天神祭のダ
ンジリ行事活用事業）
〇国史跡伊賀国庁跡保存整備事業
・国史跡伊賀国庁跡の史跡整備
・府中地区文化財ウォーク

身近な歴史や文化財の成り立ちや価
値を伝えるため展示施設の整備に努
めるとともに、講座の開催やパンフ
レットの作成などを通じて普及啓発活
動を行います。また、旧崇広堂などの
文化財施設を積極的に活用し、地域
の歴史や文化財の魅力を発信すると
ともに、史跡の価値や魅力をより高め
るため、史跡整備の推進や維持管理
に努めます。

実績
（人）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標
の説明

旧崇広堂・旧小田小学校本館・入交家住宅・城之越遺跡・
大山田郷土資料館の入館・入園者数

成果指標 文化財施設 入館者数

2024
(R６)

目標値
(単年)

17,108 16,787 18,000

4

歴史資料の整理・保存・管理 〇歴史資料保存管理経費
・地域において資料の継承が困難になってお
り、寄付申込者が増加している。寄贈資料の
目録作成と翻刻作業に取り組む。
・移転した事務所において、適切に保存・管
理することができるよう、整備に取り組む。

『伊賀市史』編さん資料や、失われゆ
く歴史資料から地域の歴史と魅力を
継承し、将来にわたって活用できるよ
うにするため、資料の収集や整理作
業を行うとともに、文書館の設置によ
り公開・保存・管理体制の整備に取り
組みます。

3

歴史まちづくり

〇歴史的風致維持向上計画進捗管理事業
・歴史的風致維持向上協議会の開催、中部
歴まち会議・サミット出席等
・登録有形文化財調査
・啓発看板等設置

上野城下町、観菩提寺と大和街道
島ヶ原宿、大村神社と初瀬街道阿保
宿の３つの重点区域において、歴史
的風致形成建造物の指定や修景助
成、まち巡り拠点の整備や古民家再
生事業などを推進することにより、歴
史的な風致の維持向上を図ります。

実績
（％）

成果指標
の説明

成果指標 歴史的風致維持向上計画事業 進捗状況

成果指標
の説明

歴史資料を収集・整理及び啓発・発信した結果を測る指標

実績
（件）

40 66 50

成果指標 歴史資料 閲覧件数

歴史的風致維持向上計画に掲載された個別事業の完了
した割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)
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参画度（R３）

傾
向

・平均と比べ、満足度が高い。
・29歳以下の満足度が高い。
・70歳以上の参画度が高い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

満足度(R3)

63.5%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

37.4%
平均(R3)

43.7%

・活用事業を継続的に実施することで事業が定着しつつあり、事業後の
アンケートでも満足度が高い結果となっている。
・文化財や保存修理等の事業に関連するパンフレット等を発行し、周知
することができた。
・指定文化財や日本遺産構成文化財の看板設置事業の継続により、文
化財の情報を現地で発信することができた。
・国史跡伊賀国庁跡の保存整備事業を着実に進捗している。

・文化財の魅力や活用事業について、SNSを
積極的に活用して周知に努める。
・既存の施設やスペースでの文化財等の展
示を検討する。

計画通り進めてい
る

課題

・活用事業への参加者を増やすため、情報発信に取り組む必要があ
る。
・身近な歴史や文化財の成り立ちや価値を伝えるため展示施設の整備
に努める必要がある。

1

効果が出て
いる点

・重文建造物の防災施設は本年度事業実施によりすべての文化財に
設置できる。また、重無民上野天神祭のダンジリ行事にかかる楼車等
の保存修理等は、継続的に実施することにより着実に保存・継承が進
められている。
・その他、各種文化財の保存修理、保護活動、維持管理により、保存・
継承が進捗している。

・文化財の修理等の費用を確保するために
は、国・県の補助金のほか、民間企業の助成
金を活用するよう働きかける。
・広範囲かつ長期に及ぶ埋蔵文化財調査
は、民間調査機関に委託するなど、調査体制
を検討する。

計画通り進めてい
る

課題

・文化財の保存・修理は、多額の費用と期間を要する。伊賀市には、多
数の文化財が所在するため、対応できる件数に限りがある。劣化して
いる文化財の保存修理等に即応できない場合がある。
・開発に伴う埋蔵文化財調査は、開発面積が広い場合は、現在の市の
体制では対応が困難である。

2

効果が出て
いる点

4

効果が出て
いる点

・『伊賀市史』編さん事業以後も、歴史資料を保存・管理する部署として
認知されるようになり、資料の閲覧や照会、寄付申込が年々増加してい
る。伊賀市を知ることができる貴重な資料の保存・継承につながってい
る。
・青山支所改築に伴い事務所を移転したことにより、一定の資料収蔵の
スペースを確保することができた。

・貴重な資料や、身近な問題に関わる資料を
広く周知する機会を設ける。

計画通り進んでい
る

課題
・寄付等により収集した資料を活用し、伊賀市の歴史の魅力を周知する
取り組みが必要である。

3

効果が出て
いる点

・重点区域（上野城下町区域・初瀬街道阿保宿・大和街道島ヶ原宿）の
うち、上野城下町区域では、形成建造物の指定や登録有形文化財の
登録推進、建造物の修理や美観向上事業により、歴史的建造物を活か
したまちづくりが進んでいる。 ・大和街道島ヶ原宿では、宿場の歴史を伝え

るための看板作成を事業化している。
・地元自治協と協議を重ねることにより、歴史
的風致維持向上の取り組み内容を検討す
る。

やや遅れている

課題
・初瀬街道阿保宿、大和街道島ヶ原宿では、歴史的風致維持向上に向
けた取り組みの成果が見える形となっていない。

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度
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りに努めます。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

6-5
気軽にスポーツを楽しむことができる

スポーツ

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 企画振興部

1

スポーツ振興

●スポーツ活動振興事業
　・スポーツ協会やスポーツ少年団等への活
動支援
　・コロナ禍での感染防止対策を行いながら
のイベント実施可否の検討を行い、代替大会
（オンラインマラソン、写真展など）の開催

●三重国体推進経費
　・伊賀市実行委員会負担金

市民一人ひとりが気軽にスポーツを
楽しむ機会を創出するため、スポーツ
推進委員活動やスポーツ組織・団体
の活動を支援します。
スポーツ教室やスポーツイベントの開
催を通じ、スポーツに親しみ、その魅
力を身近に感じ、それぞれの立場で
スポーツ活動に参画する機会の創出
につなげます。

実績
（％）

成果指標
の説明

まちづくりアンケートの中で、週１回以上のスポーツを実施
している割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

28.8 53.6

成果指標 スポーツ活動実施率

43.2

2

スポーツ施設再編・維持管理

●体育施設整備事業
　・スポーツ施設再編・整備計画の策定
　・スポーツ施設の長寿命化改修工事
　・スポーツ施設の感染防止対策工事

●体育施設維持管理事業
　・指定管理者委託料
　・施設維持管理修繕

（仮称）スポーツ施設再編・整備計画
に基づき、全市的な視点で類似施設
の統廃合や機能分担を行い、安全で
利用しやすいスポーツ施設の整備、
修繕、改修を計画的に行います。
施設をいつでも気軽に利用できるよ
う、インターネットによる空き情報の検
索・利用予約サービスの導入につい
て検討します。

実績
（％）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標
の説明

各スポーツ施設（プール、艇庫は除く。）の稼働率（利用の
あった日／365日）の合計を施設数で除した数（平均稼働
率）

成果指標 スポーツ施設 稼働率

2024
(R６)

目標値
(単年)

45.96 41.22 55.15

3

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

4
現状値

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標

成果指標
の説明

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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参画度（R３）

傾
向

・満足度は、ほぼ２分されている。
・参画度は、全体的に低いが高齢者では高い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

満足度(R3)

51.5%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

32.4%
平均(R3)

43.7%

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

計画通り進めてい
る

課題

　・低グレードで利用率の低い小規模な施設が点在しており、再編整備計画に基
づき集約化・多用途化を進め、長寿命化を行う施設について改修工事を実施す
る。

　・施設利用率向上の為、施設を知ってもらえる案内情報の提供が必要である

　・利用利便性の向上のため、システム予約導入などの検討が必要。

1

効果が出て
いる点

　スポーツ振興や気軽にスポーツに親しめる身近な組織として、スポー
ツ協会やスポーツ少年団等が組織され各種大会の開催や、競技ス
ポーツの振興が図られている。
　また、国体運営ボランティアへの広報・運営研修、さらに事業所や地
域での炬火イベント実施を通して国体ＰＲと気運醸成に加え郷土食レシ
ピ作成などによる伊賀市の魅力のアピールを図った。

・市民スポーツフェスティバルのリニューアル
　競技スポーツに加え、レクリエーション種目
の追加

・アフターコロナを見据え感染防止を図りなが
らイベントの新しい方法での実施

・スポーツ少年団等事務局の外部委託
自主運営など関係する諸団体と継続して協
議を継続して行う。

計画通り進めてい
る

課題

　推進計画が目指すところであるスポーツ活動への無関心や価値観の多様化な
どでスポーツを実施されていない方はもとより、市民等が生活の中にスポーツを
取り入れ、健康で豊かな生活を営めることを目指し、気軽にスポーツを楽しめる実
施環境や機会を整え、成人の週１回以上のスポーツ実施率を高めていく必要が
ある。
　また、アフターコロナ等を見据え「新しい生活様式」にも配慮し、イベントの在り方
や各種団体の自主的な運営を図り組織の活性化を図るうえでも団体事務局の移
管や支援方法の在り方について検討が必要である。

2

効果が出て
いる点

　老朽化が進み利用率の低い施設の廃止（４施設）を行うとともに、長
寿命化改修やトイレの非接触型感染防止対策工事を施工し、安全で快
適な利用環境の向上を進めた。

・再編整備計画による改修等の実施。また統廃合を
行う施設について関係者との協議を行う。

・施設利用率の向上
　指定管理者による自主事業の活性化や新メ
ニューの検討、ＨＰなど施設情報の発信方法の見
直し等を通じて、スポーツ施設を利用してもらえる情
報発信を進める。
　またスポーツ以外のイベント等で目的外に活用で
きる方法がないか研究を行う。

・使いやすい施設の構築
　予約システムなど他の公的施設の庁内検討状況
を注視しつつ、指定管理者独自の簡素な方法での
実施可能性について引き続き研究を行う。

4

3
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【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

6-6
ファン獲得・拡大と地域への人口定着の推進

定住・関係人口

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 企画振興部

1

魅力発信

シティプロモーション推進事業
・ふるさと納税の推進
・関係人口の創出・拡大

大学と連携し「忍者」に関する市民講
座を開催することで、市民のシビック
プライドの醸成と市外における認知度
向上とファン獲得に努めます。また、
ふるさと納税などを通じて、官民が一
体となって伊賀市の特産品や地域資
源をPRし、販路拡大や関係人口の創
出に取り組みます。

実績
（人）

成果指標
の説明

伊賀市にふるさと納税をした年間延べ人数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

6,791 18,348

成果指標 ふるさと納税人数

12,000

2

地域人材育成

地方創生推進事業
・若者会議の推進
・IGABITO育成（高校連携）
三重大学伊賀連携フィールド事業の推進

小・中学校における郷土教育、市内高
校と連携したキャリア教育により、地
域を知り、地域との関わりを持ち続
け、地域に貢献する人材を育成し、将
来的なUターンや定住につなげます。
また、若者がまちづくりに参画しやす
い環境を整備し、教育機関や企業等
と連携し、次代の主役となる人材の育
成と地域の活性化を図ります。

実績
（人）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標
の説明

住民基本台帳における４月１日から翌年３月31日までの20
歳から39歳までの転入者数と転出者数の差

成果指標 20～30代の年間転入超過数

2024
(R６)

目標値
(単年)

▲９ ▲456 50

3

移住・交流

移住・交流推進事業
・移住コンシェルジュによるワンストップ相談
の推進
・地域おこし協力隊の推進

移住コンシェルジュによるワンストップ
相談窓口のほか、東京、大阪等での
移住相談会や移住プロモーションを実
施するとともに、移住後も移住者同士
の交流や地域との連携等、さまざまな
つながりや活動のフォローを行い、伊
賀市への移住促進に取り組みます。
地域おこし協力隊を配置し、地域課題
の解決や地域活性化の取り組みのサ
ポートを行います。また、地域に根ざ
した活動を行うなかで将来的な隊員
の定住をめざします。

実績
（人）

成果指標
の説明

移住コンシェルジュによる相談を通じた移住者の人数。計
画期間の累計人数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

88 422

成果指標 相談を通じた移住者数

362

4
現状値

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標

成果指標
の説明

2024
(R６)

目標値

実績
（　）
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参画度（R３）

傾
向

・満足度、参画度ともに低く、特に参画度が低い。
・若者の満足度は他の年代と比較すると高い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

満足度(R3)

41.7%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

20.7%
平均(R3)

43.7%

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

・若者会議、高校連携
　自分たちの活動や取り組み、組織の自主運
営とともに、学校間や市内外の様々な主体と
のさらなる連携・交流を進める。
・三重大学伊賀連携フィールド
　にぎわい忍者回廊プロジェクトの進展を見
据え、既存の講座だけでなく、コロナ禍等、新
たな地域課題の解決に向けた取り組みを展
開する。

計画通り進捗して
いる

課題

若者世代の転出超過（転入＜転出）に歯止めがかかっておらず、現時
点では、シビックプライド関連の取り組みが、直接、若者世代の流出抑
制に好影響を及ぼしているとまでは言えない。
また、若者会議は活動を行っている構成員が登録者数の割に限定的と
なっており、明確な成果目標などの設定が無いことにより、活動が停滞
気味となっている。

1

効果が出て
いる点

　ふるさと納税制度による寄附については、寄附金額とともに、寄付者
数も年々増加している。

・ふるさと納税
　さらなる寄附拡大とともに、ふるさと納税制
度への地元事業者等のさらなる参画機会の
創出を進める。
・関係人口の創出・拡大
　ふるさとサポーター制度を見直し新たなファ
ン登録ツール（ＬＩＮＥ）を立ち上げ、本市の最
新情報を提供する体制整備を推進することに
より、関係人口の創出、拡大を進める。

計画通り進捗して
いる

課題

これまでふるさと納税制度などを活用し、新たな伊賀市のファンの拡大
に取り組んできたが、獲得した関係人口に地域づくりの担い手として活
躍してもらう機会が必要なので、今後は、地域との関わりへの想い（関
わる楽しさ、関わりでの達成感等）となるようなステップアップのための
施策が必要となる。

2

効果が出て
いる点

まちづくりアンケート2-(4)からもシビックプライドに関しては、肯定的意
見が増えてきており、若者会議や市内の県立高校連携の取り組みで、Ｉ
ＧＡＢＩＴＯ育成に係る若者の郷土醸成に繋がっている。

4

3

効果が出て
いる点

移住コンシェルジュの設置により、移住希望者に対してワンストップ対
応することで、希望者の不安疑問などに対して一元的に対応し、移住者
の増に繋がっている。
地域おこし協力隊については、島ヶ原、大山田のそれぞれの地域で活
動しており、対象自治協と連携し地域ブランドの開発など自治協と協力
して活動を行うことで自治協との連携に努めている。

・移住コンシェルジュによるワンストップ相談
の推進
　コロナ禍の影響により、移住希望者との対
面での相談会が開催できず、オンラインのみ
となっていることから、今後は対面及びオンラ
インで水準の高い相談体制を構築する。
　移住コンシェルジュによる相談窓口の推進
により、令和４年度も前年度以上に相談件数
を伸ばすための情報発信等を推進する
・地域おこし協力隊については、受入希望地
域の確保や地域との関係性の向上に向け
て、協働・支援体制の強化に務める必要が有
る。

計画通り進捗して
いる

課題

移住、交流事業では、コロナ禍の影響により対面での移住相談会を開
催することが出来ないことから、移住希望者とのコミュニケーションが図
りにくい。
地域おこし協力隊については、国では定員増を見込んでおり予算も増
額していることから本市でも隊員の増加を図るため、受入団体の確保を
進める必要がある。

0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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実績
（　）

4
現状値

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標
の説明

2024
(R６)

目標値

成果指標

3

情報公開･個人情報保護

〇情報公開・個人情報保護推進経費

情報公開条例に基づく情報公開制度
の適正な運用を図ります。
個人情報保護条例に基づく個人情報
保護制度の適正な運用を図ります。

実績
（件）

成果指標
の説明

情報公開制度及び個人情報保護制度の適正な運用に係
る取組みの成果を測るための指標。情報公開・個人情報
保護審査会に諮問した審査案件について行政処分が妥
当でないと判断された件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

0 1

成果指標
情報公開・個人情報保護審査会で妥当でないと判断され
た件数

0

広報活動

〇広報作成等業務経費
〇行政情報番組等制作及び放送経費
〇ホームページ管理経費
〇ケーブルテレビ維持管理等負担軽減経費

広報紙・行政情報番組・文字放送・
ホームページ・SNSなどの多様な広報
メディアやさまざまな手法により、市政
情報や市の魅力などを効果的に市内
外に発信します。

実績
（件）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

3,878,604 6,945,933 4,200,000

1

広聴機能

〇ホームページ管理経費
・参声広場の運用を見直した。
・新たな広聴機能としてeモニター制度を導入
した。

現在運用中の広聴手法を活用しなが
ら、ホームページのお問い合わせ機
能の見直しや登録モニターによる電
子アンケートなど新たな広聴手法を研
究し、市民がより一層市政に参加でき
る機会の創出を図り、市政に市民の
声を反映します。

実績
（件）

成果指標
の説明

市民がより一層市政に参加できる機会の創出を図る取組
みの成果を測るための指標。市ホームページを通して寄
せられた意見件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

769 956

7-1
理解と共感につながる市政情報の共有化

広聴広報

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 総務部

成果指標 市ホームページで寄せられた意見件数

成果指標
の説明

市政情報の効果的な情報発信等に係る取組の成果を測
るための指標。市公式ホームページの各ページへのアク
セス総数

成果指標 市ホームページ アクセス数

900

ます。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

2
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4

3

効果が出て
いる点

新規採用職員、職担当職員、新たに昇格した管理職を対象とした情報
公開・個人情報保護研修会を開催することにより、情報公開や個人情
報に対する意識の浸透が図れている。また、金額入り工事設計書など
情報公開制度の手続きによらず公開できる情報をホームページに掲載
することで、市民サービスの向上を図った。 ・研修により職員のスキルアップを図る。

・情報公開・保有個人情報開示請求事務処
理マニュアルを作成し、周知を図る。

計画どおり進めて
いる

課題
情報公開により求める内容が多様化しており、情報公開及び個人情報
開示請求の公開・開示決定に際し、高度な判断を要する事案が増えて
いる。

2

効果が出て
いる点

広報紙の記事に2.次元コードを掲載しホームページの詳細な記事に誘
導するほか、行政情報番組をYouTubeで動画配信するなど、メディア
ミックスに取り組み、市民の応報取得の多様化に対応した。ホームペー
ジは「やさしい日本語」表示機能や多言語翻訳にAI機能を取り入れるな
ど、ウェブアクセシビリティの向上を図った。

・「伝える広報から伝わる広報」を推進するた
め、内容や手法を継続的に見直す。
・多様な広報媒体を使ったメディアミックスや
クロスメディアにより情報を発信する。
・ＳＮＳ等を活用し、ターゲットに合わせた情
報発信に努める。

計画どおり進めて
いる

課題
広報アンケートの結果を検証し、市民のニーズあった効果的な情報発
信に取り組んでいく必要がある。

1

効果が出て
いる点

新たな広聴機能として、eモニター制度を導入することで、市民の意識
傾向を迅速に把握し、事業の課題やあり方が検討することが可能と
なった。また、市ホームページの広聴機能である「参声広場」の運用を
見直し、市政に市民の声をより反映できるよう広聴機能の充実を図っ
た。

・「市への提案・提言」やeモニター制度など広
聴機能の周知とともに制度の適切な運用を
図る。
・ｅモニター制度を活⽤し、市政に関するアン
ケートの実施やパブリックコメントを募集す
る。

計画どおり進めて
いる

課題

・広聴機能の充実を図り、市民の市政参画を更に促進する必要があ
る。
・ＨＰからの広聴機能（市への提案・提言）やeモニター制度などの認知
度が低い。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

満足度(R3)

54.0%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

35.2%
平均(R3)

43.7%

参画度（R３）

傾
向

・満足度は昨年度より2.8ポイント上昇しており、多様な広報媒体に
より市政情報の共有化が図られたと考えられる。
・参画度は昨年度より6.9ポイント下降しており、年代が低いほど参
画が少ない傾向にある。

0%

50%

100%

0% 50% 100%
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目標値
(単年)

11.4 10.5
概ね９％を超

えないこと

成果指標 複合化で機能移転した施設数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

8.1 10.1 12.6

成果指標
の説明

実績
（か所）

異なる公共施設の機能（サービス）を集約・複合化すること
で、削減した公共施設数の累計

2 8 22

実績
（　）

4
現状値

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標
の説明

2024
(R６)

目標値

成果指標

3

税収確保と債権管理 ○住民税賦課事務経費
・未申告者に対する文書催告及び臨戸調査の実施
○固定資産税賦課事務経費
・未評価家屋の調査・課税、法人税申告対象リスト
による償却資産課税対象調査の実施
〇滞納債権回収対策費
・現年度課税の徴収率向上に向けて、事務担当の
配置、預貯金電子照会システム、SMS催告などの
試験導入実施
・介護保険料、後期高齢者医療保険料滞納整理シ
ステムの機能強化、債権管理条例の一部改正な
ど、各種債権の効率的な処理体制、処理基準の整
備の推進

市民税・固定資産税ともに実地調査
などで課税客体を的確に把握するこ
とにより、法令を遵守した市民の税負
担の公平性を高めます。
市税収納率の向上に向け、納付環境
の充実に努めるとともに、あらゆる収
納対策を講じ、納期内納付の推進及
び市税の滞納額の縮減に取り組みま
す。
各種市債権について、効率的な処理
体制の構築、処理基準の整備を行
い、適切な管理を進めます。

実績
（億円）

成果指標
の説明

納付期限を過ぎた債権（滞納）で、翌年度に繰り越した額

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

21.9 20.4

成果指標 滞納繰越債権額

17

7-2
健全な財政運営

財政運営

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 財務部

2

公有財産の有効活用 〇普通財産管理及び取得事業
・ファシリティマネジメント推進会議の開催及
び、第Ⅱ期実行計画の進捗管理の実施
・市有財産の公募売却などの実施
〇庁舎維持管理経費
・庁舎関連各種維持管理業務の一括発注に
努めた。

公共施設最適化計画に基づく実行計
画を遂行し、施設の最適な配置と管
理運営に努めるとともに、公有資産に
ついては、将来の必要性を十分に見
極めた上で、普通財産の売却処分
や、貸付による有効利用を推進しま
す。

1

持続可能な財政運営 〇財政管理経費
・一般財源を有効に活用するため、予算編成
及び執行過程において、選択と集中を重視し
た事務の執行に努めた。
・プライマリーバランスを堅持しつつ有利な財
源を活用し、将来負担の縮減に努めた。
〇病院事業（病院事業補助及び負担金）
〇上水道事業（水道事業補助及び出資金）
〇浄化槽事業（浄化槽事業補助）
〇農業集落排水事業（農業集落排水事業補
助及び負担金）
〇公共下水道事業（公共下水道事業補助及
び負担金）

一般財源の規模に見合う適正な歳出
規模を堅持し、簡素で効率的な財政
運営をめざして、維持管理経費などの
縮減や、市債発行の抑制に配慮した
予算編成に努めるなど、財政運営の
改革に取り組みます。

の財政状況を分かりやすく、多様な手段で市民への情報提供に努めます。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

成果指標
の説明

実績
（万㎡）

成果指標 実質公債費比率

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公
共団体の財政規模に対する割合で表したもの。

成果指標 将来負担比率
一般会計等が将来負担すべき実質的な負債から、充当可能な財源を控除し
た将来負担見込額の標準財政規模に対する比率で、将来財政を圧迫する可
能性の度合いを表す指標。

成果指標 公共施設縮減面積

公共施設の用途を廃止した建物の床面積の合計

実績
（％）

実績
（％）

成果指標
の説明

現状値

成果指標
の説明

77.2 68.7
50％台後

半

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)
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4

3

効果が出て
いる点

・催告から臨戸調査を行うことにより、課税につながった。
・令和３年度現年徴収率が昨年度と比較し、全ての月で向上している。
・試験的にSMS催告や電話催告を実施し、従前の催告より反応が良く
完納に結びついているケースが増加した。
・債権管理課では、私債権等での法的手続きを駆使した事務が定着し
た。

・コロナ禍の状況を把握しつつ、調査対象を拡大し、
課税件数の増嵩に努める。
・一部の債権を一元化したことにより、専門的な対
応や重複事務の減少、移管手続遅延による事務の
停滞を抑制する。
・現年度滞納整理の強化としてSMS催告や預貯金
電子照会、クレジット決済など新たな滞納整理手法
を推進する。
・過年度滞納整理においては、高額案件を中心に
進め、件数が多い少額滞納案件は効果的な滞納整
理を推進する。
・収税課及び関係課の役割分担の明確化や協働体
制の構築、庁内会議、職員研修などにより、債権額
減少に取り組む。

計画通り進めてい
る

課題

・コロナ禍により、新規または確実な課税対象者に絞って臨戸調査を
行ったため、前年度と比べ調査件数が減少した。
・電話催告等常に新たな手法を考え、納期内納付者を増やし現年度収
納率を向上させる。
・所管課によって取組の差があり移管手続きが進まないことや、人的制
限により法的回収手段を継続していくことが難しい。

計画通り進めてい
る

課題

・公募売却で買い手が付かず、随意売却することとなった建物付きの物
件については、建物価格の減価を反映すべく再鑑定の必要がある。

1

効果が出て
いる点

・市債のプライマリーバランス堅持に努め、健全な財政運営に向けて実
質公債比率、将来負担比率が平成30年以降縮減できている。

・今後、大型事業が見込まれることから、予
定されている市全体の投資的事業の把握を
行い、事業の優先度による市債発行の抑制
や事務事業の見直しなどによる経費の縮減
に努める必要がある。
・投資的事業の実施に際しては、補助金、起
債等有利な財源確保に努める。 計画通り進めてい

る

課題

・令和５年度から６年度にかけて、現在進行している「にぎわい忍者回
廊整備に関するＰＦＩ事業」、「伊賀市新斎苑整備運営事業ＰＦＩ事業」な
どの大型事業があることから、一時的に起債が増嵩する可能性を見込
んでいる。
・人事制度の退職延長制度や会計年度任用職員の増加など人件費等
の増嵩が見込まれ、一般財源の適正な規模堅持が課題になること懸念
される。

2

効果が出て
いる点

・令和２年度から利活用可能な物件をホームページに公開したことで、
実際の売却につながる機会が増加した。
・旧上野ふれあいプラザのプロポーザル方式による売却や市有財産４
筆の公募売却などを実施し、1億8,468万円の売却収入を得た。
・消防設備等、自動扉、エレベーター保守点検業務委託、支所機械警
備を一括発注することで、個別発注時と比較し5,617万円の経費削減効
果があった。

・廃校など売却、貸付するまでの行程的な負
担が大きい物件が多いが、資産経営課を中
心とし庁内一丸となったプロジェクトチームに
より、スピード感をもって遊休資産の効果的
な処分へつなげる。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

満足度(R3)

39.3%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

45.9%
平均(R3)

43.7%

参画度（R３）

傾
向

・満足度、参画度ともにやや低い。
・４０歳以上４９歳以下の満足度が低い。
・６０歳以上６９歳以下の参画度が低い。

0%
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100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度
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実績
（　）

4
現状値

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

成果指標
の説明

2024
(R６)

目標値

成果指標

3

行政組織（機構）の見直し

〇行政組織（機構）
・「地域行政と支所のあり方検討部会」と「組
織改善委員会」による組織の見直しの検討

市の政策・施策を効率的に進めること
ができるよう、定期的に組織改善委員
会において組織の見直しを行います。

実績
（％）

成果指標
の説明

組織改善委員会への改善提案のうち、委員会で有効と判
断された割合

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

66.6 －

成果指標 有効改善提案の割合

33.3

職場環境の整備

〇職員福利厚生経費
・職員の健康管理、メンタルヘルス対策等の
職場の環境改善の推進

職員が心身の健康を保つため、健康
診断やストレスチェック等を継続して
実施し、健康診断にて要所見の者に
は２次検診の勧奨を、メンタル不調を
起こしている者にはこころの健康相談
室の利用を促します。
また、長時間労働の是正を進めるとと
もに、在宅勤務等柔軟な勤務体制に
ついての効果や課題を検証し、職員
個々のライフステージに応じた多様な
働き方の実現に資する制度やしくみ
の整備を進めます。

実績
（％）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

85.5 89.2 90.0

1

人事制度の運用と人材育成

〇人事管理一般経費
・人事制度の運用導入に係る検討と実施
〇人権・同和研修経費
・人権・同和問題研修方針に基づく研修の実
施及び方針の見直し

採用、人事評価、昇格試験、複線型
人事、職員研修、給与など、さまざま
な人事制度の検証・構築・運用を実施
することで、時代の変化や住民ニーズ
に柔軟に対応できる職員を育成しま
す。

実績
（％）

成果指標
の説明

年度末に実施する人事評価における得点が、標準得点（６
０点）を上回る職員の割合（管理職・一般職の合算）

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

78.4 83.7

7-3
市民の期待に応えられる組織・人づくり

組織・人事

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 総務部

成果指標 人事評価で標準得点を上回る職員割合

成果指標
の説明

12月に実施するストレスチェックを受検した職員の割合

成果指標 ストレスチェックの受検職員割合
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【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

2
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4

3

効果が出て
いる点

住民自治を推進するため支所業務を見直すとともに、６つの支所を統
括する地域連携部を設置した。また、行政事務の効率化と意思決定の
迅速化を図るため、事務分掌を見直した。

・組織改善委員会において組織の検証と見
直しを行う。

計画通り進めてい
る

課題
複雑化する行政課題に対応できるよう常に所掌事務等をチェックし、組
織が有効に機能しているか確認する必要がある。

2

効果が出て
いる点

メンタルヘルスに係る研修の開催やストレスチェックの受験促進と丁寧
な案内などにより、ストレスチェックの受験率が向上した。 ・ストレスチェックの受験率を向上させる。

・メンタル不調を予防するため、相談体制の
充実を図る。
・時間外勤務の総量の削減に向けた分析や
事務改善に向けた助言を行う。

計画通り進めてい
る

課題
・時間外勤務の上限を超えている勤務状況が依然として見られる
・メンタル面での不調を抱える職員が多い。

1

効果が出て
いる点

令和３年度の職員採用試験からSPI（総合適性検査）やテストセンター
方式を導入したため、全国から受験があった。人事管理の面では、管
理職等の占める割合の是正に向け、人事制度検討委員会で協議を重
ね、昇任試験以前に副参事や主幹、係長級に昇任した者の認定試験を
実施した。また、改訂時期を迎えていた「人権・同和問題研修指針」を計
画通りに改訂し、次年度以降の研修につなぐことができた。

・採用候補者とオンラインを活用した交流会を
開催するなど、コミュニケーション機会を増や
し、採用辞退の防止を図る。
・国家公務員の定年引き上げに向けた取組
指針を基に、本市の各種制度の具体的な方
針を策定する。
・人事評価制度の精度向上のため、人事制
度検討委員会での協議をはじめ、継続的に
改善を図っていく。

計画通り進めてい
る

課題

・職員採用試験には全国から受験があったが、面接や採用で辞退者が
多かった。
・令和5年度からの定年引き上げに伴い各種制度に係る本市の方針を
決定する必要がある。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

満足度(R3)

39.3%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

37.1%
平均(R3)

43.7%

参画度（R３）

傾
向

・昨年度に比べ満足度は1.2ポイント、参画度は4.6ポイント上昇して
いるが、施策全体の中では依然として低い値となっている。
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4

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

3

実績
（　）

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

2

広域連携

調査企画事務経費
・三重県、名張市との連携
・伊賀市・甲賀市・亀山市広域（いこか）連携

伊賀地域の政策課題に対応するた
め、三重県伊賀地域防災総合事務
所、名張市、伊賀市で定期的に情報
共有を行います。また、地域の活性
化、職員間の交流を目的に３機関の
若手職員による共同研究を実施しま
す。各自治体に共通する政策課題等
に対応するため、県境を越えて連携し
設置している「伊賀市・甲賀市・亀山
市広域連携推進会議」では、具体的
な連携事業の実施など、取り組みを
深化させるため、各自治体と連携・調
整を進めます。

実績
（％）

成果指標
の説明

三重県伊賀地域防災総合事務所、名張市、伊賀市の若手
職員で実施する共同研究のアンケートにおいて、総合的に
みて「満足」又は「どちらかといえば満足」と答えた参加者
の割合（累計）

共同研究参加者の満足度成果指標

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(単年)

100 100 100

1

定住自立圏

定住自立圏推進事業
・第２期共生ビジョンの推進

伊賀市を中心市とした定住自立圏の
推進については、圏域全体における
人口ダムの形成を推進するため、京
都府笠置町、南山城村、奈良県山添
村と締結した定住自立圏形成協定に
基づく「伊賀・山城南・東大和定住自
立圏共生ビジョン」により、連携・協働
して各種施策に取り組みます。

実績
（人）

圏域自治体の人口成果指標

96,439 94,976 91,038

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

成果指標
の説明

伊賀市・笠置町・南山城村・山添村の年度末人口（住民基
本台帳）。

目標値
(単年)

人口流出による地方圏の人口減少を早急に食い止めるため、国の制度等を活用しつつ、府県境にとらわれず近隣自治体との
連携を促進します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

7-4
圏域全体の活性化につながる広域的な連携

広域連携

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 企画振興部
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4

3

2

効果が出て
いる点

・三重県、名張市との連携
　定期的な情報交換の場を持つことで地域課題を共有できている。
　2020年度より実施している若手職員による共同研究を通じて、各自治
体の職員の知見が広がり、交流が深まるとともに、その成果を各自治
体間で共有できている。
・いこか連携
　同規模の近隣自治体間連携のため、共通する地域課題が多い。

・三重県、名張市との連携
　研究自体はメンバー主体で進めるつつ、各
自治体担当者が適宜サポートに入る体制を
構築する。

・いこか連携
　今後の連携のあり方についても自治体間で
柔軟に見直し検討を行う。

計画通り進めてい
る

課題

・三重県、名張市との連携
　他の研修プログラムに比べると参加する職員の負担が大きい。
・いこか連携
　コロナ禍により適宜、推進体制等は見直してきたが、具体的な連携事
業は実施を見送っている状況である。

1

効果が出て
いる点

　京都府南山城村、笠置町との形成によりスタートした当圏域は、その
後、2020年に奈良県山添村が参画するなど圏域拡大を図ってきた。
　コロナ禍にあっても圏域証の発行やロゴマークの作成、さらには第2期
ビジョンの策定（2022年3月）などを通じ、圏域の一体感が醸成されてき
ている。

・新しいビジョンに基づく進行管理
　推進協議会、ビジョン懇談会を開催する。
　事業シートを公開する。

・圏域住民間の交流促進
　SNS等を活用して若者世代の交流を進め
る。

・圏域内外に向けた情報発信、働きかけ
　公式ロゴマークを活用して圏域をＰＲする。
　ＹｏｕＴｕｂｅ等を活用して情報発信を行う。

計画通り進めてい
る

課題

　圏域人口の減少率が大きい。
　圏域の一体感の醸成を図るべく、自治体間の連携とともに、住民間の
交流をさらに深める必要がある。
　圏域内外への働きかけや、更なる情報発信が必要である。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案 取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果

傾
向

・満足度、参画度ともに他の施策と比べると低い。
・29歳以下の満足度が高く、70歳以上の参画度が高い。

満足度（R３)

参画度（R３）

満足度(R3)

50.4%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

40.4%
平均(R3)

43.7%
0%

50%

100%

0% 50% 100%

満
足
度

参画度

89



現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値
(累計)

7 7 40

実績
（　）

4

成果指標

成果指標
の説明

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

2024
(R６)

目標値

2

○行財政改革推進費
・行政経営アドバイザーの登用、事務事業評
価審査委員会の条例整備を行い「伊賀流事
務事業レビュー」の体制を構築した。
・12所属の16事務事業について「事務事業レ
ビュー」を試行実施した。
・事務事業レビューの下地づくりの年として、
課の中堅職員を対象とした研修（Ⅱ部構成、
延べ8回、212名参加）のほか、「事務事業レ
ビュー」を試行実施（16事業）した。
・民間事業者との連携協定に基づき民間複
業人材３名を登用し、民間人材の知識経験を
生かしたDX事業・広報事業の取り組みを図っ
た。

実績
（　）

費用対効果を踏まえた上で、AIやRPAといった未
来技術を活用した自治体の「デジタルトランス
フォーメーション（DX）」を推進するとともに、既に取
り組んできた「民間活力の導入」に加え、サウン
ディング型市場調査や民間提案制度などさまざま
な取り組みを積極的に採用し、従来の手法や発想
にとらわれない民間事業者との「公民連携」の推
進により、持続可能で良質な市民サービスの提供
と、公的負担の軽減を図ります。また、BPR の手
法を活用した業務フローの見直し等により、さらな
る業務の効率化、改善等を図り、「新たな日常」へ
の対応を推進します。さらに、公共サービスでの受
益に対する負担のあり方を分析・検討し、受益者
負担の適正化を図ります。

2024
(R６)

2024
(R６)

─

成果指標 計画期間に改善を図った事務事業の件数

現状値
2021
(R３)

2022
(R４)

2023
(R５)

3

目標値
(累計)

成果指標

成果指標
の説明

目標値

業務改善

成果指標
の説明

事務事業評価シートの結果欄（新設）で、改善、縮小、統
合、廃止、民間委託、民間活力導入とした件数（累計）

0 150
実績
（件）

7-5 デジタル技術の活用による市民サービスの向上と
効率的な行政運営の実現デジタル自治

伊賀流自治の視点 【主担当部局】 デジタル自治推進局

1

デジタルトランスフォーメーション ○スマート自治体推進事業
・伊賀市デジタルトランスフォーメーション実
行計画（アクションプラン）を策定し、今後展開
すべき20の具体的施策を定め、庁内職員へ
の周知はじめ市民への広報を行った。
・職員（推進委員97人）を対象に事業計画推
進に不可欠なデザイン思考などの研修（５回）
を実施するとともに、計画推進体制の構築
（整備）を図った。
・コロナ禍に対応した会議運営ができるよう、
部局長用タブレットを導入を行った。（R4年
度、ペーパーレス議会にも活用）
・特定個人情報保護にかかる事務見直しを図
り、セキュリティの強化に努めた。

デジタルトランスフォーメーション基本方針に基づき、市
行政が行う各種行政サービスについて、デジタル技術
やデータを活用し、市役所に行かなくても手続きができ
るオンラインサービスの拡充やデジタル機器に不慣れな
人でも操作が容易にできるようにするなど、誰一人取り
残さない、人に優しいデジタル化により市民サービスの
向上を図ります。「新しい生活様式」の確立に資するデ
ジタル社会の実現に向け、環境整備やそれを支える人
材の育成、啓発に努めるなど、市全体のデジタル化に
向けた取り組みを進めます。また、高度・複雑化する情
報社会に対応するとともに、市民の情報を守り市民が抱
くデジタル利用の不安を低減するため、情報セキュリ
ティポリシーの見直しや職員に対する情報セキュリティ
研修の実施など情報セキュリティ対策に取り組みます。

実績
（件）

成果指標
の説明

成果指標 オンラインで申請可能な行政手続の数

①マイナポータルからマイナンバーカードを用いる手続　31件②地方公共団
体が優先的にオンライン化を推進すべき手続
47件　合計　78件
 上記のうち、現在、オンライン申請可能な件数は7件
目標値は約半数の40件

サービスの向上と業務の効率化を推進します。

を推進します。

【ＰＬＡＮ】 【ＤＯ】 【ＣＨＥＣＫ①】

基本事業 2021（Ｒ３）年度の事務事業 ＫＰＩ（成果指標）

現状値
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2

効果が出て
いる点

・「伊賀流事務事業レビュー」の市民も交えた事務実施体制ができた。
・行政主導の公民連携から脱し、民間事業者を行政運営のパートナー
として取り組む公民共創に向けた内部機運が高まった。

　今までの行財政改革は、財政負担縮減に
焦点をあてた庁内改革を中心としてきた。
　しかし、行政経営改革は、コストだけではな
く、経営の対象顧客である市民の福祉増進を
ベースに据え、行政経営資源（ヒト・モノ・カ
ネ）の効果的・効率的な活用という観点に加
え、各所属でのDX視点を加えたBPR（ビジネ
ス・プロセス・リエンジニアリング）、公民共創
も含めて総合的、戦略的に進める必要があ
る。
　そのため、行政総合マネジメントシステムの
効果的活用など経営改革に向けた指針の策
定が必要と考えている。

まだ端緒についた
ばかりである。

課題

・「レビュー」事務はゴールでなく、レビューで評価された「改善」（縮小、
廃止を含む）の実行を担保する体制の強化が必要である。
・社会の変革期に対応した総合的行政経営改革の実施に向けた取り組
み方法を検討する必要がある。
・公民共創は、民間との癒着とも取られかねない側面を有していること
から、透明性の確保に向けた対策が必要である。

1

効果が出て
いる点

・DX推進の指針となるアクションプランができ、伊賀市DX推進本部の推
進体制が構築され、R４年度以降の事業展開の礎ができた。
・各所属に配置したDX推進委員の研修により、職員間に一定、DX推進
に向けた機運が醸成された。

・全庁横断的に取り組みを進めるため、DX推進本
部内に「行政手続きオンライン化部会」や「遠隔窓口
導入部会」などの具体的事務を担う実行部会に加
え、各DX事業の推進調整を図る「デジタル施策調
整部会」の設置も検討を要する。

・外部から「DX戦略アドバイザー」を委嘱し、デザイ
ン思考に基づくシステム設計等について知見の活
用を図ると共に、各部会員（職員）の意識醸成を図
る必要がある。

・具体的事務事業の実装（市民へのサービス提供）
を通じて、市民にもDX改革の機運を届けたい。

ほぼ計画どおり進
めている。

課題

・令和４年度からは、複数のDX事業の取り組みが予想されるため、「DX
推進は我が事」との職員意識を醸成し、庁内DX事業に部局横断的に取
り組む協力体制の強化を進める必要がある。
・まだまだ内部的で、市民に行政のDX改革が理解されているとは言い
難い。
・DX事業推進に伴い増加する情報システムの運営管理を増強する必
要がある。

【ＣＨＥＣＫ②】 【ＡＣＴＩＯＮ】 【事業の進捗】

効果検証 事務事業の改善案

4

3

取り組み状況

まちづくりアンケート調査結果
満足度（R３)

参画度（R３）

傾
向

・満足度、参画度ともに低い。⇒「市民の関心がまだ低い」
・４０歳以上４９歳以下の満足度が低い。⇒年代ニーズの行政手続
きのオンライン化がまだできていないのが理由か？
・３０歳以上３９歳以下の参加度が高い。⇒年代ニーズの子育て行
政手続き等が一部オンライン化できているのが理由か？

満足度(R3)

42.1%
平均(R3)

52.6%

参画度(R3)

38.5%
平均(R3)

43.7%
0%
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100%
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